
 

 

 

 

 
東日本大震災における 

エネルギー施設(火力・水力・送変配電・ガス) 

の被害状況と今後への展開について 
 

報告書（最終報告） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年８月 

 

土木学会 ｴﾈﾙｷﾞｰ委員会 新技術・ｴﾈﾙｷﾞｰ小委員会 

 



i 

はじめに 

 

 平成２３年３月１１日(金)、マグニチュード９.０というわが国観測史上最大の「東北地方

太平洋沖地震」が発生した。強大な地震とともに巨大な津波が東北地方から関東地方を襲い、

広範に及ぶ数多くの施設に甚大な被害をもたらした。 

 

 土木学会エネルギー委員会新技術・エネルギー小委員会は「東日本大震災」における被害

状況から今後に向けての教訓を引き出すことが重要との認識から、エネルギー施設(火力・水

力・送変配電・ガス)の被害状況の調査・分析・評価に取り組むこととし、火力発電所、水力

発電所、変電・送電・配電設備等及びガス施設の土木構造物等の被害状況の調査を進め、従

来の設計手法の妥当性の評価、復旧の考え方や復旧への取組に関する考察を経て、新たな知

見や課題に関する検討を行い、ここに本報告書（中間報告）を取り纏めた。 

 この際、今回の被災は広域かつ多数の施設に亘り被害形態も多様であることから、被害状

況を一様に記録することにも意を用い、火力発電所及び水力発電所の被害状況と復旧状況に

関する調査結果を参考資料に一覧表として纏めた。 

 

 今回の調査に当たっては、被災施設を持つ関係事業者・機関等が、なお厳しい状況が続く

なかで、本調査の主旨に賛同のうえ献身的なご協力を頂いた。この場を借りて心より御礼申

し上げる。 

 

 現時点においてもなお、今回の大震災の原因の分析や対策の検討に関する真剣な議論が多

方面において続けられているところであり、本報告書（中間報告）もいくつかの課題を残し

た検討途上に位置するものである。先人達がその教訓を後世に伝えようと宮古市姉吉地区に

残した石碑には及ぶべくもないが、もし本報告書（中間報告）が今後に向けての教訓として

僅かばかりでも参考となるならば、それは当小委員会の願いである。 

 

平成２５年２月 新技術・エネルギー小委員会 

 

 

 

【追記】 報告書（最終報告）の取り纏めにあたって 

 

 当小委員会は平成２５年２月に報告書（中間報告）を作成し公表したところであ

る。中間報告の作成時点においては、未だ復旧途上にあったエネルギー関連施設も

少なくなく、当小委員会において収集できた情報にも限りがあったことから、その

時点で可能な調査･分析・評価に留まる範囲で中間報告を取り纏めたものである。 
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 その後において収集できた情報、更なる分析･評価を追記して、このほど最終報告

を取り纏めた次第である。主な追記の内容は、火力発電所と水力発電所の被害状況

と復旧状況について、水力発電所のアスファルト表面遮水壁におけるひび割れ発生

について(原因分析と対策等)である。 

 

報告書（最終報告）の取り纏めに当たっては、多くの関係の皆様より多大なるご

協力とご尽力を頂いた。この場を借りて改めて心より御礼申し上げる。 

 

平成２６年８月 新技術・エネルギー小委員会 
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■土木学会エネルギー委員会 新技術・エネルギー小委員会 

委員長 細川 政弘 清水建設(株) 

委 員 近藤 聡史  東京電力(株)建設部 （交替 小松崎勇一、大槻哲也） 

委 員 尾崎 重浩 四国電力(株)土木建築部 （交替 岡田英信） 

委 員 奥村 智之 経済産業省商務流通保安グループ電力安全課 

委 員 橋本  進 電源開発(株)技術開発部茅ヶ崎研究所 （交替 下越 仁） 

委 員 鈴木 英治 中部電力(株)発電本部土木建築部 （交替 山本敏勝） 

委 員 川口 雅樹 関西電力(株)土木建築室 （交替 小倉和己、花本希樹） 

委 員   樋口 義弘 清水建設(株)土木技術本部 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 溝口 充史 経済産業省商務流通保安グループガス安全室 （交替 杉 司） 

幹 事 土居 賢彦 東京電力(株)福島本部福島原子力補償相談室 

幹 事 長谷川 洋 電源開発(株)土木建築部 （交替 多田康一郎） 

 

■小委員会活動経過 

第 １回 平成２３年 ３月２４日    調査検討の目的・あり方について 

第 ２回 平成２３年１０月 ５日    調査検討の基本的方針について 

第 ３回 平成２３年１０月１６日    調査すべき項目について 

第 ４回 平成２４年 ２月２９日    被害状況の分析・評価について 

第 ５回 平成２４年 ５月３０日    被害状況・復旧状況の分析・評価について 

第 ６回 平成２４年 ７月２７日    中間報告書(案)とりまとめについて 

第 ７回 平成２４年１１月２２日    中間報告書とりまとめについて 

第 ８回 平成２５年 ２月 ８日    中間報告書最終確認について 

第 ９回 平成２５年 ９月 ６日    最終報告書の方向性について 

第１０回 平成２６年 ２月２１日    最終報告書（案）とりまとめについて 

第１１回 平成２６年 ８月２８日  最終報告書について 

 

■小委員会幹事会活動経過 

第 １回 平成２３年 ７月 ８日 

第 ２回 平成２３年 ７月２６日 

第 ３回 平成２３年 ８月２９日 

第 ４回 平成２３年 ９月１３日 

第 ５回 平成２４年 ２月２４日 

第 ６回 平成２４年 ５月２３日 

第 ７回 平成２４年 ７月 ４日 

第 ８回 平成２４年 ７月２７日 

第 ９回 平成２４年 ８月３１日 

第１０回 平成２４年１１月２０日 

第１１回 平成２５年 １月１７日 
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第１２回 平成２５年 ７月１７日 

第１３回 平成２５年１２月２４日 

第１４回 平成２６年 ７月１０日 
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第１章 調査対象と調査方法 

 

１．１ 火力発電所 

 

調査対象と調査方法を下記に示す。 

 

■調査対象会社 

東京電力、東北電力、電源開発、相馬共同火力、常磐共同火力、鹿島共同火力、君津共同火力 

■調査対象物 

・調査対象物は土木構造物とし、機械設備等に関しては土木技術者として参考にすべき情報と

思われるもののみ記載した。 

・発電所については、津波の影響を考慮して、太平洋岸（青森県～神奈川県）および東京湾内

の全てを対象とした。調査した発電所を表-1.1.1 に、その位置図を図-1.1.1 に示す。 

■調査方法 

アンケートによる 

質問内容を p.4 以降に示す。 

 

■調査結果 

個々の施設の調査結果は 参考資料５ 火力発電所 各発電所ヒアリング結果、参考写真 に

示す。 

調査結果のまとめを 参考資料２ 火力発電所 被害状況・復旧状況 調査結果 に示す。 
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表-1.1.1 調査対象発電所一覧 

 

電力会社 発電所名 使用燃料 総出力 所在地 資料

東北電力 

八戸火力発電所 重油、原油 25 万 kW 青森県八戸市 ○

仙台火力発電所 天然ガス 44.6 万 kW 宮城県宮城郡七ヶ浜町 ○

新仙台火力発電所 重油 35 万 kW 宮城県仙台市宮城野区 ○

原町火力発電所 石炭 200 万 kW 福島県南相馬市 ○

東京電力 

広野火力発電所 重油、原油、石炭 380 万 kW 福島県双葉郡広野町 ○

常陸那珂火力発電所 石炭 100 万 kW 茨城県那珂郡東海村 ○

鹿島火力発電所 重油、原油 440 万 kW 茨城県神栖市 ○

千葉火力発電所 LNG 288 万 kW 千葉県千葉市中央区 ○

五井火力発電所 LNG 188.6 万 kW 千葉県市原市 －

姉崎火力発電所 LNG、NGL、LPG、重油、

原油 

360 万 kW 千葉県市原市 －

袖ケ浦火力発電所 LNG 360 万 kW 千葉県袖ヶ浦市 －

富津火力発電所 LNG 504 万 kW 千葉県富津市 －

品川火力発電所 都市ガス 114 万 kW 東京都品川区東品川 －

大井火力発電所 原油 105 万 kW 東京都品川区八潮 －

川崎火力発電所 LNG 150 万 kW 神奈川県川崎市川崎区 ○

東扇島火力発電所 LNG 200 万 kW 神奈川県川崎市川崎区 ○

横浜火力発電所 LNG、NGL、重油、原油 332.5 万 kW 神奈川県横浜市鶴見区 －

南横浜火力発電所 LNG 115 万 kW 神奈川県横浜市磯子区 ○

横須賀火力発電所 重油、原油、軽油、都市

ガス 

227.4 万 kW 神奈川県横須賀市 －

電源開発 磯子火力発電所 石炭 120 万 kW 神奈川県横浜市磯子区 －

相馬共同火力 新地発電所 石炭 200 万 kW 福島県相馬郡新地町 ○

常磐共同火力 勿来発電所 石炭、重油、炭化燃料 162.5 万 kW 福島県いわき市 ○

鹿島共同火力 鹿島共同発電所 副生ガス、重油 140 万 kW 茨城県鹿嶋市 ○

君津共同火力 君津共同発電所 副生ガス、重油 121.2 万 kW 千葉県君津市 －

                           －の発電所は土木構造物の被害なし 
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図-1.1.1 調査発電所位置図 
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アンケート内容 

■事業者名 

■発電所名 

■設備概要 

・全体仕様 

運開時期、出力、燃料など、パンフレットベースの情報（パンフレット添付でも結構です。） 

・発電所配置図 

・主要土木設備仕様 

○港湾設備 

着桟設備：着桟可能容量（○○ＤＷＴ級など）など 

護岸  ：形式、天端高さなど 

防波堤 ：形式、天端高さなど 

○復水器冷却水路設備 

取水口     ：形式、取水量など 

取水路、取水槽 ：内空寸法など 

放水槽、放水路 ：内空寸法など 

放水口     ：形式、放水量など 

○燃料設備 

タンク ：燃料種別、形式、容量など 

○その他  特記すべき設備があれば 

■地盤情報 

・地盤レベル、地下水レベル 

  ※地盤レベルをどのように設定されたか記載頂けると非常に参考になります 

・地盤構成   ：全般的な土層構成 

・地盤改良   ：地盤改良箇所、工法、仕様 

■地震観測記録 

・最大加速度、最大速度 

・計器設置場所（地表面 or 基盤層［ＧＬ－○○ｍ］or 設備上［ＧＬ＋○○ｍ］）など 

■津波観測記録 

・浸水高、浸水深、遡上高 

・浸水の概略範囲（発電所配置図等への記載) 

・継続時間 

■被害状況（地震による被害） 

※写真や被害箇所がわかる図面等も併せてご提供頂けると幸いです。 

・土木構造物被害（クラック、変位、沈下、移動量など） 

・液状化の有無 

・地盤沈下状況 
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※支障のない範囲で液状化に関して少し詳しい資料、例えば写真及び沈下・変形量等に関する概略デ

ータのご提供をお願い致します。なお、ご提供いただく資料は、既存のものの流用で構いません。 

 

■被害状況（津波による被害） 

※写真や被害箇所がわかる図面等も併せてご提供頂けると幸いです。 

・土木構造物被害（クラック、変位、沈下、移動量など） 

・設備被害 ※土木構造物との関連で特記すべきもの 

         例えば、タンクの転倒や配管架構が押し流された際のアンカー破断など 

・環境被害 例えば、油タンク漏洩、変圧器絶縁油中のＰＣＢによる汚染など 

 

■復旧状況 

※写真等も併せてご提供頂けると幸いです。 

・復旧の考え方（優先順位や、どの程度の地震や津波を考慮して復旧するかなど） 

・復旧設備、復旧方法、時期 

 ※今後の予定があれば、それも記載頂けると幸いです。 

・発電所の稼働状況（あるいは運転開始時期予想） 

※主な被害の復旧方法（仮復旧も含む）と復旧期間（それが発電再開のクリティカルとなったかどう

かも含む）についてより詳細に記載できる表を作成致しました。可能な範囲で記載頂ければ幸いで

す。 

 

■今後への展開 

※今回の地震や津波の教訓として、今後の発電所計画に活かすことができる、あるいは、活かすべき

とお考えの意見、課題、知見等がございましたら、記載頂けると幸いです。 
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１．２ 水力発電所 

 

調査対象と調査方法を以下に示す。 

 

■調査対象会社 

 東北電力、東京電力、電源開発、東京発電、公営電気事業者（県企業局） 

 

■調査対象 

 上記、電気事業者が所有する水力発電設備 

 

■調査方法 

アンケートによる 

質問内容を次頁以降に示す。 

アンケート調査の結果、有益な情報が得られると判断した事例に関しては、より詳細な調査をヒアリ

ング等により実施。 

 

■調査結果 

 アンケート調査の結果、損傷があった水力発電設備は、表-1.2.1 に示す 8発電所であった。 

個々の施設の調査結果のまとめを 参考資料３ 水力発電所 被害状況・復旧状況 調査結果 に示

す。 

 

表-1.2.1 

電力会社 発電所名 発電所型式 出力 竣工年 所在地 

東北電力 

四時川第二発電所 一般、水路式 1,230kw 昭和２年７月 福島県いわき市 

移川発電所 一般、水路式 330kW 大正 15 年３月 福島県田村郡三春町 

川上発電所 一般、水路式    800kW 大正３年２月 福島県東白川郡塙町 

東京電力 
塩原発電所 揚水、ダム水路式 90 万 kW 平成６年６月 栃木県那須塩原市 

沼ノ倉発電所 一般、水路式 18,900kW 昭和21年 12月 福島県耶麻郡猪苗代町 

電源開発 沼原発電所 揚水、ダム水路式 67.5 万 kW 昭和 48 年６月 栃木県黒磯市板室 

東京発電 
石岡第一発電所 一般、水路式 5,500kW 明 44 年 10 月 茨城県北茨城市 

花貫川第二発電所 一般、水路式 750kW 大正９年 1月 茨城県高萩市 
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アンケート内容 

■事業者名 

■発電所名 

■設備概要 

  ・全体仕様 

    運開時期、出力、燃料など、パンフレットベースの情報（パンフレット添付でも結構です。） 

  ・発電所配置図 

  ・主要土木設備仕様 

    ○ダム 

      型式  ：ダム型式 

      寸法  ：高さ、堤頂長、容量など 

    ○水路 

      種類  ：開水路 or 管路 or 圧力式 

      寸法  ：延長、内空寸法など 

    ○水槽 

      種類  ：型式 

      寸法  ： 

    ○水圧管路 

      種類  ：型式 

      寸法  ： 

    ○発電所 

      種類  ：型式 

      寸法  ： 

    ○その他  特記すべき設備があれば 

■地盤情報 

  ・地盤レベル、地下水レベル 

  ・地盤構成   ：全般的な土層構成 

  ・地盤改良   ：地盤改良箇所、工法、仕様 

■地震観測記録 

  ・最大加速度、最大速度 

  ・計器設置場所（地表面 or 岩盤内［EL○○ｍ］or 設備上［ＧＬ○○ｍ］）など 

■津波観測記録 

  ・浸水高、浸水深、遡上高 

  ・浸水の概略範囲 

  ・継続時間 

■被害状況（地震による被害） 

 ※写真や被害箇所がわかる図面等も併せてご提供頂けると幸いです。 

  ・土木構造物被害（クラック、変位、沈下、移動量など） 

  ・液状化の有無 
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  ・地盤沈下状況 

 

■被害状況（津波による被害） 

 ※写真や被害箇所がわかる図面等も併せてご提供頂けると幸いです。 

  ・土木構造物被害（クラック、変位、沈下、移動量など） 

  ・設備被害 ※土木構造物との関連で特記すべきもの 

  ・環境被害 例えば、油タンク漏洩、変圧器絶縁油中のＰＣＢによる汚染など 

 

■復旧状況 

 ※写真等も併せてご提供頂けると幸いです。 

  ・復旧の考え方（優先順位や、どの程度の地震や津波を考慮して復旧するかなど） 

  ・復旧設備、復旧方法、時期 

   ※今後の予定があれば、それも記載頂けると幸いです。 

  ・発電所の稼働状況（あるいは運転開始時期予想） 

 

■今後への展開 

 ※今回の地震や津波の教訓として、今後の発電所計画に活かすことができる、あるいは、活かすべき 

  とお考えの意見、課題、知見等がございましたら、記載頂けると幸いです。 
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１．３ 変電・送電・配電設備等 

 

調査対象と調査方法を下記に示す。 

 

■調査会社 

東京電力、東北電力 

■調査対象 

・調査対象は土木構造物とし、機械設備等に関しては土木技術者として参考にすべき情報と思

われるもののみ記載した。 

■調査方法 

・網羅的ではなく、特徴的あるいは今後の対応に参考となる事象という観点で情報収集を行い、

提供のあったものを対象とした。 

・アンケートを補足するために、「電気設備地震対策ワーキンググループ報告書」平成２４年

３月（原子力安全・保安部会電力安全小委員会）を参照した。 
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１．４ ガス施設 

 

調査対象と調査方法を下記に示す。 

 

■調査会社 

日本ガス協会 

■調査対象 

・調査対象は主に一般ガス事業における製造所の土木構造物とし、機械設備等に関しては土木

技術者として参考にすべき情報と思われるもののみ記載した。 

■調査方法 

・日本ガス協会と協議し、「東日本大震災を踏まえた都市ガス供給の災害対策検討報告書」 平

成 24 年 3 月 経済産業省 総合資源エネルギー調査会 都市熱エネルギー部会 ガス安全

小委員会 災害対策ワーキンググループ から引用することとし、必要に応じて個別にヒ

アリング等を実施した。 
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第２章 地震・津波の状況、被害状況 

 

２．１ 東北地方太平洋沖地震およびそれに伴う津波の状況 

 

■震度分布等 

東北地方太平洋沖地震による仙台火力から、鹿島火力に至る太平洋沿岸部の広い範囲において震

度分布は、5 弱～6 強となっており、地表面での最大水平加速度は、気象庁、各研究所及び今回

の発電所別調査結果によれば、約 300gal～750gal が観測されている。 

今回の地震は、過去の地震動と比較して、継続時間が約 2～3 分と長く、短周期帯での振幅は大

きいものの、0.5 秒以上の周期帯では、兵庫県南部地震や新潟中越地震等より振幅が小さいこと

等が特徴と言われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.1.1 震度分布 (出典:気象庁資料)   図-2.1.2 最大水平加速度分布 

                          (出典:東京大学地震研究所 HP) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.1.3 地震波形比較 (出典:気象庁資料抜粋) 

 

     図-2.1.4 加速度応答 SP 比較 (出典:同上) 

1978宮城県沖地震 1995兵庫県南部地震

　2003十勝沖地震 　2004新潟中越地震

1978宮城県沖地震

1995兵庫県南部地震

2004新潟県中越地震

 2011東北地方太平洋沖地震
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■地殻変動 

国土地理院の地殻変動の観測結果によれば、3月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震（M9.0）

では、最大で水平方向に約 5.3m、上下方向に約 1.2m という極めて大きな地殻変動が観測されて

おり、太平洋沿岸部の火力発電所周辺の沈下量は、広野・勿来で約 0.5m の沈下、原町で約 0.4m

の沈下、仙台・新仙台・新地・常陸那珂で約 0.3m、鹿島共同・鹿島で約 0.2m の沈下となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.1.5 地殻変動状況
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■津波高・浸水範囲 

中央防災会議専門調査会の報告書によれば、東北地方太平洋沿岸部の津波高さは、下図の通りで

ある。例えば、仙台火力の地盤高さは TP+2.5m(今回調査)となっており、浸水深は約 4.7m(今回

調査)であり、地盤沈下約 0.3m(前出)を考慮すると、浸水高は約 6.9m と推察されるが、下図と整

合する。 

同様に、新仙台火力は、地盤高さ TP+3.7m、浸水深約 3.0m、地盤沈下約 0.3m であり、浸水高は

6.4m と推定される。原町火力は、TP+4.1m、浸水深約 13m、地盤沈下約 0.4m であり、浸水高は 

約 16.7m(TP 基準)となる。 

火力発電所周辺の浸水範囲図を 参考資料１ 火力発電所 津波浸水範囲 に示す。（国土地理

院による） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.1.6 津波高さ 

仙台火力 
新仙台火力 

原町火力 
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２．２ 火力発電所 

 

■地震 

○観測記録 

・地中に埋設された計器はなかった。 

・火力発電所内での計測値は回収不能となっているものを除くと、地表面では東北電力仙台発

電所での値が最も大きい。（最大加速度：550gal） 

地上部の計測値では、相馬共同火力新地発電所のタービン２Ｆでの 585gal が最も大きい。 

・火力発電所近傍の計測結果を参照すると、東北電力原町発電所近傍のＫ－ＮＥＴ原町での加

速度が最大で 735gal が記録されている。 

 

○被害状況 

・被害原因としては、①地震力によるもの、②地震に伴う液状化に起因するもの、③津波の波

力によるもの等が考えられるが、多くが津波を被っており、少なからず痕跡が喪失している

ことから、被害原因を特定できない場合や複合的な要因による場合が多いと推察される。 

・土木構造物の被害としては、下記のものが挙げられる。 

護岸のはらみ出し 

直接基礎の沈下・傾斜・不陸 

水槽類の浮上がり 

取放水管（埋設管）の沈下、埋設配管等の断裂 

ボックスカルバート等のクラック、目地部損傷・段差 

重油タンク基礎の沈下・破損、防油堤のクラック・破損 

防潮堤のクラック 

道路の段差・陥没、側溝の沈下 

 土木構造物の被害と地表面最大加速度の関係を下図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.2.1 土木構造物の被害と地表面最大加速度の関係 ※原因は推定 
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被害なし

地表面最大加速度(cm/s2)

ごく一部被害
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・液状化の発生概況を下記にまとめた。 

 

発電所名 立地地点 
敷地の 

概要 
地質･土質

地震動 

(gal/観測点) 

液状化の 

程度 

(参考)

津波浸

水高(m)

八戸火力 

 

河口の埋

立地 

砂層(局所

的にｼﾙﾄ介

在) 

143 (PS 地表面) 
ごく一部 

(詳細不明)
0.5 

仙台火力 

 

背後山地

を切取・埋

立 

埋立土･沖

積砂層･砂

礫 

550 (PS 地表面) 
ごく一部 

(詳細不明)
4.7 

新仙台火力 

小河川近

傍､海浜を

埋立 

砂層 512 (PS 地表面) 
ごく一部 

(詳細不明)
3.0 

相馬共同火力

(新地発電所) 

扇状地･河

川沿い 
沖積層 371 (B/L1F) ほぼ全域 2～3.0 

原町火力 

背後丘陵

地を切取･

埋立 

埋立土･砂

層･ｼﾙﾄ 
735 (K-NET 原町) ごく一部 13.0 

広野火力 

背後丘陵

地を切取･

埋立 

埋立土･沖

積砂層 
391 (T/B2F) ごく一部 4.0 

常盤共同火力

(勿来発電所) 

河口の埋

立地 

沖積層

(N=50まで

の深さ

5-35m) 

356 (K-NET 勿来) 

ほぼ全域 1.8 

470 (T/B2F) 
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発電所名 立地地点 
敷地の 

概要 
地質･土質

地震動 

(gal/観測点) 

液状化の 

程度 

(参考)

津波浸

水高(m)

常陸那珂火力 

 

外洋に突

き出た埋

立地 

(山砂によ

り埋立) 

埋立土

(N=3-10:t

=14m)･沖

積砂層

(N=16-41)

･ｼﾙﾄ

(N=4-13)

の互層 

321 (PS 地表面) ほぼ全域 1.5 

鹿島共同火力 
河口近傍

の埋立地 

第四紀砂

質土層 
359 (T/B2F) 構内各所 無し 

鹿島火力 
河口近傍

の埋立地 

埋立土･沖

積砂層(N

値約 30)･

沖積砂礫

の互層 

430 (PS 地表面) 一部 

放水路

開渠か

ら一部

浸水

(1m) 

千葉火力 
東京湾埋

立地 

埋立土･沖

積砂層･ｼﾙ

ﾄの互層 

126 (PS 地表面) ごく一部 無し 

川崎火力 
東京湾埋

立地 

埋立土･沖

積砂層･ｼﾙ

ﾄの互層 

108 (PS 地表面) ごく一部 無し 

東扇島火力 
 

東京湾埋

立地 

埋立土･沖

積砂層･ｼﾙ

ﾄの互層 

142 (PS 地表面) ごく一部 無し 

南横浜火力 
 

東京湾埋

立地 

埋立土･沖

積砂層･ｼﾙ

ﾄ･粘土の

互層 

81 (PS 地表面) ごく一部 無し 

 

・地震により東北電力管内では仙台火力発電所４号機、東京電力管内では広野火力発電所全号

機、常陸那珂発電所全号機、鹿島火力発電所全号機、千葉火力発電所１系列、東扇島火力１

機、相馬共同火力新地発電所２号機など「タービン軸振動大」等によりが停止した。 
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○考察 

・300gal を超える地表面加速度が計測された発電所（東北電力仙台発電所・新仙台発電所・原

町発電所、東京電力広野発電所・常陸那珂発電所・鹿島発電所、相馬共同火力新地発電所、

常磐共同火力勿来発電所、鹿島共同火力鹿島共同発電所）では地震による土木設備の被害が

出ている。（津波の影響も受けていると考えられる。） 

また、敷地が扇状地や河口等に位置し、ゆるい沖積砂層の地盤の場合、敷地全域で液状化が

発生している。 

土木構造物の被害は、護岸及び、直接基礎形式の構造物（機械基礎、水槽、埋設管、道路）

等に集中している。 

東北電力原町発電所で発生した液状化によるものと推定される取放水管の可とう管部で許

容値以上の変位の発生状況を以下に示す。 

（取放水管の管胴本体は健全であったが，可とう継手の変位量が、最大で管軸直角方向偏心

量 17cm，管軸方向伸び 7.5cm と管軸直角方向偏心量が設計許容範囲[10cm]を超過した。） 

 

図-2.2.2 取放水管平面図 

 

図-2.2.3 取水管縦断図（2号機 No.1 取水管） 

【偏心量】 

 鉛直：173mm 

 水平： 19 mm 

【偏心量】 

 鉛直： 94mm 

 水平： 75 mm

シルト岩

埋土（細粒分質砂） 

埋土（砂質礫） 

埋土（細粒分まじり砂）

逆洗フィル

ターピット
ポンプ室 

1 号逆洗フィル

ターピット 

合流槽 

ポンプ室 

構内道路 

取水管 

放水管 

可とう継手 

可とう継手 

図-2.2.4
頂部

底部

No.1No.2 No.1No.2

2 号機 1号機

2号逆洗フィル

ターピット 偏心量（許容 10cm）
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         図-2.2.4 変位状況 

 

 

 

・地表面加速度が 300gal を下回る発電所でも液状化が発生している事例が認められる。（東北

電力八戸発電所、東京電力千葉発電所・川崎発電所・東扇島発電所・南横浜発電所） 

これは、当該地点の地盤特性による面も大きいと考えられるが、今回の地震の継続時間が長

かったことにより、地震力が小さくても繰返しせん断回数が多かったため、液状化に至った

ことも原因として考えられる。 

・なお、液状化対策のための地盤改良を行っている部位に関して、液状化が発生した事例は認

められない。 

主な発電所における地盤改良仕様と被害状況等を下記に示す。 

【東北電力八戸発電所】 

  重油タンク基礎（直接基礎［敷砂利転圧］） 

    サンドコンパクションパイル（φ400ｍｍ ピッチ 1.5ｍ）2基 

    バイブロフローテーションによる水締め砕石柱置替工法 

     （φ300ｍｍ ピッチ 1.5ｍ）1基 

  ※重油タンク基礎以外は地盤改良を行った記録はなかったが被害はなかった。 

   また、津波により痕跡が残っていないことから、液状化が発生したかどうかは不明。 

【東北電力原町発電所】 

  発電所本館・ボイラー基礎（直接基礎[砕石埋立]） 

    基礎下面から泥岩部分までの間は砕石（φ0～100）で埋立後，動圧密工法 

    （重量 20ｔ，底面積 4㎡，高さ 20ｍ，5回～14 回）によりＮ値 30 以上の砕石 

    埋立地盤を構築。 

    ※泥岩が比較的浅い位置にあったことから、深い構造物は岩着となった。 

     また、主要な構造物が配置される箇所は、原石山から採取した砕石（φ0～100） 

     により埋立後，動圧密工法により地盤改良を実施した。 

【東京電力常陸那珂発電所】 ※敷地全域の無対策箇所で液状化が確認 

  軽油タンク基礎 

    深層混合処理 

  貯炭場（道床部） 

    サンドコンパクションパイル（φ700 ピッチ 2.1m） 

  放水路 

    サンドコンパクションパイル（φ700 ピッチ 1.7m） 

鉛直方向の偏心
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図-2.2.5 仙台火力取水路

  水処理施設 

    サンドコンパクションパイル（φ700 ピッチ 1.9m） 

【相馬共同火力新地発電所】 

  重油タンク基礎（直接基礎［砕石リング基礎］） 

    載荷盛土（高さ 5.0ｍ） 

    良質土置換（置換厚 4.2ｍ） 

    サンドコンパクションパイル（φ700ｍｍ ピッチ 1.4ｍ） 

 

  軽油タンク基礎（直接基礎［砕石リング基礎］） 

    良質土置換（置換厚 3.0ｍ） 

    サンドコンパクションパイル（φ700ｍｍ ピッチ 1.6ｍ） 

  屋外貯炭場（パイル部） 

    ペーパードレン（94×2.6ｍｍ、ピッチ 1.0ｍ） 

    載荷盛土（高さ 2～9ｍ） 

    深層混合処理（φ1,000ｍｍ-4 列 幅 3.6ｍ ピッチ 1.0ｍ） 

  屋外貯炭場（道床部）（ＲＣ造［砕石強化路盤］直接基礎） 

    サンドコンパクションパイル（φ700ｍｍ、ピッチ 1.75ｍ） 

    載荷盛土（高さ 2～4ｍ） 

  ※地盤改良を行わなかった部位に関しては構内各所で液状化が発生している。 

 

・被災に至らなかった事例や被害軽減に寄与した事例（良好事例）を下記に示す。 

【東北電力仙台火力・新仙台火力発電所】 

・取放水路系（鉄筋コンクリート構造物 図-2.2.5）において、3.11 地震後の点検において、

構造上の被災はなかった。 

当該構造物は想定宮城県沖地震（連動型）最大加速

度 203.2gal の加速度波形により、事前照査を実施し

ていたが、その結果、上記最大加速度の 1.5～2.0 倍

で側壁下端部においてせん断破壊が発生する照査結

果となっており、本構造物は想定地震規模の 1.5～

2.0倍程度の耐震裕度を有するものと推定していた。 
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 しかしながら、3.11 の観測された最大加速度は 616.8gal と想定地震規模の約３倍であっ

たにも係らず、構造上の被災がなかったもので、理由として、以下の要因が考えられる。 

①地盤の非線形性の影響 

地盤に相対的にせん断剛性が低

い層が存在することにより、この

層があたかも免震構造のような

動きをすることがある。仙台火力

の場合、Ａｃ層（図－2.2.6）が

こうした作用をしたものと考え

られ、このことが 3.11 地震のよ

うな大きな地震動を受けても構

造物が損傷に至らなかった一因

として考えられる。 

②せん断耐力の算定方法 

今回のせん断破壊の照査におい

て、分布荷重が作用する部材についてはせん断耐力式で算定されるせん断耐力を上回る

照査位置のうち、照査値（発生せん断力/せん断耐力）が最も大きくなる照査位置にお

いて「等価せん断スパン比を用いた方法」でせん断照査を実施して、耐震安全性を確認

したが、より合理的な方法として「材料非線形解析を用いる方法」が提案されている。

一般的には「等価せん断スパン比を用いた方法」よりも 10％～30％程度のせん断力が増

加することが知られている。また、コンクリート物性値は調査結果に基づく実強度の最

小値を用いており、この点も一因として考えられる。 

※「東北地方太平洋沖地震に対する火力発電所地中構造物の耐震評価」電力土木 

                               No.362、2012.11 参照 

（Ot-slt）

（Asg）

（Ac）

（As2）

（Bs）

S.P（m）

5.0

0.0

-6.0

-11.0

-16.0

-21.0

-26.0

S.P+1.105

S.P+3.855

S.P+0.055

S.P-2.145

S.P-6.945

S.P-10.645

S.P-23.645

S.P-0.939

S.P-4.439

砂岩シルト岩 

沖積礫質土層 

沖積粘性土層 

沖積第 2 砂質土層

盛土・砂質土層 

図-2.2.6 土層区分図 



p.21 

【東京電力常陸那珂火力発電所】 

・図-2.2.7 に示した電気洞道にお 

いて、設計では液状化後の沈下量

はケーブル許容変位と同程度で

あったが、浮上りについては所要

の安全率を満足できず、変状が発

生した場合には断面の連続性の

確保が難しいと考えられたこと

から、図-2.2.8 に示すようにグラウ

ンドアンカーにより浮上り対策を

行った。 

・震災後に行った測量の結果、全線に

わたり浮上りは発生しておらず、沈

下についても最大で約 15cm 発生し

ていたが、延長方向の変状の推移は

なだらかで目地部で段差が発生す

るような状態にはならなかった。 

・底版部のグラウンドアンカー定着部を確認したところ、ボルト上部の被りコンクリートが

剥離した状態となっているものが何ヶ所か見られた。これは、グランドアンカーが基礎地

盤の液状化に伴う揚圧力に抵抗した後、過剰間隙水圧消散に伴う躯体沈下によりボルト上

部の被りコンクリートが上方に押されたためと推察される。 

・以上より，グランドアンカーは液状化に伴う浮上りに対して有効に機能したと考えられる。 

・なお、躯体については微細な曲げひび割れが発生していたがせん断ひび割れが卓越するよ

うな損傷はなかった。ただし、図-2.2.7 に示す構造変化点で躯体目地部のズレが確認され

た。線形変化点に加え躯体下部の液状化対策工の変化点（一般部：グラウンドアンカー工

法、2号機側の基礎下部：深層混合処理（ＣＤＭ）工法による地盤改良）でもあったこと

から、地震の際に両者が異なった挙動をし、目地部の水平方向ズレが発生したと考えられ

る。当該箇所の変状は，躯体の連続性を損なう程の大きなものではなかったため、断面修

復後に目地部の止水対策を施す補修を行った。 

※「東京電力の火力発電所が東日本大震災による津波・液状化で受けた影響と土木設備の状

況」電力土木 No.362、2012.11 参照 

図-2.2.7 電気洞道ルート図 

図-2.2.8 浮上り防止対策 
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■津波 

○観測記録 

・９発電所が浸水している。このうち、約１ｍ以下の浸水深は２発電所（東北電力八戸発電所、

東京電力鹿島発電所）、約１ｍを超える浸水深は７発電所（東北電力仙台発電所・新仙台発

電所・原町発電所、東京電力広野発電所・常陸那珂発電所、相馬共同火力新地発電所・常磐

共同火力勿来発電所）である。（なお、表中の記載は浸水高となっているが、ＧＬよりの値

であるので浸水深と記載した方が正確である。） 

最も大きな浸水深を観測したのは東北電力原町発電所で 13.0m 程度であり、事務本館は３Ｆ

上部まで冠水し壊滅的な損壊、４Ｆでは火災が発生した。（翌日 3月 12 日鎮火） 

 

 

 

 

 

 

図-2.2.2 津波高さの定義 

・浸水の範囲に関しては東京電力広野発電所、常陸那珂発電所、鹿島発電所での情報が得られ

た。（参考資料１ 火力発電所 津波浸水範囲） 

これによれば、広野発電所、常陸那珂発電所はほぼ全域、鹿島発電所は放水設備付近が浸水

した。 

・今回のヒアリングでは津波の継続時間については情報が得られなかった。 
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○被害状況 

・土木構造物の被害としては、下記のものが挙げられる。 

防潮堤の転倒・損壊 

深層取水設備の流出 

海上設備（放水口連絡橋等）の損壊 

揚炭バース床版一部損傷 

重油バース施設間連絡橋流出 

取水口ポンプ室や放水口連絡橋など取放水設備の損壊 

敷地内全域にわたるフェンスの倒壊、構内道路の不陸・波打ち 

土木構造物の被害と浸水深の関係を下図に示す。 

 土木構造物の被害と浸水深の関係を下図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.2.3 土木構造物の被害と浸水深の関係 

 

・設備被害についても土木構造物との関連で特記すべきものとして、下記の回答が得られた。 

□接岸荷降中の石炭船の離桟および衝突等により揚炭機（アンローダー）や石炭受入コン

ベアなど、石炭受入れ設備に大きな被害 

□ボイラー給水ポンプ、各電動機、配開装置等に大きな被害 

□重・軽油タンク（各２基）、燃料ポンプ室、総合排水処理設備全壊 

□ボイラ設備：過熱器管等の耐圧部の損傷 

□電気設備：主変圧器、起動変圧器、所内変圧器ともに全冠水 

・また、環境被害についても調査を行った結果、下記の２点が報告された。 

□東北電力原町発電所では重油タンク 9,800KL２基、軽油タンク 900KL２基の倒壊および

防油堤の損傷により構内に重油の漏洩があった。（微生物を利用して環境汚染物質を無

害な物質に分解する浄化手法であるバイオレメディエーションによる油土壌処理を実

施） 

※「3.11東日本大震災の津波に伴う油付着土壌のバイオ処理」(電力土木No.367,2013.9)

において詳しく説明されている。 

0

1

2

3

0 3 6 9 12 15

津波被害

被害あり

部分的被害

被害なし

浸水深(m)

ごく一部被害



p.24 

□相馬共同火力新地発電所では、座礁船（石炭船）より油流出が報告された。 

 

○考察 

・浸水深 1m 程度の発電所においては、津波波力による直接的な土木構造物自体の被害よりは

石炭船などの漂流物による被害が報告されている。浸水深 2m 程度を越えると津波波力によ

る被害も報告されている。 

なお、国交省の津波浸水に関する建物被害調査では、鉄筋コンクリート造、鉄骨造であって

も、浸水深が２ｍを超えれば、損壊の割合が高くなることが示されている。 

また、消防庁の津波浸水に関する屋外タンク貯蔵所被害調査でも、配管の被害は水深が概ね

３ｍを超えたところから発生し、タンク本体の被害被害も津波浸水深が概ね３ｍを超えたと

ころから発生し始め、７ｍを超えると被害の発生が顕著になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         図-2.2.4 浸水深と建物被害との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       図-2.2.5 浸水深と屋外タンク貯蔵所の被害形態 

  「東日本大震災を踏まえた危険物施設等の地震・津波対策のあり方 

   に係る検討報告書 平成 23 年 12 月消防庁危険物 保安室・特殊災害室 
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・なお、被災に至らなかった事例や被害軽減に寄与した事例（良好事例）として下記のような

ものが挙げられる。 

【東北電力原町火力】 

・岸壁や荷役機械等に被害を被ったものの、防波堤（台形ケーソン上部斜面堤）においては

滑動・転倒といった大きな被害は見られなかった。 

近隣港湾のケーソン堤が被災する中、被害に至らなかった要因について、下記のような考

察がなされている。 

○台形ケーソン上部斜面堤の形状効果により波力の鉛直成分が滑動に有利に働いた。 

（水平波力の約 26％の鉛直波力が作用し、安定性に寄与している。） 

○設計波を超える波浪に対するライフサイクルコストを考慮した裕度対策としてケーソ

ン底面と基礎捨石の間に摩擦増大

マットを敷設していた。 

建設当時（平成 5年）には摩擦増

大マットの摩擦係数が港湾基準に

定められていなかったため、一般

的な静止摩擦係数 0.6 を用いて設

計していたため、滑動安定性に設

計上の裕度を有していた。（建設当

時の実験結果［静止摩擦係数 0.8］

を採用することにより滑動安全率

が約 34％向上） 

○上記の津波波力への安定性を有していたことに加え，越流水による港内側マウンドの洗

掘が生じなかったことが重要と考えられる。これは，上部工の形状により水流の打ち込

み角度が水平方向になったこと，基礎マウンドを消波ブロックの乱積で被覆していたた

め流れや揚圧力に対して安定であったためと推定される。 

※「東日本大震災による火力発電所土木構造物の被害と対策」電力土木 No.360,2012.7 参照 
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２．３ 水力発電所 

 

■地震 

○損傷が認められた施設と震度階 

・損傷が認められた 8発電所の位置と震度の位置関係を図-2.3.1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.3.1 震度と調査対象発電設備の位置    震度分布出典：気象庁 

○観測記録 

・各発電設備に設置された地震計により設備設置地点で地震観測が記録されたのは２地点であ

る。 

塩原発電所 八汐ダム最大加速度 

 53gal (ダム基礎ダム軸方向）、 253gal（ダム天端上下流方向） 

沼原発電所 沼原ダム最大加速度 

210gal（ダム基礎ダム軸直角方向）、 382gal（ダム天端ダム軸直角方向） 

 塩原、沼原発電所とも、ダム基礎となる堅硬な岩盤では 1,000gal を超える非常に強い揺れ

は観測されていない。 

・その他の施設では計測計器がなく、観測記録はない。近傍の K-NET での記録では、表-2.3.1

の通りである。 

表-2.3.1 各発電所近傍の K-NET 記録 

発電設備 NS EW UD 計測箇所 

四時川発電所 374gal 312gal 300gal K-NET FKS011(いわき) 

移川発電所 1011gal 1069gal 327gal K-NET FKS008(船引) 

川上発電所 296gal 353gal 222gal K-NET FKS013(古殿) 

沼ノ倉発電所 241gal 276gal 96gal k-NET FKS020（猪苗代） 

石岡第一発電所 525gal 588gal 496gal K-NET IBR002(高萩) 

花貫川第二発電所 525gal 588gal 496gal K-NET IBR002(高萩) 

移川発電所 

塩原発電所

沼原発電所

川上発電所

四時川第二

発電所 

石岡第一発電所

花貫川第二発電所

沼ノ倉発電所
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○被害状況 

・ダム（堰）自体の安定性に影響を及ぼす大規模な亀裂、すべり、沈下、変位等のダム（堰）

自体の損傷・・・ゼロ 

・遮水機能の低下を伴う遮水壁（表面遮水壁）の損傷・・・・・２発電所 

・ダム（堰）以外の設備の沈下、亀裂、変位等の損傷 

・周辺地山崩壊を伴い影響を受けた水路工作物（水槽、導水路、水圧管路）の損傷・４発電所 

・周辺地山崩壊を伴わない水路工作物（水槽、導水路、水圧管路の損傷）・・・・・２発電所 

 

・復旧に当たって国有林保安林解除等、許認可手続きが必要な発電所においては、１年以上経

過した時点においても復旧が完了していない事例もある。 

 

○原因と考察 

・ダム水路式発電所の損傷事例としては、２つの表面遮水壁型ロックフィルダムにおいてダム

自体に損傷はないが、表層のアスファルト遮水壁に亀裂に生じ遮水機能が低下したことが特

徴的な損傷である。 

・一般的に、アスファルトは変形追従性に優れた材料とされているが、その特性は温度条件や

歪速度に非常に依存することが知られている。 

・今回の地震が発生した３月中旬はかなり外気温が低い状態であり、アスファルトの限界歪 

（破壊歪）も常温時に比較して小さい値であったことが容易に推定できる。 

＜八汐＞ 

・八汐ダムは設計段階では既往最大の地震（加速度レベルで 266gal）を想定しており、遮水壁

に生じるひずみは材料の降伏ひずみを超えないと評価していたが、今回はこれを下回る加速

度レベルの地震で損傷が生じた。このため、ひび割れ発生のメカニズムについて、補修工の

安定性も含めて分析・検討を行っているところである。 

＜沼原＞ 

・ 今回の損傷は、地震力によりダム堤体が大きく変位したことにより堤体表面のアスファル

ト遮水壁にも堤体変位に追随するためにかなり大きな歪が生じ、外気温が低かったために

アスファルトの限界歪（破壊歪）を超えたものと推定される。 

 

・水路式（流れ込み式）発電所の損傷事例としては、水路工作物（水槽、導水路、水圧管路）

が地山の崩壊や滑りに起因して損傷を受ける事例が多いが、水槽の亀裂発生による漏水が引

き金となって工作物の基礎が侵食され、損傷が拡大したと考えられる事例もある。 

・水路式発電所の場合、水路長が数キロに及ぶこともあることから、水路周辺の地山性状も場

所場所で異なり、水路沿いの地山においては地震耐力が低い地盤も存在していたことが推定

できる。 
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２．４ 変電・送電・配電設備等 

※「電気設備地震対策ワーキンググループ報告書」平成２４年３月（原子力安全・保安部会電力安全小委員会）

より抜粋 

 

■被害の概要 

・地震及び津波による電気設備の被害数・設備数は、表-2.4.1＆2.4.2 のとおりである。 

・東北電力が保有する変電所 615 箇所のうち 75 箇所、架空送電鉄塔 28,205 基のうち 46 基に被

害を受けた。東京電力が保有する変電所 1,592 箇所のうち 134 箇所、架空送電鉄塔 30,555 基

のうち 15 基に被害を受けた。 

 

表-2.4.1 会社別・設備別の被害数・被害率①（地震・津波） 
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表-2.4.2 会社別・設備別の被害数・被害率②（地震のみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地震 

○被害状況 

・変電設備に関しては、変圧器のブッシングの漏油、破損、遮断器の碍子の破損、断路器の碍

子の破損等が発生した。特に、275kV 及び 154kV 変圧器、275kV 遮断器、500kV、275kV 及び

154kV 断路器の被害率が、他機器に比べ相対的に高かった。 

ただし、運転継続不可能となった被害は少なかった。 

・架空送電設備については、地震動により、倒壊・折損等の送電機能を喪失する鉄塔被害はな

かった。なお、鉄塔近傍の盛土の崩壊による土砂により、1基の鉄塔が倒壊した。 

碍子については、支持碍子が折損した。ただし、長期間にわたって運転継続不可能となった

被害はなかった。 

・地中送電設備については、ケーブルが受け金物から脱落するなどの軽微な被害がほとんどで

あり、通電不能となったものはない(津波による変電所被害による通電不能を除く。)。 

・架空配電設備の倒壊被害は、津波及び地盤被害によるものであり、地震動による被害は発生

していない。また、これらの被害に伴う感電など公衆災害も発生していない。 

・地中配電設備については、損傷による停電が東京電力において 2件発生したが、長期的かつ

広範囲の停電は発生していない。 
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（参考）東京電力夜の森線 No.27 鉄塔近傍の盛土の崩壊原因について 

今般の地震の際に、東京電力福島第一原子力発電所に接続される夜の森線（66kV）の No.27 鉄

塔が近傍の盛土の崩壊に巻き込まれて倒壊した。（下図参照） 

この倒壊は地震動によるものではないが、東京電力が実施した盛土崩壊の原因分析では、盛土

崩壊のメカニズムについて分析されており、知見の蓄積として有用であるため、本事例を挙げ

た。 

・崩壊した盛土は、沢を埋め、高さ約 30m、斜面の勾配約 18 度で昭和 40 年代前半に造成さ

れたものであり、被害発生状況は以下のとおり。 

・盛土の土砂の流入により、鉄塔は電線に引っ張られる形で盛土方向に倒壊。 

・夜の森線の送電停止時刻と地震動の観測波形等を考慮すると、地震動の最大加速度が発生

した時点で盛土は崩壊せず、20 秒以上後に崩壊したと推定。 
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・盛土地盤の調査結果、以下のとおり推定される。 

・崩壊箇所の地盤強度が特に弱かったとはいえない。 

・崩壊した箇所の地下水位は、旧地表より高く、盛土内の位置にある。 

・今回の地震の継続時間が非常に長かったこと及び盛土内に地下水位が存在していたことより、

地下水位下の地盤強度の低下を反映して解析を実施した結果、静的・動的解析ともに安全率は

大きく低下し、滑りが発生することが判明した。 

解析手法 地震動 最小すべり安全率 

静的解析 道路土工基準 0.681 

動的解析 構内北地点の地震波形 0.665 

・このことから、今回、盛土が崩壊した原因は、沢を埋めた盛土中に地下水位が存在する状況に

おいて、強くて長い地震動の繰り返し応力が作用したことにより、地盤の強度が低下したこと

によるものと推定される。 

 

■津波 

○被害状況 

・変電所のうち、沿岸部の変電所では構内への浸水により設備が使用不可能となる被害、周辺

構造物のがれきや車両の流入等による機器の損壊、また設備の流出が発生した。 

・送電設備については、鉄塔下部への流入物による影響と推測される鉄塔の倒壊等の被害が発

生し、配電設備についても漂流物の衝突によると推定される電柱の流失、倒壊、折損が発生

した。地中送電設備については津波による変電所等の地上機器の漂流物による被害により、

地中配電設備については地上機器の漂流物による倒壊や冠水により、送電不能が発生した。 
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２．５ ガス施設 

 

ガス施設における地震ならびに津波の状況は以下のとおりである。 

■地震 

 仙台市ガス局 港工場での観測記録 

  ・最大加速度 615gal(熱調計器室) 

      514gal(コントロールセンター)  

■津波 

 仙台市ガス局 港工場 

 ・浸水深 ＧＬ＋３～４ｍ（推定） 15:50 

南東方向（外港）より押し寄せ、構内全域において地盤面が冠水。４ｋｍ内陸まで浸水。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-2.5.1 供給停止事業者及び震度階 
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図-2.5.2 供給区域内における津波の浸水範囲
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図-2.5.3 仙台市ガス局港工場の津波被害 
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■被害概要 

東日本大震災による都市ガスの供給の被害概要を表-2.5.1 に示す。 

とりまとめ対象は、以下のとおりである。 

 

・一般ガス事業 

今回の地震で供給区域に震度５弱以上があった７７事業者 

 

・簡易ガス事業 

供給区域に震度５弱以上があった１，８５８地点群のうち、ガス工作物に被害を受けて供給停

止に至った７４地点群中６０地点群。今回まとめられなかった１４地点群は供給区域が原子力

発電所の事故による避難地域に指定された７地点群や津波により地域全体が壊滅的な被害を

受け、住民が避難した７地点群であり、被害状況の把握が困難なため、これらを除いている。 

 

・仙台市ガス局（一般ガス事業）の供給停止状況 

地震発生後の午後 3時 25 分、保安規程に基づき、仙台市ガス局供給エリア 11 ブロックのう

ち、地震計の測定値（SI）が 60kine 以上を記録した 3 ブロック(約 7.5 万戸)のガス供給を

緊急停止、この時点では他のブロックのガスの供給は継続。この緊急停止の１時間後、ガス

を製造している港工場が津波で冠水し、ガス製造設備が使用できなくなったため、全供給区

域のガスを停止した。 
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表-2.5.1 東日本大震災による都市ガス供給の被害概要 

 一般ガス事業 簡易ガス事業 ガス導管事業 

被害を受けた 

事業者数 

供給停止16 社 

（8県） 

その他61 社 

（15 都県）*2 

37 社74 地点群 

(7 県) 

2社 

(2県) 

供給停止戸数 462,528 なし 19,466 2 *7 

ガスホルダー 被害なし *3 被害なし ― ― 

導管 

*1 

高圧 被害なし 被害なし ― 被害なし 

中圧 13 箇所 *4 9 箇所 *5 ― ― 

低圧 

*6 

679 箇所(本支管) 

6,726 本（供内管） 

95 箇所（本支

管） 

406 本（供内管）

154 箇所（本支管） 

179 本（供内管） 

 

― 

製造所 

・津波によるＬＮＧ基地等

の損傷・浸水（電気・計装

設備、地上配管等）(5 事

業者) 

・管理建屋浸水(4 事業者)

・護岸コンクリートの破損

（1 事業者） 

被害なし ・特定製造所建屋被

害(6 カ所)：全壊は

2 カ所 

・同内部被害(10カ

所)：9 カ所で容器

転倒 

・建屋浸水 

(1 事業者） 

・電気設備冠水 

(2 事業者) 

*1：導管の被害数は、漏えい箇所数 

*2：震度５弱以上で供給継続を実施した事業者数 

*3：球形ガスホルダーの支持構造部及び基礎の損傷（１事業者）があったが、本体耐圧部の損傷及びガス

漏えいなし。有水式ガスホルダーのガイドローラー部の外れ等（３事業者）があったが、気密性は維

持され、ガス漏えいなし。 

*4：１３箇所のうち１０箇所については、導管のループ化等により供給停止なし。 

*5：被害箇所の前後を遮断したものの、導管のループ化等により９箇所全てにおいて供給停止なし。 

*6：導管のループ化等により供給停止を伴わないものも含む。 

*7：ガス事業法に基づく供給先の停止数 

 

【一般ガス事業】一般の需要に応じ導管によりガスを供給する事業（簡易ガス事業を除く。）をいう。 

【簡易ガス事業】一般の需要に応じ、ガス事業法施行令で定める簡易なガス発生設備（特定ガス発生設

備）においてガスを発生させ、導管によりこれを供給する事業であって、一の団地内におけるガスの供

給地点の数が７０以上のものをいう。 

【ガス導管事業】自らが維持し、及び運用する特定導管（ガス事業法施行規則で定める規模以上の供給

能力を有する導管をいう。）によりガスの供給（ガスを供給する事業を営む他の者に対するもの及び大

口供給に限る。）を行う事業（簡易ガス事業及び一般ガス事業者がその供給区域内において行うものを

除く。）をいう。 

 

【高圧】ガスによる圧力であって、１ＭＰａ以上の圧力（ゲージ圧力をいう。以下同じ。）をいう。 

【中圧】ガスによる圧力であって、０．１ＭＰａ以上１ＭＰａ未満の圧力をいう。 

【低圧】ガスによる圧力であって、０．１ＭＰａ未満の圧力をいう。 
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■仙台市ガス局 港工場における被害 

地震による被害 

・土木構造物に特に被害はなかった。 

 

津波による被害 

・配管・架構類について、杭基礎のある配管・架構類には被害がなかったが、杭基礎以外の基礎の

配管・架構類の一部が損傷した。 

・小形の鉄骨造の建造物は、基礎のみを残し流失した。 

・海水取水路は隣接事業者の防液堤の影響で津波流れが集中し、洗掘被害が大きかった。 

・他所からの漂流物が衝突しての被害はなかった。 

・構内全域において洗掘がみられた。設備・建屋の基礎周囲で洗掘が認められた。 

・津波流れが集中する箇所は、洗掘被害が大きい。 

・洗掘により直接基礎は倒壊したものが認められたが、杭基礎設備は健全であった。 

・地上から地中への配管は、周囲が洗掘されたものの配管は健全であった。 

・基礎周囲が未舗装(砕石敷き等）だと洗掘されやすい。 

・海水取水路に土砂が堆積し、取水不能となった。 
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第３章 従来の設計手法に対する評価 

 

３．１ 火力発電所 

 

■地震 

既存の発電所の土木構造物に関しては、震度法で設計されているものも多く、計測された加速

度や速度と直接比較することは難しい。 

但し、 

・計測された地表面での最大加速度が 735gal、450gal を超える発電所も 4 地点と、設計法等

も異なるため直接的には比較はできないが、下記のいずれの設計水平震度も上回っていると

考えられる。 

【阪神大震災［1995 年］以前】 

 ・許容応力度法 

 ・設計水平震度 kh=0.1～0.3 

【阪神大震災以降】 ※「JEAC3605-2009_火力発電所の耐震設計規程」（日本電気協会） 

 ・限界状態設計法 

 ・レベル１地震動 ：地表面の設計水平震度 kh=0.16～0.3 

  レベル２地震動［プレート境界型］ ：地表面の設計水平震度 kh=0.3～0.4 

 （レベル２地震動［直下型］： ：地表面の設計水平震度 kh=0.6～0.8）※ 

   （上記の震度は道路橋示方書を適用した場合の参考値） 

    ※ 今回の地震はプレート境界型 

実被害の面でも、地表面最大加速度が 300gal を上回る発電所では地震による思われる被害

が発生している。 

・地表面最大加速度が 300gal を下回る発電所においても、無対策箇所では液状化の発生が確

認されているが土木構造物の被害は軽微である． 

一方、液状化対策として地盤改良を行っていた構造物についてはいずれの箇所も液状化被害

を受けていない。（相馬共同火力新地発電所他） 

・地震による被害（液状化も含めて）で、人命に重大な影響を与えたという報告はなく、復旧

に長期間を要しているものもほとんど認められない。 

・一方、東北地方太平洋沖地震では、港湾構造物や地中構造物に大きな影響を与える１～３秒

程度の周期成分が小さな地震動であったことが指摘されており、今回と同等の地震であって

もより港湾構造物や地中構造物に大きな影響を与える地震動が発生することも否定はでき

ない。 
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また、電気設備、危険物施設の観点で下記のとおり報告されている。 

○「原子力安全・保安部会 電力安全小委員会 電気設備地震対策ワーキンググループ報告書」

（平成 24 年 3 月） 

 この中では、火力発電所及び関連する設備に関する今後の対応として、下記が示されて

いる。 

【ＬＮＧタンク、油タンク：耐震性区分Ⅰ※】 

・人命に重大な影響を与える可能性のある被害は発生しておらず、求められていた耐

震性は確保されていると判断できる。 

【火力発電設備（発電所建屋、ボイラー等）：耐震性区分Ⅱ※】 

・著しい（長期的かつ広範囲）供給支障が発生していないことから、電力供給システ

ムとして、総合的にシステムの機能が確保される耐震性を有していたと考えられる。 

この観点からも現行の民間設計基準は妥当であると考えられる。 

・ただし、今回得られた知見を含め、地震動及び地震動による被害実績のデータの蓄

積を図り、必要に応じ民間設計基準の検討を進めることが必要である。 

 

※耐震性区分Ⅰ 

対象設備：一旦機能喪失した場合に人命に重大な影響を与える可能性のある設備 

     （ダム、LNG タンク（地上式、地下式）、油タンク） 

確保すべき耐震性： 

○一般的な地震動に際し個々の設備毎に機能に重大な支障が生じないこと 

○高レベルの地震動に際しても人命に重大な影響を与えないこと 

耐震性区分Ⅱ 

対象設備：耐震性区分Ⅰ以外の電気設備 

（水路等、水タンク、発電所建屋・煙突、ボイラー及び付属設備、護岸、取放水設備、 

 変電設備、架空・地中送電設備、架空・地中配電設備、給電所、電力保安通信設備） 

確保すべき耐震性： 

○一般的な地震動に際し個々の設備毎に機能に重大な支障が生じないこと 

○高レベルの地震動に際しても著しい（長期的かつ広域的）供給支障が生じないよう、 

 代替性の確保、多重化等により総合的にシステムの機能が確保されること 
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○「東日本大震災を踏まえた危険物施設等の地震・津波対策のあり方に係る検討報告書」（消

防庁危険物保安室 平成 23 年 12 月） 

この中では、地震被害を踏まえた地震対策のあり方として、下記が示されている。 

【危険物施設】 

・地震の揺れによる危険物施設の配管や構築物等が破損する被害が発生していること

から、施設の基準適合の状況や維持管理の状況を含め、事業者自らが配管等の耐震

性能、液状化の可能性等を再確認することが必要である。 

・地震による基礎地盤の沈下被害は特異な事例２基で発生していることから、事業者

に対して被災事例の特徴を周知する必要がある。 

【石油コンビナート施設等】 

 ［発生頻度が高い地震］ 

・機能が維持されること。ただし、応急措置により直ちに機能を回復できるのであれ

ば、軽微な損傷の発生はさしつかえない。 

 ［甚大な被害をもたらす発生頻度が低い地震］ 

・応急措置又は代替措置により、機能を速やかに回復することができるように計画を

策定する。 

 

これらを踏まえると、第三者災害防止の観点からみれば、従来の設計とほぼ同程度の耐震性能

を有すれば、今回程度の地震に関しては特に大きな問題は生じないと推定される。 

一方で、今般地震のように設計を上回るような高レベル地震動に対しては著しい（長期間かつ

広範囲）供給支障が生じることのないよう、代替性の確保・多重化等により総合的にシステム

機能を確保すべく、設備の要求性能の応じた適切な耐震性能を設定し、復旧に長期間を要する

ような損傷に至らないようにすることが大切である。 
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■津波 

津波被害に大きな要因を占める発電所の敷地高さについては、下記のような考え方で設定され

ていた。 

・東北電力各発電所 ：観測された最大の津波を考慮して設定 

・東京電力各発電所 ：地点毎に過去に発生した津波や低気圧等による高潮時の最高潮位を考

慮して設定。 

・相馬共同発電所  ：高潮等を想定して設定。 

・鹿島共同発電所  ：過去に発生した津波や低気圧等による高潮時の最高潮位を考慮して 

設定。 

しかし、下記の９発電所で被害を受けている。 

・東北電力 八戸、仙台、新仙台、原町 

・東京電力 広野、常陸那珂、鹿島 

・相馬共同火力 

・常磐共同火力 

 

ちなみに、電力土木技術協会編「火力・原子力発電所土木構造物の設計」では敷地地盤高の設

定に関して下記のような記載がある。 

 

 敷地地盤高は、発電所の主要機器・構造物の配置から必要な地盤高と既往の資料から推

定される最高潮位に余裕高を加えて求まる地盤高とを比較検討して決定する。既往最高潮

位から求める場合は、既往最高潮位に１～２ｍ程度の余裕高を加えた高さとするのが一般

的である。 

 火力発電所は、敷地地盤高が一定の所が多く標高４ｍ程度である。一方、原子力発電所

は、地山の切取量を削減するため敷地地盤高が一定でない場合もある。特に主要機器が設

置される場所は、津波や波浪に対しても十分安全な地盤高になっている。しかし、埋立て

によって敷地を造成する場合は、地盤高を高くすると工事費が高くなったり、さらには、

復水器冷却系の循環水ポンプの揚程が高くなりその運転経費が増加するなど問題点もある

ので、敷地地盤高の検討は慎重に行わなければならない。 

 また，軟弱地盤では圧密沈下等についても十分考慮して高さを決める必要がある。 

 

今回の調査でも浸水深 2m 程度を越えると土木構造物自体の被害も報告されている。 

また重油タンクからの漏油などの環境被害も生じている。 
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以上のことから、下記のような基準や報告も踏まえて、津波に関する設計手法に関しては見直

しが必要と考える。 

○「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会報告」（中央防災

会議，平成 23 年 9 月 28 日） 

この中では、次の二つのレベルの津波を想定することが提言されている。 

・50 年から 150 年に一度程度来襲する津波であり、防潮堤などの施設で被害をシャットア

ウトする防災を実現する。 

・それを上回る極低頻度の巨大津波に対しては、減災の考え方に基づく多重防御を基本と

し、被害の最小化を主眼とする減災の考え方に基づき、海岸保全施設などのハード対策

とハザードマップや避難路の充実による避難を中心としたソフト対策を組み合わせて

実施する。 

○「設計津波の水位の設定方法等について｣～復興計画策定の基礎となる海岸堤防の高さ決定

の基準～（国土交通省，平成 23 年 7 月 11 日） 

この中では下記のような「設計津波」の水位設定の考え方（作業手順）が示されている。 

・設計津波は、地域海岸ごとに設定することを基本とする。 

【地域海岸】沿岸域を「湾の形状や山付け等の自然条件」等から勘案して、一連のまと

まりのある海岸線に分割したもの。 

・下記の手順で設定を行う。 

①過去に発生した津波の実績津波高さの整理 

②シミュレーションによる津波高さの算出 

③設計津波の対象津波群の設定 

④「設計津波の水位」の設定 

○「原子力安全・保安部会 電力安全小委員会 電気設備地震対策ワーキンググループ報告書

（平成 24 年 3 月） 

この中では、火力発電所及び関連する設備に関する今後の対応として、下記が示されてい

る。 

【ＬＮＧタンク、油タンク】 

（頻度の高い津波） 

・個々の設備毎に機能に重大な支障が生じないよう対策を施す。 

・現行の敷地高さ、防潮堤の有効性の確認を行う。 

（最大クラスの津波） 

・人命に重大な影響を与えないよう類似の石油コンビナート等との整合をとった対策

を行う。 

【火力発電設備（発電所建屋、ボイラー等】 

（頻度の高い津波） 

・被害の想定を踏まえ、従来の対策の有効性を確認する。 

（最大クラスの津波） 

・供給力確保の観点から、個々の設備の重要度や地域毎の被害想定を踏まえ、復旧の

迅速化を図るための対応を進める。 
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○「東日本大震災を踏まえた危険物施設等の地震・津波対策のあり方に係る検討報告書」（消

防庁危険物保安室 平成 23 年 12 月） 

この中では、津波被害を踏まえた津波対策のあり方として、下記が示されている。 

【危険物施設】 

・津波の発生を念頭に置いた防災対策が十分に講じられていないことから、津波が発

生する恐れのある状況において、従業員等が避難する際の緊急停止措置等の対応に

ついて予防規程等に明記することが必要である。 

・津波の発生を念頭に置いた予防措置を予防規程に明記する際には、津波シミュレー

ションを活用した被害想定を行った上で行う必要がある。 

【石油コンビナート施設等】 

 ［発生頻度が高い地震］ 

・直ちに復旧できるようにするために、浸水対策を講ずるとともに、応急措置の準備

を行う。 

 ［甚大な被害をもたらす発生頻度が低い地震］ 

・応急措置又は代替措置により、機能を速やかに回復することができるように計画を

策定する。 

○「東日本大震災による火力発電所土木構造物の被害と対策」（電力土木 No.360,2012.7） 

この中では、津波波力は、原町発電所のケーソン防波堤を対象に、合田式による設計波力

（波浪）の約 1.3 倍の波力であったとの考察がなされている。 

 

○「防波堤に作用する津波流体力に関する水理模型実験」（電力土木 No.364,2013.3） 

この中では、砂丘堤防が存在する場合の防波堤に作用する流体力等に関して、下記が示さ 

れている。 

 ・防波堤に作用する流体力は、防波堤前面における水位が最大となる時刻付近の波力が最も

大きく、その圧力分布は津波衝突後の重複波状態における最大水位時の静水圧分布と同等

である。 

 ・砂丘堤防の有無が防波壁に及ぼす影響を確認したところ、砂丘堤防を大きく越流する津波

については、防波壁に作用する最大波力により大きな違いは見られなかった。 

 ・移動床実験結果より、防波壁には砂丘堤防陸側斜面の浸食(洗掘)に対する防護効果がある。 

 

○「遠心模型実験による防波壁の地震時挙動の検討」（電力土木 No.365,2013.5） 

この中では、防波堤の地震時挙動を明らかにするため遠心載荷装置による地盤－構造物連 

成系の振動実験を行い、実機レベルで主要動継続時間が 90 秒以上、最大加速度が 1,800～

2,300gal 程度の入力地震波で加振しても、防波壁のたて壁の変位および基礎のひずみなどに

特異な現象は見られず、十分な耐震性を有していることが確認されている。 

 

○「陸上構造物前面の浸水深と流速を用いた津波波圧の算定方法」（電力土木 No.365,2013.5） 

この中では、陸上構造物を考慮した平面２次元津波遡上計算から得られる浸水深および水

平流速を用いた津波波圧算定方法に関して、下記の提案が示されている。 
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 ・護岸先端に遮蔽物がある場合でも、高さが十分でなく津波が越流するような条件であれば

波圧は進行波の浸水深最大値の３倍の静水圧を大きく上回る可能性がある。 

 ・構造物前面の浸水深に応じた静水圧分布と運動量保存則に基づく圧力の和により、構造物

設置時の平面２次元計算による津波波圧の合理的な評価が可能である。 

 

なお、 

・相馬共同火力新地発電所では座礁船よりの油流出という環境被害が出たが、発電所側で対応

が可能なものとは言い難い。 

・また、勿来発電所の港湾設備など一部被害が甚大であった設備に関しては本格復旧は今後と

なるが、仮復旧等を実施することにより、平成 23 年末にはほとんどの発電所で稼働を再開

できている。 



p.45 

３．２ 水力発電所 

 

・水力発電設備の設計基準としては、1957 年４月(昭和 32 年)、日本大ダム会議が「ダム設計基準」を

刊行し、初めて設計基準が体系化された。その後、1965 年(昭和 40 年)に「発電水力設備に関する技

術基準を定める省令」、1976 年（昭和 51 年）に「河川管理施設等構造令」が制定されているが、これ

らの設計基準による耐震設計は、いずれも「震度法」を基本としている。 

・1995 年（平成７年）１月の兵庫県南部地震を契機として、土木学会からは土木構造物の耐震基準に関

する提言（1995 年、1996 年、2000 年）が示され、構造物の耐震性能は現在から将来に亘って当該地

点で考えられる最大級の強さを持つ地震動として定義されたレベル２地震動を設定して照査するこ

とが提案されている。 

・2005 年（平成 17 年）３月、国土交通省からは「大規模地震に対するダム耐震性能照査指針（案）・同

解説」が示され、レベル２地震動に対して確保すべきダム（15m 以上）の耐震性能とその合理的な照

査の方法が具体的に提案されるに至っている。 

 

・表面遮水壁型ロックフィルダムである八汐ダム、沼原ダムは震度法に基づき設計されており、その設

計水平震度は、双方とも kh=0.15 である。 

・震度法による設計水平震度がどの程度の地震力（加速度）に相当するかに関しては議論があるが、便

宜的な方法により観測された最大加速度から当該地点の水平震度を推定すると、それぞれ kh=0.04、

kh=0.14 程度と考えられ、設計水平震度を超えるものではない。 

・今回の大地震においても、ダム自体の大きな変位、沈下、亀裂の損傷は認められず、震度法により耐

震設計されたダムは所要の耐震性能を有していたものと考えられる。 

・２ダムの震源までの距離はほぼ等しいにも関わらず、沼原ダム基礎で観測された最大加速度が塩原ダ

ム基礎での観測値に比較してかなり大きい値となっているのは、沼原ダムの基礎岩盤が八汐ダム地点

の基礎岩盤に比較してかなり柔らかい岩盤であったことが推定される。 

 

・水路式発電所（流れ込み式）においては、殆んどが戦前に築造されたものであり、設計根拠に関する

確かな資料が残されているものが少ないと推察される。 

・地山の崩壊に起因し付随的に発電設備（水路工作物）が損傷する場合が多い。今回の地震は短周期成

分が卓越した強い地震動が長時間継続（100 秒以上）したものであり、大きな地震力や継続時間の長

さが地山内部の強度低下を招き、崩壊に至ったことが推定される。 

・石岡第一発電所については、水槽崩壊が地震発生から 4時間以上経過している。これに関して、震度

法による耐震性照査を行った結果、構造的には問題ないことを確認していることから、地山崩壊が原

因であったと推定されている。 
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３．３ 変電・送電・配電設備等 

 

■地震 

地震に関しては、下記の被害状況であった。 

・変電設備に関しては、運転継続不可能となる被害は少なかった。 

・架空送電設備については、長期間にわたって運転継続不可能となった被害はなかった。 

・地中送電設備に関しては、津波による変電所被害以外で通電不能となったものはなかった。 

・配電設備に関しては架空、地中ともに、地震動による長期的かつ広範囲の停電は発生してい

なかった。 

 

変電・送電・配電設備等については高レベルの地震動に際しても著しい供給支障が生じないよ

う総合的にシステムとしての機能が確保されることを求められており、この観点から求められ

た耐震性は確保されていると考えられる。 

 

（参考） 

２章に示した盛土崩壊に起因する鉄塔倒壊事例を踏まえて、原子力電源線において地盤条件が

特殊（盛土、地すべり、急斜面）な送電鉄塔については、各電力会社において安全確認を実施

しており、その結果が原子力安全・保安院から公開されている。（註：下記は平成 24 年 2 月時

点の情報） http://www.meti.go.jp/press/2011/02/20120217009/20120217009.html 

・盛土の評価  ：四国電力（1 箇所）で一定の裕度は有しているが、万一の場合でも電源線

の多重化が確保できるように 3年後の完成を目指して安定性向上対策を実施予定である。 

・地すべりの評価：四国電力（1 基）で敷地直近の農道の影響と想定される地すべりの兆候を

確認し平成 24 年 3 月完了目途で対策工事を完了予定であり、東京電力（13 基）、関西電力（3

基）、四国電力（4基）で監視を継続する。 

・急傾斜地の評価：東京電力（2 基）で基礎安定性に問題はないが、将来的な風化の影響も考

慮して対策を検討しており、関西電力（3 基）で既に応急対策としてのり面保護（シート養

生）および地質調査を実施済みで現時点で鉄塔基礎の安定性に影響を及ぼすものではないが、

恒久対策（鉄塔移設、のり面保護工）を計画中で速やかに対応していく。 

・上記以外は安定性（盛土、地すべり、急傾斜地）に問題なし。 

 

■津波 

津波に関しては、下記の被害状況であった。 

・変電設備に関しては、構内への浸水や周辺構造物のがれきや車両の流入等により機器の損傷

等が発生した。 

・送電・配電設備に関しては、鉄塔下部への流入物や漂流物の衝突による影響と推測される鉄

塔や機器の損傷が発生した。 

また、地中設備については漂流物や冠水等により、送電不能が発生した。 

 

これらを踏まえると、津波に関しては火力発電所と同様に津波に関する設計手法に関しては見

直しが必要と考える。 
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３．４ ガス施設 

【一般ガス事業者の製造所・ガスホルダーについて】 

■地震 

地震発生後、配管フランジ部の微量のガス漏えい及び気化器用温水配管からの漏えいがそれぞ

れ別の製造所においてあったが、いずれも二次災害に至ることはなかった。 

有水式ガスホルダー３基において、ガイドローラー部の外れや支柱の変形があったが、いずれ

も気密性は維持され、ガス漏えいは発生していない。 

球形ガスホルダー４基において、タイロッドブレース及びアンカーボルトの一部にわずかな伸

びが生じ、基礎の一部にひび割れが生じた。タイロッドブレース及びアンカーボルトの伸びは、

一定量の塑性変形を許容する「製造設備等耐震設計指針（日本ガス協会）」による評価基準の範

囲内である。また、基礎のひび割れは、軽微であり、ガスホルダーの支持に必要な強度は保持さ

れた。 

また、このうち２基の球形ガスホルダーにおいて、各基の支柱１２本中２本で支柱上部とのタ

イロッドブレース接続部が損傷したが、本体耐圧部を支える支柱自体の機能は健全であり傾きも

生じなかった。いずれも本体耐圧部は損傷しておらず、ガス漏えいは発生していない。これら接

続部が損傷した２基の球形ガスホルダーは、いずれも１９７８年に設置され、当時の建築基準法

に基づき設計されたものであり、同接続部の損傷を防止する措置が講じられていないものである。

「球形ガスホルダー指針（日本ガス協会）」の１９８９年版以降のものには、この対策を実施す

べきことが規定されている。 

なお、上述のガスホルダーの他に製造設備についてみると、例えば、仙台市ガス局港工場で観

測された最大加速度は、６１５ガルという高レベルなものであったが、「製造設備等耐震設計指

針」に基づき設置されたＬＮＧ貯槽、ＬＰＧ貯槽、ガス発生設備、ＬＮＧ配管、電気設備等主要

な設備に被害はなく、本指針の妥当性が確認された。 

 

■津波 

配管・架構類について、杭基礎のある配管・架構類には被害がなかったが、杭基礎以外の基礎

の配管・架構類の一部が損傷した。 

気化器については、高圧の気化器に被害がなかった一方、２事業所において中圧の気化器に漂

流物の衝突が原因とみられる損傷があった。 

４事業所において電気設備が浸水により故障した一方、他の設備に比べ、気密性を増した建屋内

にある付臭設備は、浸水影響をほとんど受けなかった。 

ＬＮＧ・ＬＰＧ貯槽については、一部が漂流物の衝突と思われる塗装剥離程度の影響を受けた

が、本体は健全であった。 
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第４章 被災設備の復旧対策 

 

４．１ 火力発電所 

 

■復旧の考え方 

・発電設備に関しては原形復旧がほとんどの発電所での考え方となっている。 

・常陸那珂火力発電所、鹿島火力発電所、鹿島共同火力発電所では、「発電設備については応急

復旧後、原形復旧」としている。 

・原町火力発電所では復旧にあたって、除塵装置を１水路２基（バー回転スクリーン、トラベル

スクリーン）から１水路１基（バケット型スクリーン）に変更するなど設備のスリム化に取り

組んでいる。（今後、設備運用の変更により重油タンクを省略する計画もあり） 

 

 なお、上記の対応は、電力需要の逼迫への対策の観点で火力発電所を早急に復旧する必要性か

ら来ていると推定され、中・長期的には津波対策に対して検討する必要性も考慮されている。 

 今後、追加の対策が実施される可能性があること追記しておく。 

 

■復旧方法 

各発電所における復旧状況を 参考資料４ 火力発電所 各構造物・施設・設備ごとの復旧状況

に示す。仮復旧が終了した構造物・施設・設備のうちで本復旧が必要となるものについては、本

復旧もほぼ終了の段階に入っている。（東京電力広野発電所、常陸那珂発電所、鹿島発電所など） 

・既設護岸（新地発電所） 

基礎（鋼管矢板）が前面に大きく変位 

⇒グランドアンカーによる補強＋捨石による根固め補強 

・荷役岸壁、揚炭桟橋（原町発電所） 

鋼管矢板、鋼管杭を打設して再構築 

・防潮堤（勿来発電所） 

津波の越波により殆ど破壊 

⇒トンパック土嚢積み（仮防潮堤） ※県計画では再構築する予定 

・防波堤（新地発電所） 

ほとんどが海中に没水 

⇒高潮時には避難する必要あり。 

・防舷材（新地発電所、原町発電所） 

津波等により大きな外力受ける 

⇒陸揚げし調査⇒新規製作し再設置 

・設備基礎 

沈下、上部工損傷 

⇒嵩上げ又は再設置（場合によっては場所打ち杭設置［勿来発電所］） 

 損傷具合によってはアンカー再設置などの可能性もあり。 

 空隙発生部はエアモルタルによる空隙充填（新地発電所） 

・ボックスカルバート（勿来発電所） 
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目地部損傷、不陸 

⇒漏水が殆どない部分は無処置、目地損傷部再構築 

・取放水管（原町発電所） 

可とう継手の許容変位量超え 

⇒内面バンド方式により復旧、薬液注入工法（管体下部の空洞・ゆるみ領域対策） 

※「東日本大震災による火力発電所土木構造物の被害と対策」（電力土木 No.360,2012.7）に

おいて詳しく説明されている。 

【被害状況】 

・取放水管の管胴本体は健全であったが、可競継手の変位量が最大で管軸直角方向偏心

量 17cm、管軸方向伸び 7.5cm と管軸直角方向偏心量が設計許容範囲（10cm）を超過し

ていた。（p.14 参照） 

⇒可とう継手部の改修が必要と評価した。 

【復旧方法】 

・復旧工事への影響を考慮して、マンホール

を利用して管路内部から帯状のバンドを人

力で搬入し、海老胴状に溶接して可とう管

を構成させる既設管内挿入工法（内面バン

ド方式）を採用した。（内面バンド方式は管

内部から補修できることからメンテナンス上のメリットも大きい。） 

・本工法は既設可とう継手を鞘管として利用し、新管を既設管路に挿入する工法であり

本計画では既設管φ2，800mm の内側にφ2，600mm の可とう管を挿入した。 

・内面バンド方式の施工実績は最大径 

φ1，800mm までであること、事前に 10cm 

以上の変形を伴った状態での施工実績がな

いことから、実機を製作し伸縮試験耐圧試験

等の性能確認試験を実施した。 

その結果を踏まえ、許容偏心量は 10cm と設

定した。 

・今回と同程度の地震で修復不要とすることを

可とう継手の復旧基本方針とし、液状化時の沈下量が許容偏心量以下となるように地

盤仕様を設定した。（管体下部に空洞・ゆるみ領域が存在している可能性があること

から、薬液注入工法を選定） 

改良地盤と未改良地盤の境界部は不等沈下も考慮して、液状化範囲を設定した。 

・構内道路、側溝 

液状化による沈下、津波による土砂掃出し 

⇒嵩上げ、再舗装・再設置 
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・構内全域 

がれき、海砂による覆土、重油タンク転倒による漏油（原町発電所） 

⇒がれき撤去、清掃、油土壌処理（バイオレメディエーション） 

※「東日本大震災の津波に伴う油付着土壌のバイオ処理」（電力土木 No.367,2013.9）におい

て詳しく説明されている。 

・土木構造物（電気洞道、GIS 基礎、配管架台）（鹿島火力発電所） 

 液状化による被害 

 ⇒各構造物の要求性能に応じた液状化対策（高圧噴射撹拌工法、鋼材方式による浮上り防止 

 対策） 

※「鹿島火力発電所７号系列増設工事に伴う土木工事の設計・施工の概要」（電力土木

No.365,2013.5）において詳しく説明されている。 

・荷役岸壁（原町火力発電所） 

 津波(完全越流)により荷役岸壁エプロン下部の沈下、岸壁法線の変位発生 

 ⇒岸壁法線を当初計画と一致させ、新設矢板を既設矢板の背面(陸側)に打設して再構築 

※「原町火力発電所荷役岸壁の東日本大震災からの復旧工事概要」（電力土木 No.367,2013.9）

において詳しく説明されている。 

・発電所機器(八戸火力発電所) 

 津波による被害 

 ⇒敷地レベルや基礎仕上げ高さを考慮 

※「東日本大震災後の緊急電源工事の概要と工期短縮対策」（電力土木 No.361,2012.9）にお

いて詳しく説明されている。 
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■被災直後の復旧活動 

①相馬共同火力発電所 

被災直後の復旧活動についてまとめられているので、土木建築Ｇの取り組み状況をここで紹介

する。 

【震災当日～翌日】 

○タービン 3階と中央制御室トイレの汚物流しを実施。タービン 4階の空調設備水槽のマン

ホールよりバケツで水汲み、人力運搬。１千人のトイレ確保は大問題、腕が筋肉痛。 

○震災翌日の朝日がきれいなことにしばらく感動。地上を見ると津波の被害にしばらく呆然。

午後になり工事会社やお客さまが退所され、我々も余震を気にしつつ西久保寮に移動。 

【震災～ーヶ月目】 

○土木建築設備の範囲が膨大であることを、あらためて実感。まずは構内道路の確保を優先。

天気が良ければ埃まみれで散水車が大忙し。雨が降れば道路がドロドロに、土砂・瓦礫で

埋まった側溝は水が溢れ出す。そのような中、Ｎ産業様、その協力会社の皆様の働きに感

謝。特にＮ土木様の日々増加する作業員と重機の数は圧巻。 

○津波で倒れた周囲柵の仮復旧を実施。重機で起こして仮固定しただけでしたが、復興の第

一歩としては格好がついたように見えた。 

【一ヶ月目～ニヶ月目】 

○水回りライフラインの復旧が本格化。上水道、排水管、浄化槽設備は地震による破損が各

所で確認され、試験通水で漏水があれば破損区間の復旧を繰り返し。なんとか飲み水の確

保は成されたか。 

【ニヶ月目～三ヶ月目】 

○復旧工事が本格化し、仮復旧から本復旧へ。建築工事、空調工事、土木工事。新地発電所

建設当時のゼネコンも本格参入で頼もしい限り。しかーし、今後の工事規模を考えると土

木建築グループ三名で管理できるのだろうかという心配が・・・・ 

○土木建築グループでは大変気になっていた、取水路の内部確認を実施。目立った損壊が無

くほっと一安心。続けて放水路も内部確認を行うが、恐らく大丈夫と思われる。 
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②東北電力原町発電所 

【２０１１年３月１１日（震災当日）】 

・地震発生後所員のほとんどは事務本館 3階の執務室にいたが、その後所員は本館 5階に移

動。 

・浸水深 13m にも及ぶ津波により事務本館の 3 階までの冠水、4 台の揚炭機とベルトコンベ

アの損壊、重軽油タンクの損壊、変圧器の全冠水、タービン本館 1階の電気・機械設備の

冠水、諸建屋の損傷・流失など、火力発電所としての機能を失う甚大な被害を受ける。 

【２０１１年３月２４日】 

・福島第一原子力発電所から 30km 圏内にあることから国からの 3月 15 日の屋内退避指示を

受けて現場作業を禁止していたが、消防車等緊急車両の通行を可能とするため構内道路の

整備に着手。 

【２０１１年４月２２日】 

・屋内退避指示の解除を受け、がれきなどの撤去作業や設備・被害状況調査を本格的に 

開始。 

・その後、土木設備調査作業、港湾内支障物除去作業等を開始。 

【２０１１年８月】 

・調査結果を受け、現状復旧を前提とした復旧基本方針を決定。 

復旧作業を本格化する。 

【２０１２年１１月３日】 

・原町火力 2号機が試運転による発電を再開。 

【２０１３年１月２８日】 

・原町火力 1号機が試運転による発電を再開。 
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■発電所の稼働状況（あるいは運転再開時期予想） 

原町火力発電所以外は、平成 24 年 4 月時点で運転を開始している。 

原町火力発電所は平成 24 年 11 月に 2号機が試運転を開始しており、1号機は平成 25 年 1 月に

試運転を開始している。 

表-4.1.1 発電所の稼働状況 

電力会社 発電所名 津波被害 号機 運転再開日 復旧期間 備  考 

東北電力 

八戸火力発電所 有 3u H23. 3.20 9 日  

仙台火力発電所 有 4u H24. 2. 8 11 ヶ月  

新仙台火力発電所 有 1u H23.12.27 9 ヶ月  

原町火力発電所 有 
1u H25. 4.26 25 ヶ月 H25. 1.28 試運転開始 

2u H25. 3.29 24 ヶ月 H24.11. 3 試運転開始 

東京電力 

広野火力発電所 有 

1u H23. 7. 3 4 ヶ月  

2u H23. 7.11 4 ヶ月  

3u H23. 7.16 4 ヶ月  

4u H23. 7.14 4 ヶ月  

5u H23. 6.15 3 ヶ月  

常陸那珂火力発電所 有 1u H23. 5.15 2 ヶ月  

鹿島火力発電所 有 

1u H23. 5.16 2 ヶ月  

2u H23. 4. 7 1 ヶ月  

3u H23. 4. 6 1 ヶ月  

4u H23. 4. 1 1 ヶ月  

5u H23. 4. 8 1 ヶ月  

6u H23. 4.20 1 ヶ月  

相馬共火 新地発電所 有 
1u H23.12.27 9 ヶ月  

2u H23.12.19 9 ヶ月  

常磐共火 勿来発電所 有 

6u H24. 4.21 13 ヶ月 長期計画停止からの復旧 

7u H23.12.21 9 ヶ月  

8u H23. 7.17 4 ヶ月  

9u H23. 6.30 4 ヶ月  

鹿島共火 鹿島共同発電所 無 

1u H23. 4.16 1 ヶ月  

2u － － 長期計画停止中 

3u H23. 6. 7 3 ヶ月  

4u H23. 7.20 4 ヶ月  
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４．２ 水力発電所 

 

■復旧の考え方（基本方針） 

発電設備に関しては、逼迫した需給状況を勘案し、一刻も早い発電機能の復旧を最優先し、必

ずしも原型復旧とはしていない。 

 

■復旧方法 

【八汐ダム、沼原ダム（アスファルト表面遮水壁のクラック）】 

＜八汐ダム＞・・・・「大ダム No.219」より引用 

第一段階：アスファルトマスチック塗布＋アスファルト含浸不織布シート 

第二段階：上部遮水層切削除去 

上部遮水層３層 アスファルトマスチック充填＋アスファルト含浸不織布シート 

上部遮水層１，２層 再舗設 

 

表面遮水壁の補修については、早期に発電運転を再開するために、第１段階としては短期間

で施工可能な応急的工法による措置を施した。 

第１段階の補修では、まず、地震直後の 3/15～19 にかけて水面上のひび割れ箇所表面にア

スファルトマスチック（ストレートアスファルト使用）を塗布した。その後、直ちに補修効果

を確認するためにダム水位を上昇させたが、2m 程度上昇させた時点で漏水量の増加が確認され

たため、水位上昇を中断した。補修箇所の確認を行った結果、外気温の低下によるひび割れの

開口により塗布したアスファルトマスチックの破断が確認されたため、温度低下によるひび割

れ幅の変化に追従するような補修材料を検討し、図-4.2.1 に示すように水面上のひび割れには

低温での変形性能の改善を目的として開発された低弾性アスファルト（スーパーフレックスフ

ァルト）を使用したアスファルトマスチックを塗布した上にアスファルト含浸不織布シートを

布設する工法を採用した。スーパーフレックスファルトはこれを使用した水密用アスファルト

コンクリートの場合、従来のストレートアスファルトを用いたものに対して試験温度-10℃に

おける降伏ひずみは約 10 倍と、非常に変形追従性の高い材料である。 

なお、水中部のひび割れについては、気中部より温度が高く温度変化が少ないことなどから応

急措置として水中施工の可能なエポキシ樹脂パテを塗布した。その結果、中間排水層からの排

水量は０となった。 

アスファルト含浸不織布シート

(スーパーフレックスファルト使用)

(ストレートアスファルト使用)

ひび割れ

アスファルトマスチック

気中部
　　ｱｽﾌｧﾙﾄﾏｽﾁｯｸ

ひび割れ

水中部

　　エポキシ樹脂

 

図-4.2.1 八汐ダム補修（第１段階）の概要 
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次に第２段階として、夏季以降の運転を安定的に行うための補修を実施した。 

工法は、図-4.2.2 に示すように、ひび割れ箇所を中心に上部遮水層２層目までを切削除去し、

３層目クラック部を 10cm 程度の幅でカットした後、スーパーフレックスファルトを使用した

アスファルトマスチックを充填し、その上部にアスファルトを含浸した不織布シートを布設後、

上層２層を再度舗設した。なお、充填したアスファルトマスチックには施工中の流動を考慮し

て有機繊維を混入した。切削範囲については建設時の継目配置の考え方を踏襲して既設の遮水

層と新設の遮水層の継目が上下層で 50cm 以上離れるように配置した。 

第２段階の補修工事の後、中間排水層からの排水量は０である。 

 

上部遮水層
（50mm×3層）

中間排水層

下部遮水層

（80mm×1層）

（60mm×1層）

上部遮水層第一層補修

上部遮水層第二層補修 ＰＭシート ＴＭ
クラック

テーパー角45°

下部遮水層
（60mm×1層）

中間排水層
（80mm×1層）

上部遮水層
３層目（t=50mm）

ＰＭシート ＴＭ

改質アスファルトマスチック

アスファルト含浸不織布シート

ｱｽﾌｧﾙﾄﾏｽﾁｯｸ(ｽｰﾊﾟｰﾌﾚｯｸｽﾌｧﾙﾄ)

アスファルト含浸不織布シート
ひび割れ

 

図-4.2.2 八汐ダム補修（第２段階）の概要 
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＜沼原ダム＞ 

アスファルト遮水壁の補修部分に要求される性能は以下のとおりとし、図-4.2.3 に示すオー

バーレイ工法を採用した。 

アスファルト遮水壁の補修部に要求される性能は以下のとおりとした。 

① 水圧の変動に耐えられること。（水圧の変動幅は、0～0.25MPa） 

② 温度変化（－13℃～＋50℃程度）による補修部周辺の変位に対応できること。 

③ 高温時の補修材料自体の変形が遮水機能の消失に繋がらないこと。 

④ 冬期の凍結による表面の氷の上下による摩擦および雪氷の滑落で補修部が破壊しない

こと。 

⑤ 遮水壁の破損を引き起こす背圧を生じる漏水は生じさせない構造であること。また、湧

水により発生する背圧に耐えられる構造であること。（背圧の変動幅は、最大 0.40MPa 程

度と考えられる） 

⑥ 補修部のメンテナンスが簡単に行えること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.2.3 補修方法 

 

補修工事は、4月 21 日から現場事務所設置や機材の運搬等の仮設備に着手した。また、本工

事は同月 26 日に着工し、6月 22 日に施工完了した。 

補修対象クラックは、当初 1,543m であったが、工事施工中に小規模なクラックが発見され、

最終的には 1,547ｍとなった（クラック延長は斜面部のみであり、取水口廻りのものは含まな

い）。また、クラック端部処理は 44 箇所である。 

遮水機能を負担するクラック防止シートと舗装工（オーバーレイ工）の工事期間を表－4.2.1

示す。 
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表-4.2.1 各工種の工事期間 

項 目 工 事 期 間 備 考 

クラック部開削 4 月 27 日 ～ 5 月 18 日  

クラック充填 5 月 15 日 ～ 6 月  8 日  

クラック防止シート 5 月 15 日 ～ 6 月 14 日  

舗装工（オーバーレイ工） 5 月 16 日 ～ 6 月 16 日  

表面保護工 6 月 10 日 ～ 6 月 22 日  

 

 

【水路式（流れ込み式）】 

・四時川第二発電所水路（地山崩落を伴う水路損傷） 

原形復旧では痩せ尾根部での施工となるため、水槽を移設、水圧管路を延長し、復旧する計画。 

・移川発電所（水槽へのクラック発生とそれに起因する水槽および鉄管の損傷） 

原形復旧する計画。 

・川上発電所（地山崩壊に伴う水路損傷） 

コンクリート２次製品を利用して水路部を原形復旧計画。 

・石岡第一発電所（地山崩壊を伴う水槽損傷） 

水槽付近の地山崩壊は仮押さえし、水槽位置を変更して設備復旧を行い、早期の運転再開を目

指した計画。 

・花貫川第二発電所（水管路およびサージタンクの損傷） 

損傷は、鉄筋コンクリート製水路の一部の破損および亀裂の発生であったことから、鉄筋コン

クリート巻立、亀裂部は漏水防止工のみとし、早期の運転再開を目指した計画。 

 

■発電所の稼働状況（あるいは運転再開時期予想） 

表-4.2.2 発電所の稼働状況 

電力会社 発電所名 運転再開時期 復旧期間 備  考 

東北電力 

四時川第二発電所 未定 未定 
保安林解除手続き後工

事着手予定 

移川発電所 H24 年 6 月 10 ヶ月  

川上発電所 H24 年 3 月 8 ヶ月  

東京電力 
塩原発電所 H23 年 6 月 3 ヶ月  

沼ノ倉発電所 H23 年 6 月 2 ヶ月  

電源開発 沼原発電所 H23 年 7 月 2 ヶ月  

東京発電 
石岡第一発電所 H23 年 6 月 3 ヶ月  

花貫川第二発電所 H23 年 6 月 2 ヶ月  



p.58 

４．３ 変電・送電・配電設備等 

 

■供給支障(停電)の規模、停電復旧について 

※「電気設備地震対策ワーキンググループ報告書」平成２４年３月（原子力安全・保安部会電力安全小委員会）

より抜粋 

 

○地震による被害の復旧状況 

・東北地方太平洋沖地震により、東北電力管内では、最大約 466 万戸の広域停電が発生した。 

地震発生直後から、発電・送変電・配電部門が一体となった復旧を実施し、他電力会社からの

応援等を得ながら、３日後には被害全体の約 80％を復旧し、８日後には津波等の影響で復旧作

業に入れない区域を除いて停電を解消した。 

・東京電力管内では、最大約 405 万戸が停電したが、東北電力と同様、発電・送変電・配電部門

が一体となった復旧に取り組み、地震発生の翌日には、60 万戸、４日後には 7,300 戸まで減少

し、７日後には全ての停電を復旧した。 

 

○津波による被害の復旧状況 

 

・変電設備については、自治体等による立入禁止が解除され、自衛隊による一般道や変電所周辺

のがれき撤去後に、現地の被害状況を確認し、復旧を行った。 

また、被害が甚大であった変電所については移動用機器による復旧を行った。 

・送電設備については、余震等による被害進展により送電に支障をきたすおそれのあるもの及び

公衆に危害を及ぼすおそれのあるものなどに対して速やかに仮支線設置や部材補強等を施し

たほか、供給支障が生じている線路の一部では、鉄塔や鉄柱による仮ルートを構築して送電機

能を回復した。 

・配電設備については、電柱を建てる箇所のがれき撤去、仮設道路の建設及び離島への車両運搬

等など、自治体等と連携して復旧を進めた。 
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４．４ ガス施設 

【仙台市ガス局 港工場の例】 

港工場付近は近隣の石油精製工場の火災により、立ち入り禁止となり、地震発生から３日後

にようやく被災後の工場内に入れたものの、その被害は甚大であり、工場でガスを製造する目

途は立たなかった。 

仙台市ガス局は、ＬＮＧ（液化天然ガス）を気化してガスを製造するだけでなく、新潟から

パイプラインでも気体の天然ガスを受け入れており、２系統の供給ラインを確保していた。 

幸い、この「新潟・仙台天然ガスパイプライン」（総延長約 261km）に大きな被害がなく、健

全性が確認できたため、港工場の付帯設備も一部を仮復旧し、3月 23 日からガスの受け入れを

開始し、ガス供給を再開した。 
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第５章 今後への展開 

 

５．１ 火力発電所 

 

今後の災害に備えて留意すべき点として下記のような指摘があった。 

・国、自治体の津波対策の動向と発電所固有の状況を踏まえた発電所における想定津波レベル設定

と防潮堤整備、漂流物対策、基礎設計等の津波対策の検討が必要 

・設備健全性を適切に評価するとともに、設備の重要度を踏まえ、必要に応じて安全裕度を高める

等、地震・津波発生時の耐力向上や災害時における早期復旧性を考慮した設備設計が必要 

・現在の設計手法に加え、大地震発生を前提とし、設備重要度に応じて設備安全裕度を意識した設

計手法の検討が必要 

・浸水被害を受けた電動機や制御基盤等は洗浄により再利用できるものであり、最大限活用するこ

とにより早期復旧を図ったが、構外工業用水ラインが被災したため洗浄用水の確保に苦慮した。 

洗浄水だけでなく、火力発電設備の再起動にあたっても工業用水が必要となることから、被災後

の早急な確保のために自治体との連携が必要。 

・避難訓練が奏功 

 

東北地方太平洋沖地震のような広域かつ大規模災害時に、火力発電所に求められるものは下記の二

点であると考えられる。 

【公衆保安の確保】 

・発電所構内にいる人（従業員、協力会社関係者、視察・見学者等）の人命確保 

・発電所構外の一般の人命確保（大規模火災、危険物漏洩等） 

・薬品類、燃料油の漏洩等による環境汚染の回避 

【電力供給力の確保】 

 大規模災害時には、原子力発電所は、たとえ設備被害が無かったとしても安全確認、地元・

行政協議により発電再開までに相当の期間を要する。そのため、電力供給は水力、火力を中心

にあらゆる手段を講じる必要があるが、そのなかでも発電容量の大きな火力が重要であり、速

やかな発電再開をすることが必要である。 
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上記および本調査で得られた知見を踏まえた当委員会としての提案を、下記に記載する。 

 

【地震・液状化について】 

・地震・液状化に対しては、土木設備は致命的な被災は生じていない。被災した設備について

も、比較的短期間で復旧または仮復旧し、発電再開を達成している。 

・地盤改良実施済みエリアにおいては、液状化被害が発生していない。 

・しかし、東北地方太平洋沖地震では、１～３秒程度の周期成分が小さい地震動であったこと

が指摘されている。加えて、兵庫県南部地震において発生した、「ケーソン護岸が大きく水

平変位し、地盤側方流動が発生し背後地の多くの設備が被災」のような事象は発生していな

いことは、配慮する必要がある。 

つまり、今回と同等の地震であってもより港湾構造物や地中構造物に大きな影響を与える地

震動が発生することも否定はできない。 

・以上を踏まえ、護岸や復旧に長期間要する設備およびＬＮＧタンクや燃料油タンクなど公衆

保安に多大な影響を与える設備については、事前の耐震性確認（地震、液状化共）や必要に

応じて耐震補強をしておくことが望ましい。これにあたって、地盤改良実施済みのエリアに

おいては、液状化被害が発生していないことは、有益な情報である。 

・耐震設計（新設）、耐震補強（既設）にあたっては、設備重要度に応じた設備安全裕度や、

早期復旧性を意識した設計手法が求められる。 

・火力発電所の運転では，工水が必要となることから，発電所構外の工水ラインの設備情報を

事前に把握しておくとともに、自治体との連携体制を整えておくことが求められる。 

 

【津波について】 

・津波が発電所構内まで来襲した場合、大半が地下構造物である土木設備の被災は少ないが、

機械・電気・建築設備の一部は壊滅的に被災し、燃料油タンクの倒壊による燃料油漏洩や復

旧（発電再開）の長期化といった事象につながっている。 

・また、地盤高さの設定根拠として、「津波を考慮」と回答したのは一部の発電所であった。 

・行政等の津波想定も考慮して、下記のように津波レベルに応じた対策を講じるのが望ましい。 

対策の実施にあたっては，公的な支援も望まれる。 

 

【頻度の高い津波（供用期間中に１～２度程度発生する津波）】 

・各電力会社のＢＣＰに対する判断によるが、地盤高さ設定も含めてこのクラスの津波によ

る発電所内への浸水が防げるような海岸保全施設（護岸、防潮堤等）とすることが望まし

い。 

特に稼働中の発電所等で上記対策を取ることが現実的でない場合には、機能回復にクリテ

ィカルとなる設備だけでも防水化や基礎構造の見直し等により浸水や波力に対する対策

を講じることが望ましい。 

・ただし、一旦機能喪失した場合人命に重大な影響を与える可能性のある設備（例えばＬＮ

Ｇタンクなど）や外部環境に大きな悪影響を及ぼす設備（例えば油タンク等）については、

消防行政等の方針を踏まえて、個々の設備毎の機能に重大な支障が生じないよう対策を施
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す必要がある。 

 

【最大クラスの津波（発生が極めてまれである最大クラスの津波）】 

・このクラスの津波については、被害を防ぐような設備とすることは、費用の観点から現実

的ではない。従って、今回の津波被害や復旧の実績を踏まえ、設備の被害が電力の供給に

与える影響の程度を考慮し、可能な範囲で被害を減じ、或いは、復旧を容易とするような

ハード面（機器の防水化など）、ソフト面（避難訓練や復旧のための事前計画など）の津

波被害軽減のための総合的な対応が基本である。 

・ただし、一旦機能喪失した場合人命に重大な影響を与える可能性のある設備（例えばＬＮ

Ｇタンクなど）や外部環境に大きな悪影響を及ぼす設備（例えば油タンク等）については、

人命に重大な影響を与えないよう類似の石油コンビナート等との整合をとった対策※を行

うことが求められる。 

 

※「東日本大震災を踏まえた危険物施設等の地震・津波対策のあり方に係る検討報告書」 

（平成 23 年 12 月 消防庁危険物保安室・特殊災害室）では以下のような対策が提言され

ている。 

【石油コンビナート施設】 

・発生頻度は低いものの甚大な被害をもたらす津波に対しては、応急措置又は代替措置に

より、機能を速やかに回復することができるように計画を策定する。（施設・資機材等

の浸水対策を講ずるとともに、津波警報等が解除され汚泥等の除去が行われ特定事業所

構内に入ることが可能となった後、直ちに機能を回復できるようにするための応急措置

の準備をしておく） 

・対策例として消火用屋外給水施設の加圧送水設備の浸水対策、土のうや砕石等の応急措

置用資機材の準備や応急措置計画の策定等が挙げられる。 

【［危険物施設のうち］屋外タンク貯蔵所】 

・容量が 1,000 キロリットル以上のタンクに対して緊急遮断弁を設置する。（但し代替措

置により流出防止が可能な場合や、津波による配管の被害のおそれのない場合は不要） 

・地震発生時の電源喪失の可能性を踏まえて、緊急遮断弁の操作のために予備動力源を持

つとともに遠隔操作による弁閉止機能など、信頼性の高いシステムの構築する。 

・既往の津波波力算定式を利用した津波被害シミュレーションを活用した被害想定により

応急措置の検討を行った上で、緊急停止措置等の対応に係る予防規程等を明記する。 

 

【復旧について】 

・液状化による道路の不陸・段差、がれきによる道路閉塞が発生している。 

また、復旧にはがれき等撤去のための重機が必要であった。構内に建設所用重機が置かれていた

場合には、これを用い早期の動線確保が実施できた。一方、構内に重機が置かれていなかった場

合には、自治体の震災復旧にも重機を使用しており、早期の手配等による確保が必要であった。 

これを踏まえ、「重機を保有している近隣の建設会社との有事協力体制の構築」が望ましいと考

える。 
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・発災後には、速やかに設備の点検を実施する必要がある。主要土木設備である冷却水取放水設備

は、地中に設置されているとともに内部が充水されているため、速やかな点検は困難である。こ

のような場合、水中カメラロボットによる点検が有効である。水中カメラロボットによる点検計

画の事前策定および必要資機材の確保が望ましいと考える。 

・速やかな復旧のため、重要土木設備の弱点部位・被害形態が予め予測できる場合には、復旧計画

の事前策定が望ましいと考える。 
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参考 

 

参考に、「電気設備地震対策ワーキンググループ報告書」平成２４年３月（原子力安全・保安部会

電力安全小委員会）の中で挙げられた新たな知見と課題、今後の対応等で、本委員会として土木構

造物として参考にすべきと考える点を以下にピックアップした。 

 

■津波による被害の復旧に関する新たな知見 

○発電所の構内・外にはがれき類が散在するとともに、半地下構造となっている発電所建屋やピ

ットなどには多量の海水が流れ込んでおり、がれき類の撤去や排水作業に大変な時間を要し、

点検作業開始の妨げとなった。 

○復旧にはがれき等撤去のための重機が必要であった。構内に建設所用重機が置かれていた場合

には、これを用い早期の動線確保が実施できた。一方、構内に重機が置かれていなかった場合

には、自治体の震災復旧にも重機を使用しており、早期の手配等による確保が必要であった。 

○同一構内に施設される設備であっても、津波が来襲する方向等により被害に差が生じたため、

復旧の優先順位を定めた上で重点的に要員等を投入することが有効であった。 

 

■津波による被害の復旧に関する課題 

○インフラ設備の優先復旧に関する自治体等との連携強化 

・発電設備を早期に復旧するためには、工業用水、道路などのインフラ設備について発電所を

優先的に復旧するなど、自治体との連携の強化が必要。 

○がれきや車両等の漂流物の撤去 

・大量の漂流物について撤去の方針等、速やかに国、県、各自治体との協議が必要。 

 

■今後の対応（各電力会社が中心となり取り組むべき事項） 

○以下の事項について関係機関との連携強化を進めることが重要である。 

・電力会社社員だけでなく、協力会社社員についても緊急通行できるよう関係機関との協議を

進める。 

・燃料の確保のため、燃料供給元との間の優先供給の協議等を検討する。 

・工業用水の早急な確保のため、自治体との連携を進める。 

○自社の災害時のマニュアルの検証を行い、必要に応じ、被災後の復旧迅速化のためのマニュア

ル整備及びその他見直しを行う。また、防災業務計画への反映を行う。 

○火力発電所における電気機器が海水に冠水した際の修復対応については、洗浄により復旧した

機器類の将来的な影響を確認するとともに、最適な修復対応についての検討を進める。 
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５．２ 水力発電所 

 

今回の地震や津波の教訓として、今後の発電所計画に活かすことができる、あるいは、活かすべき

と考える当委員会としての意見、課題、知見等を記載する。（ヒアリング内容も踏まえて） 

 

・アスファルト表面遮水壁式ダムについて、表面遮水壁にひび割れが生じ、遮水壁からの漏水量が

増加したが、ダムの残留変位は小さく、堤体の安定性に問題はなかったものと評価されている。

また、遮水壁は調査から補修工事まで含めて約３ヶ月と、ごく短期間で補修が行えた（八汐ダム、

沼原ダム）。このことから、損傷箇所の特定や補修が表面で容易に行うことができるという同型

式のダムの利点が最大限に発揮されたものと言える。 

 

・一方、ひび割れ（クラック）の発生原因については、参考資料 8に示す通り、堤体構造上（地山、

盛土など物性値変化境界部等）以外にも、上部工構造（目地部等）により応力が集中する部分が

ひび割れの始点となり得ることが示唆された。これらについては、ハード対策（縁切りや、変形

追従性に富んだ材料を使用することによりひび割れ伝播の回避など）によるひび割れの事前回避、

あるいはソフト対策（検知された漏水量による貯水池水位低下手順等の事前確認）による初期漏

水への適切な対応等を、必要に応じ、地点特性を踏まえ措置することにより対応が可能である。 

 

・また、アスファルト表面遮水壁式ダムについては、構造上遮水壁は連続体挙動となることから、

特に寒冷時には大きな温度応力（引張）を受けていることが確認された。これは換言すればクラ

ック等の損傷により遮水壁の力学的連続性が失われた場合には、温度条件次第ではかなりの開口

が生じ、結果として多量の漏水に繋がる可能性があり、安全な排水機能の確保が極めて重要であ

ることが示唆された。 

 

・なお、アスファルト表面遮水壁式ダムである八汐、沼原、ダム地点での地震動では、観測された

地震記録から一般的な換算式を用いて換算した震度は、設計震度 0.15 を下回っていたことを確

認した。本震は海溝型地震であったため、両ダム地点は震源から約 300km 弱の距離に位置し、ダ

ム地点においてはこの程度の地震力に減衰したと考えられるが、より近傍の直下型地震の可能性

も否定できない。これについては、地点特性に応じた個別の検討を必要に応じて実施する必要が

ある。 

 

・ また、一般水力発電所の周辺地山については、耐震性、耐浸食性を高めるような対策が取られ

ることはほとんどないと考えられる。しかしながら、今回の被害事例のように、地震時に何ら

かの原因で周辺地山が崩壊、浸食され、その結果として近傍の家屋建物、農作物、公共施設等

に被害を発生させるケースも想定されるケースもあり得ると考えられる。 

 

・今後は、各事業者で水力発電所の耐震上の様々なリスクを想定したうえで、そのリスク発生の可

能性とリスク発生時の影響度を評価し、設備保全を行なうことが望まれる。 
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５．３ 変電・送電・配電設備等 

 

変電・送電・配電設備等に関しては津波以外の要因による被害は比較的少なかった。 

津波に関しては、火力発電所の項目を参照されたい。 

 

 

５．４ ガス施設 

 

ガス施設に関しては、「東日本大震災を踏まえた都市ガス供給の災害対策検討報告書」 平成 24 年

3 月 経済産業省 総合資源エネルギー調査会 都市熱エネルギー部会 ガス安全小委員会 災害

対策ワーキンググループ を参照されたい。 

 



参考資料１－1 

参考資料１ 火力発電所 津波浸水範囲 

 



参考資料１－2 

 

浸水範囲詳細図 「東日本大震災報告書」（土木学会）参照 
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                                          東京電力 鹿島発電所 

１号機主変圧器
（浸水深0.3m）

２号機南側トイレ
（浸水深0.1m）

放水路開渠陸側端部
（浸水深1.0m）

記念植樹看板
（浸水深0.5m）

放水路開渠 

津波の 

卓越方向 

排水貯槽西側
（浸水深4.1m）

事務本館
（浸水深4.0m）

NO.4タンク
（浸水深2.9m）

3,4号機取水口
（浸水深2.2m）

石炭サイロ
（浸水深1.4m）

発電所本館
（浸水深2.0m）

津波の 

卓越方向 

取水口
（浸水深1.2m）

事務本館
（浸水深0.3m）

敷地北東部
（浸水深0.7m）

貯炭場
(浸水深1.0m）

１号機発電所本館
（浸水深0.6m）

津波の卓越方向 
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東北電力 東北電力 東北電力 東北電力
八戸火力（３号） 仙台火力（４号） 新仙台火力（１，２号） 原町火力（１，２号）

青森県八戸市大字河原木字宇兵エ河原1-1 宮城県宮城郡七ヶ浜町 宮城県仙台市宮城野区港5-2-1 福島県南相馬市原町区金沢大船迫５４ 
3号機 25万kW（重油・原油） 1968年8月運開 4号機 44.6万kW（天然ガス） 2010年7月運開 1号機 35万kW（重油） 1971年8月運開

2号機 60万kW（LNG･重油） 1973年6月運開
　　　　　　　　　　　　　　　　　　2011年10月廃止

1号機 100万kW（石炭・重油） 1997年7月運開
2号機 100万kW（石炭・重油） 1998年7月運開

着桟設備

－ － － 揚炭施設；60,000DWT×2バース
揚油施設他（矢板式岸壁）；7,500DWT×1バース他

護岸
矢板式護岸
：天端高さT.P.+1.9m

捨石護岸・矢板式護岸
　：天端高さT.P.+2.6m～T.P.+3.6m

矢板式護岸・棚式護岸
：天端高さT.P.+3.2m

捨石護岸
　：天端高さT.P.+4.1m

防波堤
－ － － ケーソン式混成堤・捨石式傾斜堤

：天端高さT.P.+4.6m～T.P.+8.1m

取水口
鉄筋コンクリート造 取水量：7.2m

3
/s 鉄筋コンクリート造 取水量：10.0m

3
/s 鉄筋コンクリート造 取水量：29.7m

3
/s 鉄筋コンクリート造 取水量：88.6m

3
/s

取水路
鉄筋コンクリート造（暗渠）（W2.8m×H2.6m） 鉄筋コンクリート造（暗渠）（W3.0m×H3.0m） 地下埋設鋼管（φ2.2～2.8：2条） 地下埋設鋼管（内径2.8m×4条）

放水路
鉄筋コンクリート造（暗渠）（W2.6m×H2.2m） 鉄筋コンクリート造（暗渠）（W3.0m×H3.0m） 鉄筋コンクリート造

（暗渠：W2.8m～3.0×H2.0m、開渠：W10.0m×H2.7m）
地下埋設鋼管（内径2.8m×4条）
鉄筋コンクリート造トンネル（内径4.7m）

放水口
ケーソン式放流管方式 鉄筋コンクリート造 鉄筋コンクリート造 ケーソン式放流管方式

燃料設備 タンク他
原油・重油タンク：25,000KL×3 軽油タンク：150KL×1 － 重油タンク：9,800KL×2，　軽油タンク：900KL×2

HP+3.02m（TP+2.2m） SP+3.41m（TP+2.5m） NSP+4.5m（TP+3.7m） SP+4.96m（TP+4.1m）
CDL+1.503m（TP+0.683m）［八戸港］ CDL+1.6m（TP+0.76m）［仙台港］ CDL+1.6m（TP+0.76m）［仙台港］ CDL+1.5m（TP+0.64m）［相馬港］
GL-0.6m GL-2.1m～-2.4m GL-2.5m
砂層（局所的にシルトを挟む） 上位より盛土・沖積砂質土層・沖積粘土層・沖積礫質土層・凝灰角礫岩等 上位より砂層・凝灰岩等 上位より砂層・シルト岩等

サンドコンパクションパイル（タンク基礎部） セメント安定処理・サンドコンパクションパイル（敷地の一部） バイブロフローテーション工法 動圧密工法

最大加速度：143gal（八戸火力発電所構内，地表面）
震度５弱

最大加速度：550gal（仙台火力発電所構内，地表面）
震度６弱

最大加速度：512gal（新仙台火力発電所構内，地表面）
震度６弱

最大加速度：735gal（Ｋ－ＮＥＴ原町）

浸水深：約ＧＬ+0.5m⇒構内浸水最大80cm 浸水深：約GL+4.7m（本館１F、全屋外設置機器が冠水） 浸水深：約GL+3.0m（構内全ての１階フロアにある設備が浸水） 浸水深：約GL+13.0m（事務本館の３F上部まで冠水＆壊滅的損壊、４F火災
発生［翌3/12鎮火］）

なし ・取水口護岸のはらみ出し＆背面の沈下
　（最大変位38ｃm）
・制御盤基礎に沈下・傾き
　（直接基礎部）
４号機「タービン軸振動大」による自動トリップ、代々崎線＆火力連絡線の停
電による交流電源喪失⇒非常用ガスタービン並列用遮断器の手動投入に
より電源確保

・避雷器基礎の沈下・傾き（直接基礎部）
・放水路設備に目地段差，クラックが発生、排水路調整池のクラック
・防潮堤にクラックが発生
・変圧器防油堤にクラックが発生

・荷役岸壁・タグボート岸壁のはらみ出し（30ｃm～100cm）
・取放水管路の沈下（5ｃm～17cm）
・主要変圧器基礎の沈下・クラック
・ろ過水タンク基礎の沈下（11cm）
・重油タンク防油堤破損

なし 津波により液状化発生の有無は不明
⇒構内敷地の亀裂、構内道路の波打ち

津波により液状化発生の有無は不明 取放水管部で液状化が発生したものと想定（地盤状況より判断）

構内のごく一部で発生
（津波襲来と重なり詳細把握困難）

構内のごく一部で発生
（津波襲来と重なり詳細把握困難）

構内のごく一部で発生
（津波襲来と重なり詳細把握困難）

構内のごく一部で発生
（津波襲来と重なり詳細把握困難）

なし
⇒敷地境界フェンスが倒壊
　排水路マンホールPC蓋板の水路内落下

防潮堤（約85m）＆構内の手摺・フェンスが転倒・損壊
洗掘による諸機械基礎の不等沈下
（写真：屋外消火ポンプ制御盤基礎）
敷地内全域にわたり構内道路の不陸

・護岸（県施設）流出による敷地の洗掘
・深層取水設備（フローティングフェンス）流出
・貝処理設備、総合排水処理設備の 損壊基礎周辺地盤の洗掘
・敷地内全域にわたるフェンスの倒壊、構内道路の不陸

・越波防潮堤の損壊（防波堤の被害は無し）
・主要変圧器防火壁倒壊、除塵機損壊
・放水口連絡橋損壊（落橋）
・取水口ポンプ室の被害
・荷役護岸、防舷材、揚炭桟橋の損傷
・除塵装置の損傷
・敷地内全域にわたるフェンスの倒壊、構内道路の不陸

なし なし⇒ 特にボイラー給水ポンプ、各電動機、配開装置等に大きな被害
屋内開閉所内の地盤、基礎が大きく陥没、損壊

・重・軽油タンク（各２基）、燃料ポンプ室、総合排水処理設備全壊
・冠水＆大型漂流物の激突により本館１Fの大多数の機械・電気設備が
　損壊
・蒸気タービン（本館３F）は地震＆津波による衝撃が激しく１号機（運転
　中）は発電機軸受が焼損
・ボイラ設備：過熱器管等の耐圧部の損傷
・電気設備：主変圧器、起動変圧器、所内変圧器ともに全冠水
・石炭受入れ設備：揚炭機（全４基中）全壊３基、損壊１基、ベルトコン
　ベア１台全壊

なし なし なし なし
特に大きな被害なし。 原型復旧を基本 原型復旧を基本

３号系列リプレース計画を視野に入れた工事計画策定
原型復旧を基本とし，一部設備スリム化を検討。
また，油タンク等は高台へ移設
・コスト低減に着目しながら工事を進めた

・液状化により基礎陥没被害を受けた燃料油受入配管はサポート架台の
　修理を実施
・津波により水没被害を受けた屋外開閉所、ケーブルピット、電動機等は
　洗浄・乾燥後、メガリング測定等で健全性を確認
・送電線はOFケーブルピットの復旧後受電操作を行いプラント復旧

・被災設備を中心に原型復旧。
・早期復旧のため寸断された構内道路の仮復旧を実施し、構内一面に散
　乱したがれき・樹木・土砂等の順次撤去
→復旧資材置き場・作業ヤードの引渡し
・被災した土木設備：地震・津波情報収集、連絡・避難体制を確立した上
　で、調査・点検・復旧工事を実施

・被災設備を中心に原型復旧
・早期復旧のため寸断された発電所共用道路・構内道路・敷地護岸の
　仮復旧を実施し、構内一面に散乱したがれき・樹木・土砂等の順次
　撤去
→復旧資材置き場・作業ヤードの引渡し
・被災した土木設備：地震・津波情報収集、連絡・避難体制を確立した
　上で、調査・点検・復旧工事を実施

・被災設備を中心に原型復旧。
・被災した１、２号機除塵装置の取替、取放水管可とう継手の復旧、取放
　水管周辺の液状化対策
・除塵装置：バケット型スクリーンの採用により、１水路２台から１水路１
　台に合理化
・荷役護岸等の港湾施設や放水路連絡橋：原型復旧
・構内道路、緑化計画：原型復旧を基本

・震災直後（平成23年3月20日）に運転再開
・営業運転中

・平成24年2月8日運転再開
・営業運転中

２号機を廃止し，１号機のみ運転中（H23.12.27 運転開始）
現在，３号機リプレース工事中

・１号機：H25. １.28 試運転開始⇒平成25年4月26日運転再開
　２号機：H24.11. 3 試運転開始⇒平成25年3月29日運転再開

今後の展開

復旧工事・リプレース工事において，防潮堤の設置等の津波対策を実施する予定であり，発電所計画にあたっては，津波対策に対して十分検討する必要がある。
今後の災害に備えて留意すべき点は以下の通り。
・国、自治体の津波対策の動向と発電所固有の状況を踏まえた発電所における想定津波レベル設定と防潮堤整備、漂流物対策、基礎設計等の津波対策の検討
・設備健全性を適切に評価するとともに、設備の重要度を踏まえ、必要に応じて安全裕度を高める等、地震・津波発生時の耐力向上や災害時における早期復旧性を考慮した設備設計
・現在の設計手法に加え、大地震発生を前提とし、設備重要度に応じて設備安全裕度を意識した設計手法の検討

設備被害（土木構造物との関連で
特記すべきもの）

環境被害（油漏洩など）

復旧状況

復旧の考え方

復旧設備，復旧方法，時期

発電所の稼動状況（H24.2月時点）

観測記録

地震記録（最大加速度・最大速度、計器設置場所）

津波記録（浸水高・浸水深・遡上高、浸水の概略範囲）

被害状況

地震による被害

土木構造物被害

液状化の有無

地盤沈下状況

津波による被害

土木構造物被害

地盤情報

敷地レベル（レベル設定根拠）
朔望平均満潮位［港名］
地下水レベル

地盤構成

地盤改良

事業者名
発電所名
所在地

設備概要

全体仕様（運開時期、出力、燃料など）

主要土木設備仕様

港湾設備

復水器冷却用水施設
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着桟設備

護岸

防波堤

取水口

取水路

放水路

放水口

燃料設備 タンク他

事業者名
発電所名
所在地

設備概要

全体仕様（運開時期、出力、燃料など）

主要土木設備仕様

港湾設備

復水器冷却用水施設

地盤情報

敷地レベル（レベル設定根拠）
朔望平均満潮位［港名］
地下水レベル

地盤構成

地盤改良

観測記録

地震記録（最大加速度・最大速度、計器設置場所）

津波記録（浸水高・浸水深・遡上高、浸水の概略範囲）

被害状況

地震による被害

土木構造物被害

液状化の有無

地盤沈下状況

津波による被害

土木構造物被害

今後の展開

設備被害（土木構造物との関連で
特記すべきもの）

環境被害（油漏洩など）

復旧状況

復旧の考え方

復旧設備，復旧方法，時期

発電所の稼動状況（H24.2月時点）

東京電力 東京電力 東京電力 東京電力
広野火力（１～５号） 常陸那珂火力（１号） 鹿島火力（１～６号） 千葉火力（１，２号）

福島県双葉郡広野町大字下北迫字二ツ沼５８ 茨城県那珂郡東海村照沼７６８−２３ 茨城県神栖市東和田9 千葉県千葉市中央区蘇我町２丁目１３７７
1号機  60万kW（重油・原油） 1980年4月運開
2号機  60万kW（重油・原油） 1980年7月運開
3号機 100万kW（重油・原油） 1989年6月運開
4号機 100万kW（重油・原油） 1993年1月運開
5号機  60万kW（石炭）          2004年7月運開

1号機 100万kW（石炭） 2003年12月運開 1号機  60万kW（重油・原油）　1971年3月運開
2号機  60万kW（重油・原油）　1971年9月運開
3号機  60万kW（重油・原油）　1972年2月運開
4号機  60万kW（重油・原油）　1972年4月運開
5号機 100万kW（重油・原油） 1974年9月運開
6号機 100万kW（重油・原油） 1975年6月運開

1号系列1～4軸 36万kW×4（ＬＮＧ） 2000年4月運開
2号系列1～4軸 36万kW×4（ＬＮＧ） 2000年6月運開

重軽油バース： 5,000DWT
揚炭灰払出バース： 12,500DWT
重油バース： 5,000～10000DWT
物揚場

揚炭桟橋（石炭）：130,000DWT
重軽油バース（重油・軽油）：5,000DWT
石灰石・石膏用バース：2,000DWT

重原油バース：5,000DWT
物揚場

物揚場

形式：傾斜提，矢板式
天端高さ：HP+5.0m～8.5m

形式：傾斜堤、ケーソン式混成堤
天端高さ：HP+4.0m～7.0m

形式：矢板式
天端高さ：YP+3.5～5.0m

形式：矢板式，重力式
天端高さ：AP+5.0m

形式：傾斜型
天端高さ：HP+5.5mm

－ － －

形式：カーテンウォール式

取水量：26.5m
3
/s（1u,2u,5u）、43.0m

3
/s（3u,4u）

形式：カーテンウォール式

取水量：45.0m
3
/s

形式：カーテンウォール式

取水量：19.56m
3
/s（1u,3u）、19.33m

3
/s（2u,4u）

　　　　  　32.33m
3
/s（5u,6u）

形式：カーテンウォール式

取水量：36.0m
3
/s（1u）、36.0m

3
/s（2u）

地下埋設鋼管（内径2.2～3.0m） 地下埋設鋼管（内径2.8m） 鉄筋コンクリート造暗渠 地下埋設鋼管（内径1.7m）

鉄筋コンクリート造暗渠 鉄筋コンクリート造暗渠 鉄筋コンクリート造暗渠 鉄筋コンクリート造暗渠

1～4号機：鉄筋コンクリート造暗渠
5号機：消波ブロック被覆式開渠(5u)

矢板式開渠 コンクリートブロック張開渠 鉄筋コンクリート造暗渠

原油・重油タンク：50,000KL×8
石炭サイロ（建築設備）：30000t×2

軽油タンク：3,500KL×2 原油・重油タンク：50,000KL×6 －

HP＋5.0m（TP+4.24m） DL+4.0m（TP+3.11m） YP+3.5～5.5m（TP+2.59～4.59m） AP+5.0m（TP+3.87m）
CDL+1.5m（TP+0.61m）［小名浜港］ CDL+1.493m（TP+0.603m）［常陸那珂港］ CDL+1.486m（TP+0.576m）［鹿島港］ （TP+0.966m）［千葉港］
GL-2.0m GL-2.4m GL-2.0m GL-1.0m
上位より埋土層，沖積砂層、砂質泥岩 上位より埋土層，沖積砂層・沖積シルト層の互層，砂質泥岩 上位より盛土層，沖積砂層・沖積礫層の互層，洪積層 上位より埋土層，沖積砂層・沖積シルト層の互層，洪積層

なし セメント安定処理・サンドコンパクションパイル等（主要設備下部） 良質土置換（タンク基礎部） セメント安定処理・サンドコンパクションパイル等（主要設備）

最大加速度：391gal
計器設置場所：タービン架台
震度６弱、全機停止

最大加速度：321.0cm/s
2
、最大速度：52.5cm/s

計器設置場所：地表面
震度６弱、全機停止

最大加速度：430.1cm/s
2
、最大速度：48.0cm/s

計器設置場所：地表面
震度６弱、全機停止

最大加速度：126.2cm/s
2
、最大速度：29.8cm/s

計器設置場所：地表面
震度５強、１系列停止

浸水深：最大4m程度
・浸水マップ

浸水深：最大1.5m程度
・浸水マップ

浸水深：約1m以下（事務本館周辺では約0.3m）
・浸水マップ

浸水なし

・道路段差
・物揚場護岸はらみだし(20～70cm)　他

・運炭コンベア基礎不陸・蛇行
・貯炭場排水処理基礎損傷
・灰捨場遮水壁倒壊・変状
・雨水排水貯槽の浮き上がり（最大150cm）・排水管損傷
・道路段差　他

・補機基礎傾き（海水クーラー基礎）
・道路段差　他

一部の護岸ではらみだし（最大7cm）
ごく一部の配管基礎・道路沈下

構内のごく一部で発生
（津波襲来と重なり詳細把握困難）

ほぼ敷地全域の無対策地盤で液状化発生、噴砂＆過剰間隙水圧消散に伴
う沈下（地盤改良箇所での液状化は確認されず）

構内一部で液状化発生
但し，地盤改良箇所での液状化は確認されず

構内のごく一部で発生
但し，地盤改良箇所での液状化は確認されず

構内のごく一部で発生 構内各所で地盤沈下発生 構内一部で地盤沈下発生 構内のごく一部で発生

・瓦礫による構内道路通行不可
・港湾内の土砂堆積，資機材･車両の落下
・護岸パラペット転倒，防波堤消波ブロック移動・透過防止矢板損傷
・燃料バースドルフィン損傷（漂流船舶衝突による）
・一部の防油堤表面被覆ブロックの洗掘（捲れ）　等
・重油バース施設間連絡橋流出
・取放水路や油タンク基礎など主要設備には顕著な損傷は認められな
　かった

殆どなし
⇒揚炭バース損傷
　瓦礫・車両の構内散乱

・放水路開渠部背面土砂吸出し なし

特記事項なし ・接岸荷降中の石炭船の離桟および衝突により揚炭機
　（アンローダー）、石炭受入コンベアが損傷

特記事項なし 特記事項なし

なし なし なし なし
発電設備については応急復旧後，原形復旧 発電設備については応急復旧後，原形復旧 発電設備については応急復旧後，原形復旧 設備被害なし

・構内道路通行不可　【仮復旧】瓦礫・飛散物撤去後、砕石補充等車両
　通行可能な程度に仮復旧
⇒【本復旧】原形復旧（H27.3予定）
・護岸施設転倒・移動　【仮復旧】なし
⇒【本復旧】原形復旧（H23.9完了）
・燃料バース損傷　【仮復旧】No.2バース13番ドルフィンが仮運用可能な
　ことを確認
⇒【本復旧】原形復旧（H24.5完了）
・港湾内土砂堆積等　【仮復旧】なし
⇒【本復旧】堆積土砂・落下物撤去　（H23.6完了）
・H23年6月末までに構内道路，油タンク防油堤ほかの仮復旧および
　港湾内の堆砂・落下物撤去完了

・運炭ベルコン基礎傾斜　【仮復旧】仮設トラックホッパー設置、石炭輸送
　ルート確保
⇒【本復旧】基礎再構築、コンベア再設置（H23.12完了）
・雨水排水槽浮上がり　【仮復旧】なし
⇒【本復旧】傾きが大きいことから再構築、構内全域で液状化に伴う沈下
　が生じているので、幹線の排水勾配を確保するために、流末に位置す
　る当該設備の設置深度を当初から50cm下げて構築（H24.3完了）
・構内道路陥没　【仮復旧】砕石補充等車両通行可能な程度に仮復旧
⇒【本復旧】原形復旧（H26.3予定）
・電気洞道：躯体下部の液状化対策工の変化点で目地部のズレ発生
⇒断面図修復後目地部に止水対策実施
・構内石炭灰処分場の復旧完了
・雨水排水管の復旧実施中　（H24.8現在）

・放水路開渠部仮復旧完了
・補機基礎（海水クーラー基礎）傾き　【仮復旧】機器、配管によるレベル
　調整
⇒【本復旧】原形復旧（H24.11末完了）
・構内道路陥没　【仮復旧】砕石補充等車両通行可能な程度に仮復旧
⇒【本復旧】原形復旧（H25.3予定）

設備被害なし

1u：H23.7.3、2u：H23.7.11、3u：H23.7.16、4u：H23.7.14、5u：H23.6.15発電再開
全号機復旧完了

H23.5.15　発電再開
全号機復旧完了

1u：H23.5.16、2u：H23.4.7、3u：H23.4.6、4u：H23.4.1、5u：H23.4.8、6u：
H23.4.20　運転再開
全号機復旧完了

震災当日より運転

・想定津波高さの見直し必要性
・避難訓練が奏功
・広野火力で代表される浸水被害を受けた電動機や制御基盤等は洗浄により再利用できるものであり、最大限活用することにより早期復旧を図ったが、構外工業用水ラインが被災したため洗浄用水の確保に苦慮した。
⇒洗浄水だけでなく、火力発電設備の再起動にあたっても工業用水が必要となることから、被災後の早急な確保のために自治体との連携が必要。

発電所用地の外郭を構成するケーソン等の護岸については大規模な変状は発生していない。

護岸法線の変状による船舶の接岸支障を及ぼす事態にはなっていない。
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着桟設備

護岸

防波堤

取水口

取水路

放水路

放水口

燃料設備 タンク他

今後の展開

設備被害（土木構造物との関連で
特記すべきもの）

環境被害（油漏洩など）

復旧状況

復旧の考え方

復旧設備，復旧方法，時期

発電所の稼動状況（H24.2月時点）

観測記録

地震記録（最大加速度・最大速度、計器設置場所）

津波記録（浸水高・浸水深・遡上高、浸水の概略範囲）

被害状況

地震による被害

土木構造物被害

液状化の有無

地盤沈下状況

津波による被害

土木構造物被害

地盤情報

敷地レベル（レベル設定根拠）
朔望平均満潮位［港名］
地下水レベル

地盤構成

地盤改良

事業者名
発電所名
所在地

設備概要

全体仕様（運開時期、出力、燃料など）

主要土木設備仕様

港湾設備

復水器冷却用水施設

東京電力 東京電力 東京電力 相馬共同火力
川崎火力（１号） 東扇島火力（１，２号） 南横浜火力（１～３号） 新地発電所（１，２号）

神奈川県川崎市川崎区千鳥町５−１ 神奈川県川崎市川崎区東扇島３ 神奈川県横浜市磯子区新磯子町３７－１ 福島県相馬郡新地町駒ケ嶺今神１−１
1号系列1-1軸 50万kW（ＬＮＧ） 2009年7月運開
1号系列1-2軸 50万kW（ＬＮＧ） 2008年7月運開
1号系列1-3軸 50万kW（ＬＮＧ） 2007年6月運開

1号機 100万kW（ＬＮＧ） 1987年9月運開
2号機 100万kW（ＬＮＧ） 1991年3月運開

1号機 35万kW（ＬＮＧ） 1970年5月運開
2号機 35万kW（ＬＮＧ） 1970年4月運開
3号機 45万kW（ＬＮＧ） 1973年5月運開

1号機 100万kW（石炭） 1994年7月運開
2号機 100万kW（石炭） 1995年7月運開

物揚場 ＬＮＧバース：130,000m
3
級

重油バース：3,500DWT
物揚場

ー 揚炭バース：直杭式桟橋 60,000DWT×2
        鋼管杭φ1,000～1,400,前面水深CDL-15.5m
重油バース：直杭式桟橋とドルフィン式複合桟橋
        5,000DWT、鋼管杭φ800～1,000mm

形式：矢板式，擁壁式
天端高さ：KP+4.0～4.5m

形式：重力式，矢板式
天端高さ：KP+4.0m

形式：混成式（ケーソン式，Ｌ型ブロック式），矢板式
天端高さ：AP+3.6～6.5m

鋼管矢板φ1,200（福島県施工）
天端高CDL+4.0m

－ － －

形式：カーテンウォール式

取水量：36.0m
3
/s

形式：カーテンウォール式

取水量：44.0m
3
/s（1u,2u）

形式：カーテンウォール式

取水量：12.0m
3
/s（1u）、12.17m

3
/s（2u）、15.5m

3
/s（3u）

形式：カーテンウォール式、鋼管組杭（直杭φ1m斜杭φ0.7m）

取水量：45.0m
3
/s（1u,2u共に）

地下埋設鋼管（内径1.85m） 地下埋設鋼管（内径4.0m） 鉄筋コンクリート造暗渠 鉄筋コンクリート造（W5.0m×H5.0m×2連）

鉄筋コンクリート造暗渠 鉄筋コンクリート造暗渠 鉄筋コンクリート造暗渠 鉄筋コンクリート造（W4.4m×H4.4m×2連）

鉄筋コンクリート造開渠 鉄筋コンクリート造暗渠 鉄筋コンクリート造暗渠 鉄筋コンクリート造
（W3.6m×H2.5m×2連、W2.4m×H2.5m×3連）

－ 地下式ＬＮＧタンク：60､000KL×9 地上式ＬＮＧタンク：
25,000KL×1，35,000KL×2，45,000KL×1

重油タンク、形式：直接基礎（砕石リング基礎）、φ42.4m×t2.0m×W0.5m
（基礎）

KP+4.0～4.5m（TP+2.91～3.41m） KP+3.8～5.0m（TP2.71m～3.91m） AP+3.6～4.3m（TP+2.47～3.17m） DL+5.1m（TP+4.24m），DL+4.0m（TP+3.14m）：高潮等を考慮
（TP+0.903m）［川崎港］ （TP+0.903m）［川崎港］ （TP+0.903m）［横浜港］ CDL+1.5m（TP+0.64m）［相馬港］
GL-2.4m GL-3.0～-4.0m GL-1.3m GL-0.4～1.0m
上位より埋土層，沖積砂層・沖積シルト層の互層，洪積層 上位より埋土層，沖積砂層・沖積シルト層の互層，洪積層 上位より埋土層，沖積砂層・沖積シルト層・沖積粘土層の互層，土丹層 基盤が新第三紀鮮新世の竜の口層、その上に第四紀の沖積層

セメント安定処理・サンドコンパクションパイル等（主要設備） セメント安定処理・サンドコンパクションパイル等（主要設備） なし 重油タンク基礎：載荷盛土（H5.0ｍ）、良質土置換
　　　（t4.2m）、SCP（φ700、@1.4ｍ）

最大加速度：108.3cm/s
2
、最大速度：32.5cm/s

計器設置場所：地表面
震度５強

最大加速度：142.3cm/s
2
、最大速度：46.9cm/s

計器設置場所：地表面
震度５強、１機停止

最大加速度：81.3cm/s
2
、最大速度：22.6cm/s

計器設置場所：地表面
震度５弱

最大加速度：ボイラ1F 371.9gal、タービン2F 585.1gal

浸水なし 浸水なし 浸水なし 構内全域において、2～3ｍ程度冠水。

ごく一部の配管基礎・側溝等の沈下 ごく一部の道路・フェンス・側溝・ゲート等の沈下 ごく一部の道路・土間コンクリート等の沈下 道路陥没　他

構内のごく一部で発生
但し，地盤改良箇所での液状化は確認されず

構内のごく一部で発生
但し，地盤改良箇所での液状化は確認されず

構内のごく一部で発生
但し，地盤改良箇所での液状化は確認されず

構内各所で液状化発生
但し、地盤改良部位での液状化はなし。

構内のごく一部で発生 構内のごく一部で発生 構内のごく一部で発生 構内各所で地盤沈下発生

なし なし なし ・5号埠頭　埠頭監視室前管理用道路流出他
・揚炭・揚油バース鋼管杭防食カバー損傷・流出
・沖防波堤：ほとんどが没水（国交省が所管、L=2,730m)

特記事項なし 特記事項なし 特記事項なし ・接岸荷降中の石炭船の離桟および衝突により揚炭機（アンローダー）が損
傷
・石炭船に接続の石炭受入コンベアが衝撃で損傷
・揚炭バース床版一部損傷、重油バース施設間連絡橋流出

なし なし なし 座礁船（石炭船）より油流出
設備被害なし 原形復旧 設備被害なし 発電設備については原形復旧

設備被害なし 道路・フェンス・側溝・ゲート等の復旧完了 設備被害なし ・H24年3月30日復旧工事の一部を残し完了予定
  PR館（H24年4月着手予定）
  発電所東側周囲柵（新地町用水路復旧工事の為）
・オイルフェンス巻き取り機基礎：アンカーボルトの再設置（コアドリリングに
よる既設除去）
・既設護岸鋼管矢板：グラウンドアンカー設置＋捨石による根固め補強
・防舷材の再設置、防食カバーの復旧
・沈下→空隙発生部：エアモルタルによる空隙充填　他

震災当日より運転 1u:H23.3.24　運転再開
全号機復旧完了

震災当日より運転 1号機　2011年12月27日　並列
2号機　2011年12月19日　並列

・想定津波高さの見直し必要性
・避難訓練が奏功
・貯炭場北側の協力会社事務所孤立⇒避難道路設置
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着桟設備

護岸

防波堤

取水口

取水路

放水路

放水口

燃料設備 タンク他

今後の展開

設備被害（土木構造物との関連で
特記すべきもの）

環境被害（油漏洩など）

復旧状況

復旧の考え方

復旧設備，復旧方法，時期

発電所の稼動状況（H24.2月時点）

観測記録

地震記録（最大加速度・最大速度、計器設置場所）

津波記録（浸水高・浸水深・遡上高、浸水の概略範囲）

被害状況

地震による被害

土木構造物被害

液状化の有無

地盤沈下状況

津波による被害

土木構造物被害

地盤情報

敷地レベル（レベル設定根拠）
朔望平均満潮位［港名］
地下水レベル

地盤構成

地盤改良

事業者名
発電所名
所在地

設備概要

全体仕様（運開時期、出力、燃料など）

主要土木設備仕様

港湾設備

復水器冷却用水施設

常磐共同火力 鹿島共同火力
勿来発電所（６～９号） 鹿島共同（１～４号）

福島県いわき市佐糠町大島20 茨城県鹿嶋市新浜５ 
6号機 17.5万kW（重油） 1966年11月運開
7号機 25.0万kW（石炭） 1970年10月運開
8号機 60.0万kW（石炭） 1983年9月運開
9号機 60.0万kW（石炭・重油） 1983年12月運開

1号 35万kW（高炉ガス・重油他） 1973年7月運開
2号 35万kW（高炉ガス・重油他） 1973年12月運開※
3号 35万kW（高炉ガス・重油他） 1982年2月運開
4号 35万kW（高炉ガス・重油他） 1982年3月運開
※長期計画停止中

公共の小名浜港を利用

公共の小名浜港を利用

防潮堤（公共の防潮堤）
　天端高さ：TP+4.5m、TP+6.2m
形式：バースクリーン式

取水量：24.0m
3
/s（6・7u）、40.0m

3
/s×2（8・9u）

形式：取水塔式

取水量：25.0m
3
/s（1&2u）、30.5m

3
/s（3&4u）

トンネル　13.515m2（6・7u）

トンネル　17.756m
2
（8・9u）

W3.15m×H3.15×2連（1&2u）
W3.30m×H3.30×2連（3&4u）

ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ　12.414m2（6・7u）

ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ　17.757m
2
（8・9u）

W3.80m×H3.80×1連（1&2u）
W4.00m×H4.00×1連（3&4u）

形式：開渠式
放水量：25.0m3/s（1&2u）、30.5m3/s（3&4u）

重油タンク：1.5万KL×1基、2万KL×3基 重油タンク：2万KL×2基、3万KL×2基

TP+2.457ｍ YP+5.0m（TP+4.16m）
CDL+1.5m（TP+0.61m）［小名浜港］ CDL+1.486m（TP+0.576m）［鹿島港］
GL-1.457m GL-0.2m
基新第三期多賀層の砂岩シルト，洪積層
基盤（N値50）までの深さ：約5～35m

第四紀砂質土層

なし なし

最大加速度：470.9gal（震度6弱）
計器設置場所：8・9号タービン架台2階(TP+7.257m)
最大加速度：356gal（Ｋ－ＮＥＴ勿来）

最大加速度：359cm/s
2
、最大速度：不明

計器設置場所：タービン架台2F GL+4.45m

小名浜：3.33m　　構内浸水高：約1.8m（TP+4.257m）
防潮堤越波高さ：TP+4.5m以上TP+6.2m未満

浸水なし

・復水器冷却用水施設に伸縮目地損傷、ひび割れ発生
・取水口側崖が崩落
・燃料輸送用洞道（トンネル＋ボックスカルバート）：伸縮目地にズレ
・重油タンクの沈下、破損

・取水路内土砂流入、水槽関係浮き上がり
・燃料タンク防油堤傾斜
・水路等点検口の破断
・埋設排水管断裂、道路陥没　他

・設備基礎（直接基礎）沈下（20～50cm程度）
・構内道路沈下（20～150cm程度）・ひびわれ・陥没
・側溝沈下・損傷

構内各所で液状化発生

構内各所で地盤沈下発生 構内各所で地盤沈下発生

港湾設備：被害甚大
防潮堤：発電所北側⇒津波の越波により殆ど破壊

なし

なし なし

なし なし
発電設備については原形復旧 発電設備については応急復旧後，原形復旧。

・港湾設備：国・県で復旧中
・防潮堤：トンパック土嚢をTP+4.5m積み（仮防潮堤）
⇒県計画では再構築する予定（TP+7.2m）
・伸縮目地：漏水が殆どない部分無処置、目地損傷部再構築
・取水口：側崖の崩落土砂撤去
・設備基礎：場所打ち杭を設置し，基礎を再構築
・道路：舗装打替え＆オーバーレイ、側溝：入替え＆嵩上げ

6u:H24.4.21(長期計画停止からの復旧)、7u:H23.12.21、8u:H23.7.17、
9u:H23.6.30　発電開始
全号機復旧完了

1u：H23.4.16、3u：H23.6.7、4u：H23.7.20 発電開始
全号機復旧完了

・復水器冷却用水施設については余震が続く中でドライアップしての詳細調
査が殆ど出来なかったため，全線を完全ドライアップして詳細調査を行い，
水路の補修を実施する

・ 土木設備重要度区分の設定
・ 液状化未対策部分への簡易対策方法の検討
・ 地下埋設物の浮き上がり防止
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東北電力 東北電力 東北電力
四時川第二 移川発電所 川上発電所

福島県いわき市田人町 福島県田村郡三春町 福島県東白川郡塙町
鮫川水系四時川 阿武隈川水系移川 久慈川水系川上川
昭和２年７月運開、１２３０ｋW、水路式 大正15年3月運開、330kW、水路式 大正3年2月運開、800kW、水路式

最大使用水量：１．６７m3／ｓ 最大使用水量：1.11m3/s 最大使用水量：2.50m3/s

有効落差：１０４．２４ｍ 有効落差：39.20m 有効落差：38.79m
ダム型式 コンクリート重力式ダム コンクリート重力式ダム コンクリート重力式ダム

ダム 長さ２４．００ｍ，高さ５．１０ｍ 長さ２７．９５ｍ，高さ５．８０ｍ 長さ２４．３０ｍ，高さ３．２５ｍ

容量 ― ― ―
設備概要 主要土木設備仕様 暗きょ，トンネル，水路橋：こう長２，９５９．３５ｍ トンネル，暗きょ，逆サイフォン，導水管：こう長１，１９３．５１ｍ 暗きょ：こう長６２８．５０ｍ

コンクリート造り：長さ１５．００ｍ，幅７．００～１．８０ｍ 鉄筋コンクリート造り：長さ１６．００ｍ，幅６．４０ｍ コンクリート造り：長さ２１．５０ｍ，幅４．８０～２．７０ｍ
高さ２．７５～１．８５ｍ 高さ３．６５～１．９５ｍ 高さ３．４０～２．８１ｍ
コンクリート：長さ１１．５０ｍ 鋼管：長さ５０．０８ｍ ―

― ― ―

溶接鋼管：長さ２８８．６０６ｍ，内径０．９１ｍ 溶接鋼管：長さ６３．６９９ｍ，内径１．０２～０．７０ｍ 鋲接および溶接鋼管：長さ７４．８４３ｍ，内径１．３５～０．９３ｍ

地上式 地上式 地上式
コンクリート造り：長さ２９．００ｍ，幅１．８２ｍ 鉄筋コンクリート造り：長さ１４．７０ｍ，幅２．８０～４．００ｍ 鉄筋コンクリート造り：長さ６．４０ｍ，幅４．５０～２．３０ｍ
高さ１．９４ｍ 高さ０．８５～１．５０ｍ 高さ６．４８～２．１５ｍ

― ― ―
地形：浸食を受けた山地の痩せ尾根部を通過 不明
地質：花崗岩、崩壊した導水路～水槽間基礎の一部が風化したマサ土

近傍の観測データ無し 近傍の観測データ無し

― ― ―
水槽の上流地点で地山が崩落し水路が破損した。 水槽から漏水が発生し，地山が侵食され，水槽および 導水路上部の地山が崩落し，落石により導水路の一部が破損した。

土木構造物被害 公衆災害無し 水圧鉄管の一部が破損，また周辺地山が洗堀した。 公衆災害無し
地震による被害 公衆災害無し

被害状況 無 無 無
無 無 無
― ― ―

津波による被害 設備被害（土木構造物との関連 ― ― ―
で特記すべきもの）

― ― ―

復旧状況 復旧方法：水槽の1/2程度を取壊し，鉄筋コンクリート 復旧方法：破損した既設ヒューム管（現場製作）を２次製品のヒューム管に
　　　　　　　で原形復旧 　　　　　　　取り替え
　　　　　　　水圧鉄管の破損箇所は原形復旧 復旧に要した期間：Ｈ２３．８～Ｈ２４．３

復旧設備、復旧方法、時期、復旧に要した期間，運転再開日 　　　　　　　地山洗堀箇所の上部はコンクリート打設， 運転再開日：平成２４年３月
　　　　　　　下部は盛土，表面保護工を施工
復旧に要した期間：Ｈ２３．１０～H２４．７
運転再開日：平成２４年６月

停止中 運転中 運転中

復旧の為の技術的課題，知見等 特になし 特になし 特になし

設計に関する情報
延長部の水圧管について高耐圧ポリエチレン管を採用。管体自体の可とう
性により地盤変位時の追従性が高い。

特になし 特になし

災害事象に対する考察

地震動により導水路が位置する痩せ尾根部に小崩壊が発生し，これに起
因する漏水により地山が徐々に侵食し，導水路が破損したものと推測され
る。

地震動により水槽にクラックが生じ，同部位より漏水が発生，一部の基礎
部地山が除々に侵食し，水槽および水圧鉄管の一部が破損したものと推
測される。

導水路上部の地山が崩落し，落石により導水路の一部が破損した。

・最新の土砂災害危険個所を把握し，発電所重点点検ポイントとして管理
していく。

発電所重点点検ポイントとして管理していく。 発電所重点点検ポイントとして管理していく。

破損個所が国有保安林に位置し，工事実施には国有保安林解除手続き
が必要となるため，平成２５年１２月申請済，現在審査中

発電所の稼動状況（Ｈ２６．７月時点）

今後の展開

その他 当社関連グループ会社が水力発電事業主体となっている水力発電設備における被害は無し。

土木構造物被害

環境被害（油漏洩など）

復旧の考え方
原形復旧では痩せ尾根部への施工となるため，水槽を移設，水圧管を延
長し，復旧する計画とした。

原形復旧する計画とした。 破損したヒューム管部分をコンクリート２次製品のヒューム管と取り替える
計画とした。

観測記録
地震記録（最大加速度・最大速度、計器設置場所）

水平合成最大加速度：673gal　上下方向最大化速度：604gal　観測地点：
東北電力いわき変電所（いわき市遠野町　震度階：6弱（SI値60cm/s）

津波記録（浸水高・浸水深・遡上高、浸水の概略範囲）

液状化の有無
地盤沈下状況

発電所

放水路

地盤情報
地下水レベル

地盤状況
地質：水槽基礎部は花崗岩、損壊した水槽基礎の一部が風化したマサ土

導水路

水槽

水路管

サージタンク

水圧管路

事業者名
発電所名
所在地
水系

全体仕様（運開時期、出力、発電型式など）

寸法
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ダム型式
ダム

容量
設備概要 主要土木設備仕様

土木構造物被害
地震による被害

被害状況

津波による被害 設備被害（土木構造物との関連
で特記すべきもの）

復旧状況

復旧設備、復旧方法、時期、復旧に要した期間，運転再開日

復旧の為の技術的課題，知見等

設計に関する情報

災害事象に対する考察

発電所の稼動状況（Ｈ２６．７月時点）

今後の展開

その他

土木構造物被害

環境被害（油漏洩など）

復旧の考え方

観測記録
地震記録（最大加速度・最大速度、計器設置場所）

津波記録（浸水高・浸水深・遡上高、浸水の概略範囲）

液状化の有無
地盤沈下状況

発電所

放水路

地盤情報
地下水レベル

地盤状況

導水路

水槽

水路管

サージタンク

水圧管路

事業者名
発電所名
所在地
水系

全体仕様（運開時期、出力、発電型式など）

寸法

東京電力 東京電力
塩原発電所 沼の倉発電所

栃木県那須塩原市塩原 福島県耶麻郡猪苗代町
鍋有沢川・小蛇尾川 阿賀野川水系長瀬川
平成6年6月運開、900,000kW、ダム水路式 昭和２１年１２月運開、１８，９００ｋｗ、水路式

最大使用水量：324.0m3/s 最大使用水量：７６．８５ｍ３/ｓ

有効落差：338.00m 有効落差：２７．７１ｍ
アスファルト表面遮水壁型ロックフィルダム （上部ダム） －
高さ：90.5m、頂長：263.0m －

7,600,000m3 －
圧力隧道　1,465.85m 蓋渠、開渠；こう長２，１０６．４３１ｍ

－ －
制水口水室式
制水口　内径：4.100m
下部構造　内張菅SM41B　高さ：66.662m　内径：13.000m　厚さ：15～38mm
上部構造　鉄筋コンクリート造　高さ：38.000m　内径：13.000m

－

溶接鋼管　長さ592.904m，615.393m，635.682m　内径：8～2.6m
SM50B　SM58Q　HT80　厚さ：22～78mm

１号管（鉄筋コンクリート管および溶接鋼管）；長さ２５０．６０２ｍ、内径３．８００ｍ～３．５０４ｍ、２
号管（溶接鋼管）；長さ２４６．８８２ｍ、内径３．８００ｍ～３．１００ｍ

地下式鉄筋コンクリート造　高さ：52.1m　幅28.0m　長さ163.0m 地上式
圧力隧道　条数：3　長さ：244.36m，240.18m，236.08m　内径：4.800m

－ －

上部ダム最大加速度： 最大加速度　ＥＷ２７６ｇａｌ　
　　53gal（ダム基礎ダム軸方向），　253gal（ダム天端上下流方向） 計器設置場所　K-NET　FKS020(猪苗代)

－ －
アスファルト表面遮水壁に一部ひび割れが発生 開水路側壁のクラック
漏水量が若干増加した 開渠背面盛土の沈下
(左右岸アバットより約20ｍの位置に、天端から左岸側66.5m、
右岸側78.2mの長さのひび割れ。）

－ －
－ －
－ －

－

－ －

復旧設備：アスファルト遮水壁 開水路を固定する為のロックボルト打設
復旧工事概要： 復旧工事時期：H23年5月初旬～6月下旬、H23/6/26運転再開
　ひび割れ部上部遮水層2層目までを切削除去、　3層目ひび割れ部を幅10cm程度でUカット
　低弾性アスファルトを使用したアスファルトマスチックを充填
　その上部にアスファルト含浸不織布シートを布設
　切削した上部遮水層2層を再度舗設
復旧工事期間：H23/4/16～5/22
　上記復旧工事の他、天端コンクリートジョイント部での歪み集中を緩和する対策工事を実施

復旧完了 運転中

ひび割れ発生メカニズムの推定
表面遮水壁の亀裂深度調査手法

特になし

－ なし

表面遮水壁のひび割れは，天端コンクリートブロックのジョイント開口に伴うひずみ集中が要因と
推察された。

開水路側壁背面の人工盛土からの土圧作用により、開水路側壁にクラックが生じたものと推測さ
れる。

遮水壁に変状のないことを日常点検や計測監視等により確認する。 定点での定期観測による設備状態の把握

－

ひび割れ部の遮水層を除去したうえで再舗設する。

練石およびコンクリート造り；長さ７４６．４１５ｍ、幅１０．４５０ｍ～２１．１５０ｍ

泥流堆積物を主体とする地域に水路、水槽、発電所等の構造物が立地している凝灰岩主体の地域（一部玢岩を含む）に上部ダムがある

鉄筋コンクリート造り；長さ１１８．０００ｍ、幅１０．７００ｍ～２１．７００ｍ、高さ４．２５０ｍ～８．３０
０ｍ

－
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参考資料３－3

ダム型式
ダム

容量
設備概要 主要土木設備仕様

土木構造物被害
地震による被害

被害状況

津波による被害 設備被害（土木構造物との関連
で特記すべきもの）

復旧状況

復旧設備、復旧方法、時期、復旧に要した期間，運転再開日

復旧の為の技術的課題，知見等

設計に関する情報

災害事象に対する考察

発電所の稼動状況（Ｈ２６．７月時点）

今後の展開

その他

土木構造物被害

環境被害（油漏洩など）

復旧の考え方

観測記録
地震記録（最大加速度・最大速度、計器設置場所）

津波記録（浸水高・浸水深・遡上高、浸水の概略範囲）

液状化の有無
地盤沈下状況

発電所

放水路

地盤情報
地下水レベル

地盤状況

導水路

水槽

水路管

サージタンク

水圧管路

事業者名
発電所名
所在地
水系

全体仕様（運開時期、出力、発電型式など）

寸法

電源開発株式会社 東京発電（株） 東京発電（株）
沼原発電所 石岡第一 花貫川第二

栃木県黒磯市板室 茨城県北茨城市中郷町 茨城県高萩市大熊
那珂川 - 那珂川 大北川水系大北川 花貫川水系花貫川
昭和48年6月30日運開、675,000kW、ダム水路式（純揚水） 明治４４年１０月運開、５，５００ｋｗ、水路式 大正９年１月運開、７５０ｋｗ、水路式

最大使用水量：172.5m3/s（揚水時：144.0m3/s） 最大使用水量：３．９０ｍ３/ｓ 最大使用水量：０．８３４ｍ３/ｓ

有効落差：478.0m 有効落差：１６１．１０ｍ 有効落差：１１２．６０ｍ
アスファルト表面遮水壁型ロックフィルダム コンクリート重力式ダム 表面張石コンクリートダム
高さ：90.5m、頂長：263.1m 長さ３０．０ｍ、高さ６．２ｍ 長さ８．０２ｍ、高さ２．５ｍ

－ －
圧力隋道　1,430.0 (m) 隧道、暗渠、開渠、水路橋：こう長　２，５６７．６５ｍ 隧道、暗渠、開渠：こう長　１，３０２．９ｍ

コンクリート造　長さ３５．８７ｍ、幅２．７６～６．９８ｍ 表面張石コンクリート造　長さ１９．８５ｍ　幅３．５５～７．１５ｍ
高さ２．３３～４．３２ｍ 高さ３．７１５～４．３２３ｍ

1,3号×806.7  2号×795.6 m コンクリート内張鋼管　長さ２６４．１５ｍ 鉄筋コンクリート管　長さ２６０．５４ｍ

制水口水室式 鉄筋コンクリート造　単胴式　高さ１０．１９ｍ　内径４．５２ｍ 鉄筋コンクリート造　単胴式　高さ１８．９ｍ　内径２．４８～２．００ｍ

溶接鋼管　長さ５６８．３７ｍ　内径１．６０～０．９０ｍ 鋲接鋼管　長さ１８２．８８ｍ　内径０．７５８～０．４５０ｍ

地下式 地上式 地上式
コンクリート造　長さ２．４５ｍ　幅２．５０ｍ　高さ２．２５ｍ コンクリート造　長さ１３．４８ｍ　幅１．８１８ｍ　高さ０．９０ｍ

－ － －
上池：花崗岩類の基盤上に火山性堆積層 地形：風化、浸食を受けた山地の痩せ尾根部を通過 地形：風化、浸食を受けた山地の痩せ尾根部を通過
水路・地下発電所：主に花崗岩類 地質：花崗岩、水槽基礎は風化したマサ 地質：花崗岩、水槽～サージタンク間は風化したマサ
最大加速度：ダム基礎部210gal,ダム天端部347gal 最大加速度　ＥＷ５８８．１ｇａｌ　卓越周期０．４ｓ　継続時間２００ｓ 最大加速度　ＥＷ５８８．１ｇａｌ　卓越周期０．４ｓ　継続時間２００ｓ
計器設置場所：ダム基盤部1箇所,ダム天端部2箇所 計器設置場所　K-NET　ＩＢＲ００２　高萩（離隔距離　７．２ｋｍ） 計器設置場所　K-NET　ＩＢＲ００２　高萩（離隔距離　７．４ｋｍ）

－ － －
アスファルト表面遮水壁にクラックが生じた 水槽付近の地山崩落と水槽崩壊 水路管の破損と亀裂の発生
ダム監査廊への漏水量が、最大1,063(ℓ/分)（地震前は数ℓ/分）まで増加する損傷 水槽周辺の石積崩壊 サージタンク既存ヘアークラックの開口
（総延長1,547m、幅最大2mmのひび割れ、発生位置は地山部と盛土部の境界付近。） 水槽～サージタンク間の水路管盛土の地割れ 水圧鉄管小支台の破損

水圧鉄管小支台と水圧鉄管路敷の亀裂発生

－ － －
－ － －
－ － －

－ －

－ － －
堤体変位等の異常はないことから、ｸﾗｯｸが生じた表面遮水壁を対象とする補修を行う。 水槽付近の崩落地山は仮押えとし、水槽復旧を優先 水路管破損部の復旧を優先　続いて亀裂の漏水防止対策
早期運転再開・遮水性・耐久性等を考慮し、ｵｰﾊﾞｰﾚｲ工法を採用。 を実施

復旧設備：アスファルト遮水壁(4/26～6/22) 水槽：旧水槽崩壊により、上流部の余地に鉄筋コンクリート 水路管：掘削し、破損部を除去し、コンクリート打設
　クラック部開削 　　　造の水槽を新設　規模は旧水槽の1/2程度 亀裂：一次対策工として、明確に認識できるものの漏水処
　クラック充填 　　　新水槽と水路管はＦＲＰＭ管により接合 　　　理を実施し、充水時に異常個所を二次対策工として
　クラック防止シート 水路管盛土：地割れ部を整形し転圧 　　　実施
　舗装工（オーバーレイ工法） 水圧鉄管部：はつり除去しコンクリート打設 水圧鉄管部：はつり除去しコンクリート打設
　表面保護工 時期：Ｈ２３．３／下～６／下、６／２９運開 時期：Ｈ２３．４／中～６／下、６／２２運開
運転再開日：H23/7/17

運転中 運転中 運転中

・全長1500m以上の補修を斜面上で早期に長期遮水性・耐久性を確保すること
・雪氷滑落による衝撃により補修部が損傷しないこと
・気温変化により変動するｸﾗｯｸ幅に補修部が追随できること

－

補修仕様(ｵｰﾊﾞｰﾚｲ工法)：①ｸﾗｯｸ部をU字ｶｯﾄし、ｺﾞﾑ化ｱｽﾌｧﾙﾄ充填②その上にｸﾗｯｸ防
止ｼｰﾄ(ｸﾗｯｸのｵｰﾊﾞｰﾚｲ部への伝達を防止)を敷設③さらに5cm厚のｱｽﾌｧﾙﾄ合材(既設と
同等の性状)で被覆(雪氷の衝撃を減少させるため、表面は平滑化し、端部は緩勾配のﾃｰ
ﾊﾟｰを設けた)

－

ﾀﾞﾑ変形に伴うひずみが、被災時の低い気温(-10℃)におけるｱｽﾌｧﾙﾄの限界ひずみを超
過し、ｱｽﾌｧﾙﾄ表面遮水壁にｸﾗｯｸが発生したものと推測される。限界ひずみと解析上の最
大ひずみは同程度であった。

－

通常のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに加え、補修箇所の温度・ひずみ計測等を継続実施。また、補修材の暴
露試験を実施。

－ 水路管、サージタンクの構造再設計と改造（Ｈ２５～）

－
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参考資料４ 火力発電所 各構造物・施設・設備ごとの復旧状況 （１／７） 

電力会社 発電所名 土木設備被害 
復旧方法 

（仮復旧、本復旧） 
復旧完了時期 発電再開との関連 運転再開日 

東北電力 八戸火力発電所 【地震】燃料油受入配管基礎陥没被害 

 

仮復旧：なし 

本復旧：サポート架台の修理を実施 

仮復旧：－ 

本復旧：H23.3 

 発電のための重要構造物であり，

発電再開までに復旧必要 

3u：H23.3.20 

仙台火力発電所 【地震】取水口護岸のはらみ出し 

（最大変位 38cm） 

仮復旧：なし 

本復旧：なし 

仮復旧：－ 

本復旧：－ 

 現状，運転には支障はないもの

の，長期的維持管理上から検討中。

4u：H24.2.8 

【地震】制御盤基礎に沈下・傾き 

（直接基礎部） 

仮復旧：なし 

本復旧：撤去・打替や，矯正により原形復旧 

仮復旧：－ 

本復旧：H23.10 

 運転再開にあわせ本復旧を実施。

【津波】防潮堤（約 85m）が転倒・損壊 仮復旧：トンパック設置 

本復旧：コンクリ－ト打替による原形復旧 

   （想定津波高さ見直しを踏まえて嵩上げ予定） 

仮復旧：H23.9 

本復旧：H24.2 

   （H25 予定） 

 当面の高潮被害等回避のため，

仮･本復旧(原形)を実施。（後日嵩上

げを予定） 

新仙台火力発電所 【地震】避雷器基礎の沈下・傾き 

（直接基礎部） 

仮復旧：なし 

本復旧：ジャッキアップで基礎矯正のうえ地盤改良 

仮復旧：－ 

本復旧：H23.9 

運転再開にあわせ本復旧を実施。1u：H23.12.27 

【地震】放水路設備に目地段差、クラック

が発生 

仮復旧：なし 

本復旧：撤去・打替により原形復旧 

仮復旧：－ 

本復旧：H27 予定 

 運転再開にあわせ本復旧を実施。

【地震】防潮堤にクラックが発生 仮復旧：なし 

本復旧：想定津波高さ見直しを踏まえた復旧時に実施予定

仮復旧：－ 

本復旧：H25 予定 

 現状，高潮等に問題がある被害で

はないため本復旧待ち 

【地震】変圧器防油堤にクラックが発生 仮復旧：なし 

本復旧：撤去・打替により原形復旧 

仮復旧：－ 

本復旧：H23.11 

運転再開にあわせ本復旧を実施。

【津波】護岸（県施設）流出による敷地の

洗掘 

仮復旧：トンパック設置 

本復旧：土砂埋立 

仮復旧：H23.8 

本復旧：H24 予定 

 敷地洗掘抑制のため仮復旧。本復

旧は県護岸復旧時期と整合。 

【津波】深層取水設備（フロ－ティングフ

ェンス）流出 

仮復旧：なし 

本復旧：撤去・新設 

仮復旧：なし 

本復旧：H24.6 

 既設フロ－ティングフェンスを

撤去し固定式に改良 

【津波】貝処理設備の損壊 仮復旧：なし 

本復旧：未定 

仮復旧：－ 

本復旧：未定 

 設備存続・廃止について検討中。
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火力発電所 各構造物・施設・設備ごとの復旧状況 （２／７） 

電力会社 発電所名 土木設備被害 
復旧方法 

（仮復旧、本復旧） 
復旧完了時期 発電再開との関連 運転再開日 

東北電力 原町火力発電所 【地震】荷役護岸のはらみ出し 

（30cm～100cm） 

仮復旧：なし 

本復旧：既設矢板護岸を撤去し，背面に新たに鋼管矢板（控

杭式）を新設復旧 

仮復旧：－ 

本復旧：H24.11 末 

発電再開に係る荷役作業のため，発

電再開までに復旧が必要 

1u：H25.4.26 

2u：H25.3.29 

【地震】取放水管の沈下 

（5cm～17cm） 

仮復旧：なし 

本復旧：可とう継手周辺地盤の液状化対策および可とう継

手部を復旧 

仮復旧：－ 

本復旧：H24.7 末 

発電のための重要構造物であり，発

電再開までに復旧必要 

【地震】主要変圧器基礎の沈下・クラック 仮復旧：なし 

本復旧：基礎下の空隙部をセメント系注入材で充填 

仮復旧：－ 

本復旧：H24. 1 末 

発電のための重要機器であり，発電

再開までに復旧必要 

【地震】ろ過水タンク基礎の沈下 

（11cm） 

仮復旧：なし 

本復旧：不等沈下がなく基礎欠損部のみ補修 

仮復旧：－ 

本復旧：Ｈ24. 8 末 

発電のための重要構造物であり，発

電再開までに復旧必要 

【津波】重油タンク防油堤破損 仮復旧：なし 

本復旧：軽油タンクを高台へ新設・復旧 

仮復旧：－ 

本復旧：Ｈ24.10 末 

起動用の補助燃料として発電再開

までに復旧必要 

【津波】越波防潮堤の損壊 仮復旧：なし 

本復旧：損壊部を原形復旧 

仮復旧：－ 

本復旧：H25.3 末 

 

特になし 

【津波】主要変圧器防火壁倒壊 仮復旧：なし 

本復旧：一部壁厚を増厚し復旧 

仮復旧：－ 

本復旧：Ｈ24. 6 末 

防火対策設備として発電再開まで

に復旧必要 

【津波】除塵機損壊 仮復旧：なし 

本復旧：既設を撤去し全面復旧（バケット型スクリーン採

用により１水路２台から１水路１台に合理化） 

仮復旧：－ 

本復旧：H24.10 末 

発電のための重要機器であり，発電

再開までに復旧必要 

【津波】放水口連絡橋損壊 仮復旧：なし 

本復旧：既設上部工を撤去のうえ架設・復旧 

仮復旧：－ 

本復旧：H24.9 末 

発電再開作業のため通行可能と発

電再開までに復旧必要 
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火力発電所 各構造物・施設・設備ごとの復旧状況 （３／７） 

電力会社 発電所名 土木設備被害 復旧方法 

（仮復旧、本復旧） 

復旧完了時期 発電再開との関連 運転再開日 

東京電力 広野火力発電所 【津波】構内道路通行不可 仮復旧：がれき・飛散物等を撤去し，砕石補充等で車両通

行可能な程度に仮復旧 

本復旧：原形復旧 

仮復旧：H23.4 末 

本復旧：H27.3 末 

仮復旧は他復旧工事のために必要

であり、早急に実施。 

1u：H23.7.3 

2u：H23.7.11 

3u：H23.7.16 

4u：H23.7.14 

5u：H23.6.15 

【津波】護岸上部工滑動･転倒 仮復旧：なし 

本復旧：原形復旧 

仮復旧： 

本復旧：H23.9 末 

 

【津波】燃料バ－ス一部損傷 仮復旧：No.2 バ－ス 13 番ドルフィン仮運用可能なことを 

確認 

本復旧：原形復旧 

仮復旧：H23.5 初旬 

本復旧：H24.5 末 

発電再開に必要 

【津波】港湾内への土砂堆積，資機材･車

両落下 

仮復旧：なし 

本復旧：堆積土砂･落下物撤去 

仮復旧： 

本復旧：H23.6 末 

発電再開に必要 

【津波】燃料油タンク防油堤一部損傷 仮復旧：なし 

本復旧：法面ブロック部をモルタル吹き付け等により復旧

仮復旧： 

本復旧：H25.3 末 

発電再開に必要 

常陸那珂火力発電所 【地震】運炭コンベア基礎の傾斜・変状 仮復旧：仮設のトラックホッパ－を設置し，石炭輸送ル－

トを確保 

本復旧：基礎を再構築後，コンベアを再設置 

仮復旧：H23.5 末 

本復旧：H23.12 末 

発電再開に必要であり、早急に復旧

するため仮復旧を実施。 

1u：H23.5.15 

【地震】灰処分場遮水壁倒壊・変状 仮復旧：なし 

本復旧：鋼矢板および地盤改良による遮水壁を再構築 

仮復旧： 

本復旧：H23.6 中旬 

発電再開に必要 

【地震】貯炭場排水貯槽浮き上り 仮復旧：なし 

本復旧：隣接地に再構築後，既設撤去 

仮復旧： 

本復旧：H23.12 上旬

 

【地震】雨水排水槽浮上がり 

 

 

仮復旧：なし 

本復旧：幹線の排水勾配を確保するために設置深度を当初

から 50cm 下げて再構築 

仮復旧： 

本復旧：H24.3 

 

発電所再開に必要 

【地震】道路陥没 

 

仮復旧：砕石補充等で車両通行可能な程度に仮復旧 

本復旧：原形復旧 

仮復旧：H23.3 中旬 

本復旧：H26.3 予定 

仮復旧は他復旧工事のために必要

であり、早急に実施。 

【地震】電気洞道躯体下部の液状化対策工

の変化点で目地部のズレ発生 

仮復旧：断面図修復後目地部に止水対策実施 

本復旧：原形復旧 

 発電所再開に必要 

鹿島火力発電所 【津波】放水路開渠部背面土砂吸出し 仮復旧：水中部を先行しコンクリ－トにより復旧 

本復旧：開渠法面ブロック部をコンクリ－トにより復旧 

仮復旧：H23.4 上旬 

本復旧：H26.6 末 

 1u：H23.5.16 

2u：H23.4.7 

3u：H23.4.6 

4u：H23.4.1 

5u：H23.4.8 

6u：H23.4.20 

【地震】補機基礎傾き 

（海水ク－ラ－基礎） 

仮復旧：機器並びに配管によるレベル調整 

本復旧：原形復旧 

仮復旧：H23.4 上旬 

本復旧：H24.11 末 

発電再開に必要であり、早急に復旧

するため仮復旧を実施 

【地震】道路陥没 仮復旧：砕石補充等で車両通行可能な程度に仮復旧 

本復旧：原形復旧 

仮復旧：H23.3 中旬 

本復旧：H25.3 予定 

仮復旧は他復旧工事のために必要

であり、早急に実施。 



参考資料４－4 

火力発電所 各構造物・施設・設備ごとの復旧状況 （４／７） 

電力会社 発電所名 土木設備被害 
復旧方法 

（仮復旧、本復旧） 
復旧完了時期 発電再開との関連 運転再開日 

相馬共同 

火力 

新地発電所 【地震】道路陥没 仮復旧：砕石補充で車両通行可能な程度に仮復旧 

本復旧：原形復旧 

仮復旧：H23.4 

本復旧：H23.10 

発電再開に必要であり、早急に復旧

するため仮復旧を実施。 

1u：H23.12.27 

2u：H23.12.19 

【津波】５号埠頭 埠頭監視室前管理用道

路流出 

仮復旧：なし 

本復旧：原形復旧 

仮復旧： 

本復旧：H24.3 

石炭船入港（H24.2 中旬）に必要 

【津波】揚炭・揚油バ－ス鋼管杭防食カバ

－損傷・流出 

仮復旧：なし 

本復旧：原形復旧（FRP をチタンに変更） 

仮復旧： 

本復旧：H24.1 

石炭船入港（H24.2 中旬）に必要 

【津波】沖防波堤没水 仮復旧： 

本復旧： 

仮復旧： 

本復旧：H28.3 末 

石炭船入港に必要であり、早急の復

旧が望まれるが、国交省が所管 

（L=2,730ｍ） 

【  】オイルフェンス巻き取り機基礎 仮復旧： － 

本復旧：ｱﾝｶ－ﾎﾞﾙﾄ再設置（ｺｱﾄﾞﾘﾘﾝｸﾞによる既設除去） 

仮復旧： 

本復旧：H24.2 

石炭船入港（H24.2 中旬）に必要 

【  】既設護岸鋼管矢板 仮復旧： － 

本復旧：ｸﾞﾗﾝﾄﾞｱﾝｶ－設置＋捨石による根固め補強 

仮復旧： 

本復旧：H24.1 

外郭施設保護に必要 

【  】防舷材 仮復旧：№22 を№19 に移設 

本復旧：購入品を№19 に設置、既設品は、№22 に移設 

仮復旧：H24.1 

本復旧：H24.9 

石炭船入港（H24.2 中旬）に必要 

 



参考資料４－5 

火力発電所 各構造物・施設・設備ごとの復旧状況 （５／７） 

電力会社 発電所名 土木設備被害 
復旧方法 

（仮復旧、本復旧） 
復旧完了時期 発電再開との関連 運転再開日 

常磐共同 

火力 

勿来発電所 【地震】第１取水路（6,7 号機用） ﾎﾞｯｸ

ｽｶﾙﾊﾞ－ﾄの伸縮目地にズレ（上下に 5cm 程

度） 

仮復旧：漏水がほとんど無いため、処置せず 

本復旧：全線をﾄﾞﾗｲｱｯﾌﾟして詳細調査の予定 

仮復旧：－ 

本復旧： 

 

Ｈ24.11 に調査予定 

6u：H24.4.21 

7u：H23.12.21 

8u：H23.7.17 

9u：H23.6.30 【地震】第１送水路（6,7 号機用） ひび

割れ 

仮復旧：導水処理の上防水モルタルで修理 

本復旧：全線をﾄﾞﾗｲｱｯﾌﾟして詳細調査の予定 

仮復旧： 

本復旧： 

 

Ｈ24.11 に調査予定 

【地震】第１分水・余水路（6,7 号機用） 

ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞ－ﾄの伸縮目地間の離れ（10cm 程

度） 

仮復旧： － 

本復旧：導水処理の上防水モルタルで修理 

本復旧：Ｈ23.12  

【地震】第２取水路（8,9 号機用） 取水

口側崖が崩落 

仮復旧： － 

本復旧：崩落土砂撤去 

仮復旧： 

本復旧： 

 

【地震】第２取水路（8,9 号機用） 仮復旧： － 

本復旧：全線をﾄﾞﾗｲｱｯﾌﾟして詳細調査の予定 

本復旧： 9 号用 

 Ｈ24.5 に調査完了（問題なし）

8号用 

 Ｈ25.5 に調査予定 

【地震】第２分水路（8,9 号機用） ひび

割れ 

仮復旧：導水処理の上防水モルタルで修理 

本復旧： － 

仮復旧：H23.6 

本復旧： 

9 号用 

 Ｈ24.6 に修理完了 

8 号用 

 Ｈ24.4～6 に修理予定 

【地震】第２放水路（8,9 号機用） ﾎﾞｯｸ

ｽｶﾙﾊﾞ－ﾄの伸縮目地間の離れ（10cm 程度） 

仮復旧：伸縮目地再構築 

本復旧： － 

仮復旧：H23.6 

本復旧： 

【地震】燃料輸送用洞道 ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞ－ﾄの

伸縮目地にズレ（上下に 5cm 程度） 

仮復旧： － 

本復旧：導水処理の上防水モルタルで修理 

仮復旧：－ 

本復旧：H23.6 

 

【地震】OF ｹ－ﾌﾞﾙ洞道 ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞ－ﾄの伸

縮目地にズレ（上下に 5cm 程度） 

仮復旧： － 

本復旧：導水処理の上防水モルタルで修理 

仮復旧：－ 

本復旧：H23.6 

 

【地震】重軽油配管基礎（直接基礎、２基） 

液状化により沈下（20～50cm 程度） 

仮復旧： － 

本復旧：場所打ち杭を設置し、基礎を再構築 

仮復旧：－ 

本復旧：H23.6 

発電再開に必要（完了） 

【地震】ｱﾝﾓﾆｱ配管基礎（直接基礎、１基） 

液状化により沈下（20～50cm 程度） 

仮復旧： － 

本復旧：場所打ち杭を設置し、基礎を再構築 

仮復旧：－ 

本復旧：H23.6 

 

【地震】8,9 号機海水ﾌﾞ－ｽﾀ－ﾎﾟﾝﾌﾟ基礎

（直接基礎、４基） 液状化により沈下（20

～50cm 程度） 

仮復旧： － 

本復旧：場所打ち杭を設置し、基礎を再構築 

仮復旧：－ 

本復旧：H23.6 

 

【地震】ﾍﾞﾙﾄｺﾝﾍﾞｱ基礎（直接基礎、１基） 

液状化により沈下（20～50cm 程度） 

仮復旧： － 

本復旧：場所打ち杭を設置し、基礎を再構築 

仮復旧：－ 

本復旧：H23.6 

 

【地震】蒸留水ﾀﾝｸ基礎（直接基礎、２基） 

液状化により沈下（20～50cm 程度） 

仮復旧： － 

本復旧：場所打ち杭を設置し、基礎を再構築 

仮復旧：－ 

本復旧：H23.6 

 

 



参考資料４－6 

火力発電所 各構造物・施設・設備ごとの復旧状況 （６／７） 

電力会社 発電所名 土木設備被害 
復旧方法 

（仮復旧、本復旧） 
復旧完了時期 発電再開との関連 運転再開日 

常磐共同 

火力 

勿来発電所 【地震】その他基礎 液状化により沈下

（20～50cm 程度） 

仮復旧： －  

本復旧：ペデスタル等をモルタルで修理 

仮復旧：－ 

本復旧：H24.12 

発電再開に必要なものは早期に修

理 

6u：H24.4.21 

7u：H23.12.21 

8u：H23.7.17 

9u：H23.6.30 

【地震】6,7 号２次循環水ポンプ場軌条基

礎（直接基礎 L=24.3m） 液状化により

沈下（30～70cm 程度） 

仮復旧： －  

本復旧：軌道下部の地盤改良（一部場所打杭）を行い、基

礎を再構築 

仮復旧：－ 

本復旧：H23.12 

 

【地震】加圧・灰流 P槽軌条基礎（直接基

礎 L=23.1m） 液状化により沈下（30～

70cm 程度） 

仮復旧： －  

本復旧：軌道下部の地盤改良（一部場所打杭）を行い、基

礎を再構築 

仮復旧：－ 

本復旧：H23.12 

 

【地震】構内道路 液状化による沈下（20

～150cm 程度）、道路のひび割れ・陥没、側

溝の沈下・破損 

仮復旧： －  

本復旧：舗装の打替え・オ－バ－レイ、側溝の入替え・嵩

上げ 

仮復旧：－ 

本復旧：H24.3 

 

【  】港湾設備（公共施設） 被害甚大 国、県で復旧 仮復旧： 

本復旧： 

県で H27 年度までに復旧の予定 

【津波】防潮堤（公共施設） ズレや沈下、

破壊 

仮復旧：トンパック土嚢積み 

本復旧：TP+7.2ｍの防潮堤を構築予定（県が実施） 

仮復旧： 

本復旧： 

 

 



参考資料４－7 

火力発電所 各構造物・施設・設備ごとの復旧状況 （７／７） 

電力会社 発電所名 土木設備被害 
復旧方法 

（仮復旧、本復旧） 
復旧完了時期 発電再開との関連 運転再開日 

鹿島共同 

火力 

鹿島共同発電所 【地震】取水路内土砂流入 仮復旧： なし 

本復旧：サンドポンプによる排砂、管損傷部は溶接 

仮復旧：－ 

本復旧：H23.4 中 

 発電再開に必要 1u：H23.4.16 

2u： 

長期計画停止中

3u：H23.6.7 

4u：H23.7.20 

【地震】水槽関係浮き上り（雨水排水槽） 仮復旧：なし 

本復旧：水槽への埋設配管破断箇所を再接続 

仮復旧：H23.3 末 

本復旧：H23.9 末 

発電再開に直接関係するものでは

ないが、発電所運営上に必要。 

【地震】燃料タンク防油堤傾斜 仮復旧：トンパック設置 

本復旧：撤去後、原形復旧 

仮復旧：H23.3 末 

本復旧：H24.3 中 

発電再開に必要であるが、別の健全

なタンクで運用可能だったため、当

該タンク防油堤は再開後に復旧工

事を実施。 

【地震】水路等点検口の破断 仮復旧：なし  

本復旧：撤去後、原形復旧 

仮復旧：－ 

本復旧：H24.2 末 

発電再開に直接関係するものでは

なく、定検時点検口として必要 

【地震】埋設雨水排水管断裂 仮復旧：MH 間を水中ポンプによる移送 

本復旧：排水ル－ト新設及び断裂箇所のコンクリ－ト巻き

仮復旧：H23.3 末 

本復旧：H23.9 末 

発電再開に直接関係するものでは

ないが、発電所運営上に必要。 

【地震】道路寸断（凹凸） 仮復旧：舗装剥がし、砕石敷き均し 

本復旧：撤去後、原形復旧（アスファルト舗装） 

仮復旧：H23.3 末 

本復旧：H24.5 末 

発電再開に必要 

 



          参考資料５ 火力発電所 各発電所ヒアリング結果、参考写真 

 

次ページ以降に、各火力発電所より提供された情報を示す。 

 

■情報収集状況 

  今後、網掛け部分については情報収集を行う予定である。 

 

電力会社 発電所名 発電所諸元 

カタログ 

被害状況等 

被害状況 

写真 

復旧状況 

写真 

その他 

東北電力 

八戸火力発電所 ○ 被害なし 

（津波襲来と重なり

詳細把握困難） 

  

仙台火力発電所 ○ ○ ○  

新仙台火力発電所 ○ ○ ○  

原町火力発電所 ○ ○ ○  

東京電力 

広野火力発電所 ○ ○   

常陸那珂火力発電所 ○ ○   

鹿島火力発電所 ○ ○   

千葉火力発電所 ○ △地図のみ   

五井火力発電所 － 被害なし － － 

姉崎火力発電所 － 被害なし － － 

袖ケ浦火力発電所 － 被害なし － － 

富津火力発電所 － 被害なし － － 

品川火力発電所 － 被害なし － － 

大井火力発電所 － 被害なし － － 

川崎火力発電所 ○ △地図のみ   

東扇島火力発電所 ○ △地図のみ   

横浜火力発電所 － 被害なし － － 

南横浜火力発電所 ○ △地図のみ   

横須賀火力発電所 － 被害なし － － 

電源開発 磯子火力発電所 － 被害なし － － 

相馬共同火力 新地発電所 ○ ○ ○ 復旧状況説明他 

常磐共同火力 勿来発電所 ○ ○   

鹿島共同火力 鹿島共同発電所 ○ ○ ○  

君津共同火力 君津共同発電所 － 被害なし － － 

 

参考資料５－1



東北八戸－1 

 東北電力 八戸火力発電所  

 

■事業者名 

 東北電力株式会社 

■発電所名 

 八戸火力発電所 

■設備概要 

・全体仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
八戸火力（３号）

パンフレット参照

発電所平面参照

矢板式護岸

：天端高さT.P.+1.9m

鉄筋コンクリート造

取水量：7.2m
3
/s

鉄筋コンクリート造（暗渠）

（幅2.8m×高さ2.6m）

鉄筋コンクリート造（暗渠）

（幅2.6m×高さ2.2m）

放水口 ケーソン式放流管方式

燃料設備 タンク 原油・重油タンク：３基；25,000kl

T.P.+2.2m

T.P.+1.6m

砂層（局所的にシルトを挟む）

サンドコンパクションパイル

（タンク基礎部）

なし

なし

構内のごく一部で発生
（津波襲来と重なり詳細把握困難）

なし

特に大きな被害なし。

・特になし。

・震災直後に運転再開

営業運転中

今後の展開

TP=HP-0.82m

設
備
概
要

全体仕様

発電所配置図

主要土木
設備仕様

港湾設備

着桟設備 －

護岸

防波堤 －

復水器
冷却用
水施設

取水口

取水路

放水路

地
盤
情
報

敷地レベル

地下水レベル

地盤構成

地盤改良

被
害
状
況

地震による
被害

土木構造物被害

液状化の有無

地盤沈下状況
（国土地理院の公表データ）

津波による
被害

土木構造物被害

復
旧
状
況

復旧の考え方

復旧設備，復旧方法，時

発電所の稼動状況

復旧工事・リプレース工事において，防潮堤の設置等
の津波対策を実施する予定であり，発電所計画にあ
たっては，津波対策に対して十分検討する必要があ
る。
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東北仙台－1 

 東北電力 仙台火力発電所  

 

■事業者名 

 東北電力株式会社 

■発電所名 

 仙台火力発電所 

■設備概要 

・全体仕様 
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東北仙台－2 

 

 

 

仙台火力（４号）

パンフレット参照

発電所平面参照

捨石護岸・矢板式護岸

　：天端高さT.P.+2.6m～T.P.+3.6m

鉄筋コンクリート造

取水量：10.0m
3
/s

鉄筋コンクリート造（暗渠）

（幅3.0m×高さ3.0m）

鉄筋コンクリート造（暗渠）

（幅3.0m×高さ3.0m）

放水口 鉄筋コンクリート造

燃料設備 タンク 軽油タンク：１基；150kl

T.P.+2.5m

T.P.+0.4m～+0.1m

上位より盛土・沖積砂質土層・

沖積粘土層・沖積礫質土層・凝灰角礫岩等

セメント安定処理・サンドコンパクション

パイル（敷地の一部）

・取水口護岸のはらみ出し

・制御盤基礎に沈下・傾き

津波により液状化発生の有無は不明

防潮堤（約85m）が転倒・損壊

原型復旧を基本

・被災設備を中心に原型復旧。

・平成24年2月運転再開

営業運転中

今後の展開

TP=SP-0.91m

設
備
概
要

全体仕様

発電所配置図

主要土木
設備仕様

港湾設備

着桟設備 －

護岸

防波堤 －

復水器
冷却用
水施設

取水口

取水路

放水路

地
盤
情
報

敷地レベル

地下水レベル

地盤構成

地盤改良

被
害
状
況

地震による
被害

土木構造物被害

液状化の有無

地盤沈下状況
（国土地理院の公表データ）

津波による
被害

土木構造物被害

復
旧
状
況

復旧の考え方

復旧設備，復旧方法，時

発電所の稼動状況

復旧工事・リプレース工事において，防潮堤の設置等
の津波対策を実施する予定であり，発電所計画にあ
たっては，津波対策に対して十分検討する必要があ
る。
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東北仙台－3 

 
震災状況  （平成２３年３月１５日撮影） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

」                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－１ 発電所入口ガレキ散乱状況                復旧状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－２ 取水口スクリーン他 被災状況             復旧状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-３ 防潮堤被災状況                  復旧状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-４ 構内土砂堆積・道路洗堀状況                復旧状況 

 

 

写真－２ 

写真－３ 

写真－１ 

写真－４ 
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東北新仙台－1 

 東北電力 新仙台火力発電所  

 

■事業者名 

 東北電力株式会社 

■発電所名 

 新仙台火力発電所 

■設備概要 

・全体仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新仙台火力（１，２号）

パンフレット参照

発電所平面参照

矢板式護岸・棚式護岸

：天端高さT.P.+3.2m

鉄筋コンクリート造

取水量：29.7m
3
/s

地下埋設鋼管

（φ2.2～2.8：2条）

鉄筋コンクリート造（暗渠・開渠）

（暗渠：幅2.8m～3.0×高さ2.0m）

（開渠：幅10.0m×高さ2.7m）

放水口 鉄筋コンクリート造

燃料設備 タンク －

T.P.+3.7m

T.P.+1.2m

上位より砂層・凝灰岩等

バイブロフローテーション工法

・避雷器基礎の沈下・傾き（直接基礎部）

・放水路設備に目地段差，クラックが発生

・防潮堤にクラックが発生

・変圧器防油堤にクラックが発生

津波により液状化発生の有無は不明

・護岸（県施設）流出による敷地の洗掘

・深層取水設備（フローティングフェンス）

　流出

・貝処理設備の損壊

原型復旧を基本

・被災設備を中心に原型復旧。

・平成23年12月運転再開

２号機を廃止し，１号機のみ運転中

現在，３号機リプレース工事中

今後の展開

TP=NSP-0.80m

設
備
概
要

全体仕様

発電所配置図

主要土木
設備仕様

港湾設備

着桟設備 －

護岸

防波堤 －

復水器
冷却用
水施設

取水口

取水路

放水路

地
盤
情
報

敷地レベル

地下水レベル

地盤構成

地盤改良

被
害
状
況

地震による
被害

土木構造物被害

液状化の有無

地盤沈下状況
（国土地理院の公表データ）

津波による
被害

土木構造物被害

復旧工事・リプレース工事において，防潮堤の設置等
の津波対策を実施する予定であり，発電所計画にあ
たっては，津波対策に対して十分検討する必要があ
る。

復
旧
状
況

復旧の考え方

復旧設備，復旧方法，時

発電所の稼動状況
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東北新仙台－2 

 
震災状況 （平成２３年３月１５日撮影） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－１ 発電所進入路被災状況                 復旧状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   写真－３ 敷地護岸洗堀状況                 復旧状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  写真－４ 貝処理建屋基礎洗堀状況                復旧状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 写真－５ 取水口除塵機付近ガレキ状況                復旧状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 写真－６ 排水路調整池クラック状況 
 

写真－２ 構内道路被災状況 復旧状況 

写真－１ 

写真－２ 

写真－３ 

写真－４ 

写真－５ 
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東北原町－1 

 東北電力 原町火力発電所  

 

■事業者名 

 東北電力株式会社 

■発電所名 

 原町火力発電所 

■設備概要 

・全体仕様 
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東北原町－2 
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東北原町－3 

 

 

 

原町火力（１，２号）

パンフレット参照

発電所平面参照

揚炭施設；60,000DWT×2バース

揚油施設他（矢板式岸壁）；7,500DWT×1バース他

捨石護岸　

　：天端高さT.P.+4.1m

ケーソン式混成堤・捨石式傾斜堤

：天端高さT.P.+4.6m～T.P.+8.1m

鉄筋コンクリート造

取水量：88.6m
3
/s

地下埋設鋼管

（内径2.8m×4条）

地下埋設鋼管（内径2.8m×4条）

鉄筋コンクリート造トンネル（内径4.7m）

放水口 ケーソン式放流管方式

燃料設備 タンク 重油タンク：２基；9800kl，　軽油タンク：２基；900kl

T.P.+4.1m

上位より砂層・シルト岩等

動圧密工法

・荷役岸壁のはらみ出し（30ｃm～100cm）

・取放水管の沈下（5ｃm～17cm）

・主要変圧器基礎の沈下・クラック

・ろ過水タンク基礎の沈下（11cm）

・重油タンク防油堤破損

液状化が発生したものと想定（地盤状況より判断）

・越波防潮堤の損壊

・主要変圧器防火壁倒壊

・除塵機損壊

・放水口連絡橋損壊

原型復旧を基本とし，一部設備スリム化を検討。

また，油タンク等は高台へ移設

・被災設備を中心に原型復旧。

・１号機：運転再開未定
　２号機：H25.3末運転再開（予定）
１，２号機とも試運転中

今後の展開

TP=SP-0.86m

設
備
概
要

全体仕様

発電所配置図

主要土木
設備仕様

港湾設備

着桟設備

復水器
冷却用
水施設

取水口

取水路

護岸

防波堤

放水路

地
盤
情
報

敷地レベル

地下水レベル

地盤構成

地盤改良

被
害
状
況

地震による
被害

土木構造物被害

液状化の有無

地盤沈下状況
（国土地理院の公表データ）

津波による
被害

土木構造物被害

復旧工事・リプレース工事において，防潮堤の設置等
の津波対策を実施する予定であり，発電所計画にあ
たっては，津波対策に対して十分検討する必要があ
る。

復
旧
状
況

復旧の考え方

復旧設備，復旧方法，時

発電所の稼動状況
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東北原町－4 

 

震災状況 

 
                  巨大津波襲来状況 

 
  ※発電所本館側から撮影 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
   写真－１ １号機側 防火壁倒壊状況                復旧状況 

 

 

 

 
                写真－２ 除塵機被災状況 

 

 

 
                  除塵機復旧状況 

写真－１ 

写真－３ 

写真－４ 

写真－５ 

写真－６ 

写真－７ 

写真－２ 

写真－８ 
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東北原町－5 

 

    
  写真－３ 荷役岸壁被災状況                復旧状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

  写真－４ 放水口連絡橋被災状況              復旧状況 

 

 

    
    写真－５ サービスビル被災状況             復旧状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    写真－６ 取水口ポンプ室被災状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        軽油タンク被災状況 

 

写真－７ 重油タンク被災状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             軽油タンク高台へ移動 復旧状況 

 

    
  写真－８ 構内法面被災状況               復旧状況 

 

    
   写真－９ タグボート岸壁被災状況             復旧状況 

 

新設軽油 

タンクエリア 

既設燃料タンク

開閉所 
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東電広野－1 

 東京電力 広野火力発電所  

 

■事業者名 

 東京電力株式会社 

■発電所名 

 広野火力発電所 

■設備概要 

・全体仕様 

   １号機  ６０万ｋＷ（重油・原油） １９８０年４月運開 

   ２号機  ６０万ｋＷ（重油・原油） １９８０年７月運開 

   ３号機 １００万ｋＷ（重油・原油） １９８９年６月運開 

   ４号機 １００万ｋＷ（重油・原油） １９９３年１月運開 

   ５号機  ６０万ｋＷ（石炭）    ２００４年７月運開 

 

・発電所配置図 

 

 

 

 

 

 

東京電力

広野火力（１～５号）

福島県双葉郡広野町大字下北迫字二ツ沼５８

着桟設備

重軽油バース： 5,000DWT
揚炭灰払出バース： 12,500DWT
重油バース： 5,000～10000DWT
物揚場

護岸
形式：傾斜提，矢板式
天端高さ：HP+5.0m～8.5m

防波堤
形式：傾斜型
天端高さ：HP+5.5mm

取水口

形式：カーテンウォール式

取水量：26.5m
3
/s（1u,2u,5u）、43.0m

3
/s（3u,4u）

取水路
地下埋設鋼管（内径2.2～3.0m）

放水路
鉄筋コンクリート造暗渠

放水口
1～4号機：鉄筋コンクリート造暗渠
5号機：消波ブロック被覆式開渠(5u)

燃料設備 タンク他
原油・重油タンク：50,000KL×8
石炭サイロ（建築設備）：30000t×2

HP＋5.0m（TP+4.24m）

CDL+1.5m（TP+0.61m）［小名浜港］

GL-2.0m

上位より埋土層，沖積砂層、砂質泥岩

なし

最大加速度：391gal
計器設置場所：タービン架台
（地表面の計測器は津波で流出）

浸水深：最大4m程度

・道路段差
・物揚場護岸はらみだし(20～70cm)　他

構内のごく一部で発生
（津波襲来と重なり詳細把握困難）

構内のごく一部で発生

・瓦礫による構内道路通行不可
・港湾内の土砂堆積，資機材･車両の落下
・護岸パラペット転倒，防波堤消波ブロック移動・透過防止矢
板損傷

特記事項なし

なし

発電設備については応急復旧後，原形復旧

・H23年6月末までに構内道路，油タンク防油堤ほかの
　仮復旧および港湾内の堆砂・落下物撤去完了
・本復旧実施中
　（H24年8月現在）

1u：H23.7.3、2u：H23.7.11、3u：H23.7.16、4u：H23.7.14、5u：
H23.6.15発電再開
全号機復旧完了
・想定津波高さの見直し必要性
・避難訓練が奏功　等今後の展開

設備被害（土木構造物との関連で特
記すべきもの）

環境被害（油漏洩など）

復旧状況

復旧の考え方

復旧設備，復旧方法，時期

発電所の稼動状況（H24.2月時点）

観測記録
地震記録（最大加速度・最大速度、計器設置場所）

津波記録（浸水高・浸水深・遡上高、浸水の概略範囲）

被害状況

地震による被害

土木構造物被害

液状化の有無

地盤沈下状況

津波による被害

土木構造物被害

地盤情報

敷地レベル（レベル設定根拠）

朔望平均満潮位［港名］

地下水レベル

地盤構成

地盤改良

事業者名

発電所名

所在地

設備概要 主要土木設備仕様

港湾設備

復水器冷却用水施設
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東電広野－2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害状況図（広野火力） 

護岸パラペット転倒、 

防波堤ブロック移動他 

燃料タンク防油堤 

一部損傷 

港湾内の土砂堆積 

資機材落下 

がれきによる構内道路

通行不可 
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東電広野－3 
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東電常陸那珂－1 

 東京電力 常陸那珂火力発電所  

 

■事業者名 

 東京電力株式会社 

■発電所名 

 常陸那珂火力発電所 

■設備概要 

・全体仕様 

   １号機  １００万ｋＷ（石炭） 平成１５年１２月運開 

 

・発電所配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             （火力発電所土木設備概要図（東京電力建設部作成）より引用） 

 

 

 

 

東京電力

常陸那珂火力（１号）

茨城県那珂郡東海村照沼７６８−２３

着桟設備

揚炭桟橋（石炭）：130,000DWT
重軽油バース（重油・軽油）：5,000DWT
石灰石・石膏用バース：2,000DWT

護岸
形式：傾斜堤、ケーソン式混成堤
天端高さ：HP+4.0m～7.0m

防波堤
－

取水口

形式：カーテンウォール式

取水量：45.0m
3
/s

取水路
地下埋設鋼管（内径2.8m）

放水路
鉄筋コンクリート造暗渠

放水口
矢板式開渠

燃料設備 タンク他
軽油タンク：3,500KL×2

DL+4.0m（TP+3.11m）

CDL+1.493m（TP+0.603m）［常陸那珂港］

GL-2.4m

上位より埋土層，沖積砂層・沖積シルト層の互層，砂質泥岩

セメント安定処理・サンドコンパクションパイル等（主要設備
下部）

最大加速度：321.0cm/s
2
、最大速度：52.5cm/s

計器設置場所：地表面

浸水深：最大1.5m程度

・運炭コンベア基礎不陸・蛇行
・貯炭場排水処理基礎損傷
・灰捨場遮水壁倒壊・変状
・雨水排水貯槽・排水管損傷
・道路段差　他

構内各所で液状化発生
但し，地盤改良箇所での液状化は確認されず

構内各所で地盤沈下発生

殆どなし

・接岸荷降中の石炭船の離桟および衝突により揚炭機
　（アンローダー）が損傷

なし

発電設備については応急復旧後，原形復旧

・構内石炭灰処分場，運炭ベルコン基礎
　の復旧完了
・道路・雨水排水管の復旧実施中　（H24年8月現在）

H23.5.15　発電再開
全号機復旧完了

・想定津波高さの見直し必要性
・避難訓練が奏功　等今後の展開

設備被害（土木構造物との関連で特
記すべきもの）

環境被害（油漏洩など）

復旧状況

復旧の考え方

復旧設備，復旧方法，時期

発電所の稼動状況（H24.2月時点）

観測記録
地震記録（最大加速度・最大速度、計器設置場所）

津波記録（浸水高・浸水深・遡上高、浸水の概略範囲）

被害状況

地震による被害

土木構造物被害

液状化の有無

地盤沈下状況

津波による被害

土木構造物被害

地盤情報

敷地レベル（レベル設定根拠）

朔望平均満潮位［港名］

地下水レベル

地盤構成

地盤改良

事業者名

発電所名

所在地

設備概要 主要土木設備仕様

港湾設備

復水器冷却用水施設
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東電常陸那珂－2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害状況図（常陸那珂火力） 

揚炭バース一部損傷 

貯炭場排水処理槽損傷 

全域において、構内道路・配水管 

変状大 

北埠頭灰処分場遮水壁倒壊 

運炭ベルコン傾斜･変状大 

敷地境界フェンス倒壊 

雨水排水貯槽損傷 
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東電常陸那珂－3 

 

 

 

【雨水排水貯槽】浮き上がり状況 【構内】液状化状況（津波到達前に撮影） 
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東電鹿島－1 

 東京電力 鹿島火力発電所  

 

■事業者名 

 東京電力株式会社 

■発電所名 

 鹿島火力発電所 

■設備概要 

・全体仕様 

   １号機  ６０万ｋＷ（重油・原油） 昭和４６年３月運開 

   ２号機  ６０万ｋＷ（重油・原油） 昭和４６年９月運開 

   ３号機  ６０万ｋＷ（重油・原油） 昭和４７年２月運開 

   ４号機  ６０万ｋＷ（重油・原油） 昭和４７年４月運開 

   ５号機 １００万ｋＷ（重油・原油） 昭和４９年９月運開 

   ６号機 １００万ｋＷ（重油・原油） 昭和５０年６月運開 

 

・発電所配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             （火力発電所土木設備概要図（東京電力建設部作成）より引用） 

東京電力

鹿島火力（１～６号）

茨城県神栖市東和田9

着桟設備

重原油バース：5,000DWT
物揚場

護岸
形式：矢板式
天端高さ：YP+3.5～5.0m

防波堤
－

取水口

形式：カーテンウォール式

取水量：19.56m
3
/s（1u,3u）、19.33m

3
/s（2u,4u）

　　　　  　32.33m
3
/s（5u,6u）

取水路
鉄筋コンクリート造暗渠

放水路
鉄筋コンクリート造暗渠

放水口
コンクリートブロック張開渠

燃料設備 タンク他
原油・重油タンク：50,000KL×6

YP+3.5～5.5m（TP+2.59～4.59m）

CDL+1.486m（TP+0.576m）［鹿島港］

GL-2.0m

上位より盛土層，沖積砂層・沖積礫層の互層，洪積層

良質土置換（タンク基礎部）

最大加速度：430.1cm/s
2
、最大速度：48.0cm/s

計器設置場所：地表面

浸水深：最大1m程度

・補機基礎傾き（海水クーラー基礎）
・道路段差　他

構内一部で液状化発生
但し，地盤改良箇所での液状化は確認されず

構内一部で地盤沈下発生

・放水路開渠部背面土砂吸出し

特記事項なし

なし

発電設備については応急復旧後，原形復旧

・放水路開渠部仮復旧完了
・補機基礎（海水クーラー基礎）傾き仮復旧完了
・道路陥没仮復旧完了

1u：H23.5.16、2u：H23.4.7、3u：H23.4.6、4u：H23.4.1、5u：
H23.4.8、6u：H23.4.20　運転再開
全号機復旧完了
・想定津波高さの見直し必要性
・避難訓練が奏功　等今後の展開

設備被害（土木構造物との関連で特
記すべきもの）

環境被害（油漏洩など）

復旧状況

復旧の考え方

復旧設備，復旧方法，時期

発電所の稼動状況（H24.2月時点）

観測記録
地震記録（最大加速度・最大速度、計器設置場所）

津波記録（浸水高・浸水深・遡上高、浸水の概略範囲）

被害状況

地震による被害

土木構造物被害

液状化の有無

地盤沈下状況

津波による被害

土木構造物被害

地盤情報

敷地レベル（レベル設定根拠）

朔望平均満潮位［港名］

地下水レベル

地盤構成

地盤改良

事業者名

発電所名

所在地

設備概要 主要土木設備仕様

港湾設備

復水器冷却用水施設
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東電鹿島－2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害状況図（鹿島火力） 

 

補機基礎傾き，道路陥没 

放水路開渠部 

背面土砂吸出し 

④【トランス通り】道路段差 
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東電千葉－1 

 東京電力 千葉火力発電所  

 

■事業者名 

 東京電力株式会社 

■発電所名 

 千葉火力発電所 

■設備概要 

・全体仕様 

   １号系列１～４軸  ３６万ｋＷ×４（ＬＮＧ） 平成１２年４月運開 

２号系列１～４軸  ３６万ｋＷ×４（ＬＮＧ） 平成１２年６月運開 

 

・発電所配置図 

 

（火力発電所土木設備概要図（東京電力建設部作成）より引用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京電力

千葉火力（１，２号）

千葉県千葉市中央区蘇我町２丁目１３７７

着桟設備

物揚場

護岸
形式：矢板式，重力式
天端高さ：AP+5.0m

防波堤
－

取水口

形式：カーテンウォール式

取水量：36.0m
3
/s（1u）、36.0m

3
/s（2u）

取水路
地下埋設鋼管（内径1.7m）

放水路
鉄筋コンクリート造暗渠

放水口
鉄筋コンクリート造暗渠

燃料設備 タンク他
－

AP+5.0m（TP+3.87m）

（TP+0.966m）［千葉港］

GL-1.0m

上位より埋土層，沖積砂層・沖積シルト層の互層，洪積層

セメント安定処理・サンドコンパクションパイル等（主要設備）

最大加速度：126.2cm/s
2
、最大速度：29.8cm/s

計器設置場所：地表面

浸水なし

一部の護岸ではらみだし（最大7cm）
ごく一部の配管基礎・道路沈下

構内のごく一部で発生
但し，地盤改良箇所での液状化は確認されず

構内のごく一部で発生

なし

特記事項なし

なし

設備被害なし

設備被害なし

震災当日より運転

今後の展開

設備被害（土木構造物との関連で特
記すべきもの）

環境被害（油漏洩など）

復旧状況

復旧の考え方

復旧設備，復旧方法，時期

発電所の稼動状況（H24.2月時点）

観測記録
地震記録（最大加速度・最大速度、計器設置場所）

津波記録（浸水高・浸水深・遡上高、浸水の概略範囲）

被害状況

地震による被害

土木構造物被害

液状化の有無

地盤沈下状況

津波による被害

土木構造物被害

地盤情報

敷地レベル（レベル設定根拠）

朔望平均満潮位［港名］

地下水レベル

地盤構成

地盤改良

事業者名

発電所名

所在地

設備概要 主要土木設備仕様

港湾設備

復水器冷却用水施設
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東電千葉－2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害状況図（千葉火力） 

 

配管基礎の沈下 

護岸の変位及び噴砂 
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東電川崎－1 

 東京電力 川崎火力発電所  

 

■事業者名 

 東京電力株式会社 

■発電所名 

 川崎火力発電所 

■設備概要 

・全体仕様 

   １号系列１―１軸  ５０万ｋＷ（ＬＮＧ） 平成２１年７月運開 

   １号系列１―２軸  ５０万ｋＷ（ＬＮＧ） 平成２０年７月運開 

   １号系列１－３軸  ５０万ｋＷ（ＬＮＧ） 平成１９年６月運開 

 

・発電所配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                （火力発電所土木設備概要図（東京電力建設部作成）より引用） 

 

東京電力

川崎火力（１号）

神奈川県川崎市川崎区千鳥町５−１

着桟設備

物揚場

護岸
形式：矢板式，擁壁式
天端高さ：KP+4.0～4.5m

防波堤
－

取水口

形式：カーテンウォール式

取水量：36.0m
3
/s

取水路
地下埋設鋼管（内径1.85m）

放水路
鉄筋コンクリート造暗渠

放水口
鉄筋コンクリート造開渠

燃料設備 タンク他
－

KP+4.0～4.5m（TP+2.91～3.41m）

（TP+0.903m）［川崎港］

GL-2.4m

上位より埋土層，沖積砂層・沖積シルト層の互層，洪積層

セメント安定処理・サンドコンパクションパイル等（主要設備）

最大加速度：108.3cm/s
2
、最大速度：32.5cm/s

計器設置場所：地表面

浸水なし

ごく一部の配管基礎・側溝等の沈下

確認できず

構内のごく一部で発生

なし

特記事項なし

なし

設備被害なし

設備被害なし

震災当日より運転

今後の展開

設備被害（土木構造物との関連で特
記すべきもの）

環境被害（油漏洩など）

復旧状況

復旧の考え方

復旧設備，復旧方法，時期

発電所の稼動状況（H24.2月時点）

観測記録
地震記録（最大加速度・最大速度、計器設置場所）

津波記録（浸水高・浸水深・遡上高、浸水の概略範囲）

被害状況

地震による被害

土木構造物被害

液状化の有無

地盤沈下状況

津波による被害

土木構造物被害

地盤情報

敷地レベル（レベル設定根拠）

朔望平均満潮位［港名］

地下水レベル

地盤構成

地盤改良

事業者名

発電所名

所在地

設備概要 主要土木設備仕様

港湾設備

復水器冷却用水施設
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東電川崎－2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害状況図（川崎火力） 

側溝等の沈下 

配管基礎の沈下 
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東電東扇島－1 

 東京電力 東扇島火力発電所  

 

■事業者名 

 東京電力株式会社 

■発電所名 

 東扇島火力発電所 

■設備概要 

・全体仕様 

   １号機  １００万ｋＷ（ＬＮＧ） 昭和６２年９月運開 

   ２号機  １００万ｋＷ（ＬＮＧ） 平成 ３年３月運開 

 

・発電所配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   （火力発電所土木設備概要図（東京電力建設部作成）より引用） 

 

 

 

東京電力

東扇島火力（１，２号）

神奈川県川崎市川崎区東扇島３

着桟設備

ＬＮＧバース：130,000m
3
級

重油バース：3,500DWT
物揚場

護岸
形式：重力式，矢板式
天端高さ：KP+4.0m

防波堤
－

取水口

形式：カーテンウォール式

取水量：44.0m
3
/s（1u,2u）

取水路
地下埋設鋼管（内径4.0m）

放水路
鉄筋コンクリート造暗渠

放水口
鉄筋コンクリート造暗渠

燃料設備 タンク他
地下式ＬＮＧタンク：60､000KL×9

KP+3.8～5.0m（TP2.71m～3.91m）

（TP+0.903m）［川崎港］

GL-3.0～-4.0m

上位より埋土層，沖積砂層・沖積シルト層の互層，洪積層

セメント安定処理・サンドコンパクションパイル等（主要設備）

最大加速度：142.3cm/s
2
、最大速度：46.9cm/s

計器設置場所：地表面

浸水なし

ごく一部の道路・フェンス・側溝・ゲート等の沈下

構内のごく一部で発生
但し，地盤改良箇所での液状化は確認されず

構内のごく一部で発生

なし

特記事項なし

なし

原形復旧

道路・フェンス・側溝・ゲート等の復旧完了

1u:H23.3.24　運転再開
全号機復旧完了

今後の展開

設備被害（土木構造物との関連で特
記すべきもの）

環境被害（油漏洩など）

復旧状況

復旧の考え方

復旧設備，復旧方法，時期

発電所の稼動状況（H24.2月時点）

観測記録
地震記録（最大加速度・最大速度、計器設置場所）

津波記録（浸水高・浸水深・遡上高、浸水の概略範囲）

被害状況

地震による被害

土木構造物被害

液状化の有無

地盤沈下状況

津波による被害

土木構造物被害

地盤情報

敷地レベル（レベル設定根拠）

朔望平均満潮位［港名］

地下水レベル

地盤構成

地盤改良

事業者名

発電所名

所在地

設備概要 主要土木設備仕様

港湾設備

復水器冷却用水施設
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東電東扇島－2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害状況図（東扇島火力） 

 

ゲートの沈下 

道路の沈下 

フェンス・側溝の沈下 

参考資料５－26



東電南横浜－1 

 東京電力 南横浜火力発電所  

 

■事業者名 

 東京電力株式会社 

■発電所名 

 南横浜火力発電所 

■設備概要 

・全体仕様 

   １号機  ３５万ｋＷ（ＬＮＧ） 昭和４５年５月運開 

   ２号機  ３５万ｋＷ（ＬＮＧ） 昭和４５年４月運開 

   ３号機  ４５万ｋＷ（ＬＮＧ） 昭和４８年５月運開 

 

・発電所配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               （火力発電所土木設備概要図（東京電力建設部作成）より引用） 

 

 

 

 

 

東京電力

南横浜火力（１～３号）

神奈川県横浜市磯子区新磯子町３７－１

着桟設備

ー

護岸
形式：混成式（ケーソン式，Ｌ型ブロック式），矢板式
天端高さ：AP+3.6～6.5m

防波堤
－

取水口

形式：カーテンウォール式

取水量：12.0m
3
/s（1u）、12.17m

3
/s（2u）、15.5m

3
/s（3u）

取水路
鉄筋コンクリート造暗渠

放水路
鉄筋コンクリート造暗渠

放水口
鉄筋コンクリート造暗渠

燃料設備 タンク他
地上式ＬＮＧタンク：
　25,000KL×1，35,000KL×2，45,000KL×1

AP+3.6～4.3m（TP+2.47～3.17m）

（TP+0.903m）［横浜港］

GL-1.3m

上位より埋土層，沖積砂層・沖積シルト層・沖積粘土層の互
層，土丹層

なし

最大加速度：81.3cm/s
2
、最大速度：22.6cm/s

計器設置場所：地表面

浸水なし

ごく一部の道路・土間コンクリート等の沈下

構内のごく一部で発生

構内のごく一部で発生

なし

特記事項なし

なし

設備被害なし

設備被害なし

震災当日より運転

今後の展開

設備被害（土木構造物との関連で特
記すべきもの）

環境被害（油漏洩など）

復旧状況

復旧の考え方

復旧設備，復旧方法，時期

発電所の稼動状況（H24.2月時点）

観測記録
地震記録（最大加速度・最大速度、計器設置場所）

津波記録（浸水高・浸水深・遡上高、浸水の概略範囲）

被害状況

地震による被害

土木構造物被害

液状化の有無

地盤沈下状況

津波による被害

土木構造物被害

地盤情報

敷地レベル（レベル設定根拠）

朔望平均満潮位［港名］

地下水レベル

地盤構成

地盤改良

事業者名

発電所名

所在地

設備概要 主要土木設備仕様

港湾設備

復水器冷却用水施設
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東電南横浜－2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害状況図（南横浜火力） 

道路・土間コンクリートの沈下 

噴砂 

参考資料５－28



 相馬共同火力 新地火力発電所  

 

■事業者名 

  相馬共同火力発電株式会社 

■発電所名 

  新地発電所 

■設備概要 

・全体仕様 

   １号機  １００万ｋＷ（石炭） 平成６年７月運開 

   ２号機  １００万ｋＷ（石炭） 平成７年７月運開 

    

・発電所配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・主要土木設備仕様 

 ○港湾設備 

  揚炭バース 直杭式桟橋 ６０，０００ＤＷＴ×２バース  

        延長    ２８０ｍ 鋼管杭φ１，０００～１，４００ｍｍ ２７２本  

        前面水深  ＣＤＬ－１５．５ｍ  

  重油バース 直杭式桟橋とドルフィン式複合桟橋 ５，０００ＤＷＴ×１バース 

                   鋼管杭φ８００～１，０００ｍｍ ３９本 

  護岸    鋼管矢板  φ１，２００ｍｍ（福島県施工） 

         天端高   ＣＤＬ+４．０ｍ 

 ○復水器冷却水路設備 

   取水口 

      形式：カーテンウォール式 鋼管組杭式 直杭φ１，０００ｍｍ 斜杭φ７００ｍｍ 

      開口部断面積：４５０．００ｍ２ 

取水量：４５．０ｍ３／ｓ×２ 

   取水口（スクリーン室） 

      基礎：ＰＨＣ杭（φ600～700mm） 

      スクリーン室：幅５．０ｍ 高さ１０．５ｍ×８連 

   取水路 内径 5.0ｍ×5.0ｍ×2連 延長 732.8ｍ 

       内径 5.0ｍ×5.0ｍ×1連 延長 172.4ｍ 

       壁厚 （外）900ｍｍ （中）600ｍｍ 

       底厚 900ｍｍ  床版厚 850ｍｍ 

       マンホール 内径 2.5ｍ×2.5ｍ：4箇所 

   放水路 内径 4.4ｍ×4.4ｍ×2連 延長 1,945.9ｍ 

       壁厚 （外）700ｍｍ （内）500ｍｍ 

       底版厚 650ｍｍ 床版厚 700ｍｍ 

       マンホール 内径 1.5ｍ×1.5ｍ×2連 4 箇所 

   接続槽 直接基礎 幅 34.5ｍ×長さ 31.5ｍ×高さ 15.5ｍ 

       壁厚 0.75ｍ～1.5ｍ 底版厚 1.5ｍ 

   合流槽 直接基礎 幅 20.4ｍ×長さ 30.0ｍ×高さ 15.2ｍ 

       内径 10ｍ×8.8ｍ×高さ 13.6ｍ×2連 

       底版厚 1.2ｍ 壁厚 0.8～1.2ｍ 床版厚 0.4ｍ 

   放水口 内径 3.6ｍ×2.5ｍ×53ｍ×2連 

          2.4ｍ×2.5ｍ×53ｍ×3連 

       壁厚 （中） 400ｍｍ （外）650ｍｍ 

       底版厚 650ｍｍ 

       床版厚 600ｍｍ 

相馬新地-1
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 ○燃料設備 

   重油タンク基礎  

        地盤改良：載荷盛土（高さ 5.0ｍ） 

             良質土置換（置換厚 4.2ｍ ） 

             サンドコンパクションパイル（φ700ｍｍ ピッチ 1.4ｍ） 

        構造：直接基礎（砕石リング基礎） 

             RC リング 鉄筋コンクリート造 直径 42.4ｍ 高さ 2.0ｍ 幅 0.5ｍ 

   軽油タンク基礎  

        地盤改良：良質土置換（置換厚 3.0ｍ） 

             サンドコンパクションパイル（φ700ｍｍ ピッチ 1.6ｍ） 

        構造：直接基礎（砕石リング基礎） 

             RC リング 鉄筋コンクリート造 直径 15.2ｍ 高さ 1.5ｍ 幅 0.4ｍ 

   防油堤  

        構造：鉄筋コンクリート造（逆 T型） 直接基礎 

           壁高 2.0ｍ（地上高 1.5ｍ）、壁厚 0.25ｍ 延長 600ｍ 

   中仕切堤 

        構造：盛土造 表面コンクリートモルタル張（厚さ 10ｃｍ）直接基礎 

            高さ 0.3ｍ、天端幅 1.0ｍ、法勾配 1：1.5、延長 182ｍ 

 

   流出防止堤 

         構造：盛土造 表面芝張 

             高さ 0.6ｍ、天端幅 2.0ｍ、法勾配 1：2.0 延長 1,161ｍ 

   屋外貯炭場 

    パイル部  

         地盤改良：ペーパードレン（94×2.6ｍｍ、ピッチ 1.0ｍ）+載荷盛土（高さ 2～9ｍ） 

              深層混合処理（φ1,000ｍｍ-4 列 幅 3.6ｍ ピッチ 1.0ｍ） 

         A パイル 幅 47.0ｍ×長さ 740.0ｍ 

         B パイル 幅 47.0ｍ×長さ 695.0ｍ 

         C パイル 幅 47.0ｍ×長さ 610.0ｍ 

         D パイル 幅 47.0ｍ×長さ 540.0ｍ 

         E パイル 幅 47.0ｍ×長さ 460.0ｍ 

         F パイル 幅 47.0ｍ×長さ 460.0ｍ 

     道床部 

         地盤改良：サンドコンパクションパイル（φ700ｍｍ、ピッチ 1.75ｍ）+ 

載荷盛土（高高さ 2～4ｍ） 

         構造：一般走行部 鉄筋コンクリート造（砕石強化路盤）直接基礎 

            休止部   鉄筋コンクリート造（砕石強化路盤）直接基礎 

 

 

 

 ○その他 

     橋梁  上部工 １等橋（T-20、TT-43） 

         橋 長 76.95ｍ（唐崎橋）  72.44ｍ（今神橋） 

         支 間 2 径間×37.2ｍ（唐崎橋） 2 径間×35.11ｍ（今神橋） 

         有効幅員 道路橋 10.0ｍ（唐崎橋） 車道 8.0ｍ、歩道 0.7ｍ（今神橋） 

         型式   ポストテンション方式 PC 単純 T桁橋 

         下部工 

         橋  台 構造：ラーメン式 RC 構造 

                 場所打ちコンクリート杭基礎 

                 深層混合処理 

         橋  脚 構造：逆 T式、RC 構造 

                 場所打ちコンクリート杭基礎 

 

 

■地盤情報 

  ・地盤レベル、地下水レベル 

   構内地盤高は、発電所用地については高潮等を考慮しＣＤＬ（工事基準面）+5.1ｍ、貯炭場用地 

   はＣＤＬ+4.5ｍとした。また、5号埠頭地盤高は、相馬港整備計画によりＣＤＬ+4.0ｍとなっている。 

   地下水レベルは季節によりばらつきがあるが高い所ではＧＬ-40ｃｍ～ＧＬ-1.0ｍである。 

  ・地質概要 

   発電所周辺の地質については、基盤が新第三紀鮮新世の竜の口層、その上に第四紀の沖積層から 

   構成されている。竜の口層は、疑灰質シルト岩を主体として、中・細粒砂岩、疑灰質泥岩などの 

   薄層を挟む互層から構成されており、浸蝕により起伏差が大きい。 

   沖積層は、これらの凹凸ある地形に累積したもので、度重なった火山灰、砂礫、シルト、粘土、 

   有機質土の堆積物と、潟の干拓が行われた人為的な盛土からなり、分布する地層が 11 層認められる。 

 

■地震観測記録 

  ・最大加速度、最大速度 

   ボイラ１Ｆ 371.9gal 

   タービン２F 585.1gal 

 

■津波観測記録 

  構内全域において、2～3ｍ程度冠水。 

 

相馬新地-2
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■被害状況（地震による被害） 

  ・土木構造物被害（クラック、変位、沈下、移動量など） 

   道路陥没 他 

  ・液状化の有無 

   構内各所で液状化発生 

  ・地盤沈下状況 

   構内各所で地盤沈下発生 

 

 

■被害状況（津波による被害） 

  ・土木構造物被害（クラック、変位、沈下、移動量など） 

   5 号埠頭 埠頭監視室前管理用道路流出他 

   揚炭・揚油バース鋼管杭防食カバー損傷・流出 

  ・設備被害 ※土木構造物との関連で特記すべきもの 

         例えば、タンクの転倒や配管架構が押し流された際のアンカー破断など 

   接岸荷降中の石炭船の離桟および衝突により揚炭機（アンローダー）が損傷 

   石炭船に接続している石炭受入コンベアはその衝撃で損傷、揚炭バース床版一部損傷 

   重油バース施設間連絡橋流出 

  ・環境被害  

    座礁船（石炭船）より油流出 

 

 

■復旧状況 

  ・復旧の考え方 

   発電設備については原形復旧 

  ・復旧設備、復旧方法、時期 

   平成２４年３月３０日復旧工事の一部を残し完了予定 

 ・PR 館（平成２４年４月着手予定） 

 ・発電所東側周囲柵（新地町の用水路復旧工事がある為） 

  ・発電所の稼働状況（あるいは運転開始時期予想） 

   1 号機 平成 23 年 12 月 26 日 点火 

       平成 23 年 12 月 27 日 並列 

   2 号機 平成 23 年 12 月 7 日 点火 

       平成 23 年 12 月 19 日 並列 

 

 

 

 

 

 

■今後への展開 

  （今回の地震の教訓として、今後の発電所計画に活かすことができる、あるいは、活かすべきと 

   お考えの意見、課題、知見等） 

   ・想定津波高さの見直し必要性 

   ・避難訓練が奏功 

   ・貯炭場北側に協力会社事務所があり、今回、孤立した為、避難道路の設置 

相馬新地-3
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相馬新地-4
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相馬新地-5
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相馬新地-6
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相馬新地-7
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よ
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置
し
た
）

B
L
1
9
防

舷
材

撮
影
2
0
1
1
.0
3
.3
0
緊
急
調
査

（
B
L
2
2
防
舷

材
を
取
り
外
し
て
設
置
し
た
）

被
災

状
況

現
況

 
「
揚

炭
バ

ー
ス
防

舷
材

」
で
は

接
岸

し
て
い
た
石

炭
船

の
地
震
時
の
動
揺
等
が
主
因
と
考
え

ら
れ
る
B
L
1
9
の
パ
イ
型

防
舷

材
の

損
傷

が
激

し
く
、
B
L
8
で
は
セ
ル
式

防
舷
材

の
前
面

に
設
置

さ
れ
て
い
る
防
衝
板
の
変
形

が
確

認
さ
れ

た
。
そ
れ

ら
に
対

し
て
、
撤
去

を
行
う
と
と
も
に
、
現

バ
ー
ス
利
用
状
況
で
接
岸

時
に
船

舶
と
干

渉
し
な
い
同

型
の
健
全
な
部
材
を
取
り
外
し
て
交
換

を
し
た
。
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【
揚

炭
バ

ー
ス
】
　
「
連

絡
橋

復
旧

工
」

撮
影
2
0
1
1
.0
1
.1
8

（
桁
上
部
の
損
傷
）

撮
影
2
0
1
1
.0
3
.3
0
緊
急
調
査

被
災

状
況

現
況

 
№
1
連

絡
橋
で
は
桁
と
橋
台

の
干

渉
等

に
よ
っ
て
橋

台
に
損
傷

が
生
じ
て
い
た
こ
と
か
ら
、
地

震
の
影

響
に
よ
る
そ
れ
ぞ
れ

の
「
連

絡
橋

」
の

損
傷

状
況

の
詳
細
調
査
を
行
っ
た
。
№
2
連

絡
橋

は
3
号
ア
ン
ロ
ー
ダ
の
倒

壊
に
よ
っ
て
、
そ
の

カ
ウ
ン
タ
ー
ウ
ェ
イ
ト
が
連
絡

橋
に
落

下
し
た
た
め

に
P

C
桁
に
損
傷
が
生
じ
て
い
た
こ
と
か

ら
、
調

査
結

果
を
も
と
に
鋼
板

接
着
補

強
等

に
よ
っ
て

復
旧
し
た
。
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【
揚

炭
バ

ー
ス
】
　
「
ア
ル

ミ
高

欄
復

旧
工

」

撮
影
2
0
1
1
.0
5
.2
5

撮
影
2
0
1
1
.0
5
.2
5

被
災

状
況

現
況

 
揚
炭
バ
ー
ス
連
絡
橋
の

「
ア
ル

ミ
高

欄
」
は

一
部

部
材

（
笠

木
等
）
の
流
出
や
損
傷
が
生
じ
て

い
た
た
め
、
復
旧
を
行
っ
た
。
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【
揚

油
バ

ー
ス
】
　
「
施

設
間

連
絡

橋
復

旧
工

」

撮
影
2
0
1
1
.0
6
.0
1

被
災

状
況

現
況

 
揚
油
バ
ー
ス
で
は
震
災

に
よ
る
津

波
に
よ
っ
て
「
施

設
間

連
絡

橋
」
が
流
失
あ
る
い
は
損
傷
す

る
な
ど
し
て
い
た
。
そ
こ
で
流

出
部

材
は

潜
水

探
索

等
し
て
、
残

存
部
材
と
と
も
に
起
重
機

船
に

て
撤
去

・
運
搬
し
、
損
傷
部

材
に
つ
い
て
は

切
断

し
て
指

定
箇
所
に
運
搬
し
た
。
損

傷
し
て
新
規

製
作
が
必
要
な
施
設
間

連
絡

橋
部

材
は

工
場

製
作

を
行

い
、
再

利
用
可

能
な
部

材
は
修

繕
を

行
っ
た
。
そ
の
後
、
そ
れ

ぞ
れ

の
部

材
を
起

重
機

船
に
て
運

搬
・
架
設
し
た
。

 

相
馬
新
地
-
1
5

参考資料５－43



【
揚

油
バ

ー
ス
】
　
「
防

食
カ
バ

ー
復

旧
工

」

e
x)
　
S
B
D

e
x)
　
N
B
D

撮
影
2
0
1
1
.0
6
.0
8

被
災

状
況

現
況

 
揚
油
バ
ー
ス
の
「
防

食
カ
バ

ー
」
は

震
災

に
よ
る
津

波
で
一
部
の
鋼
管
が
露
出
す
る
ほ
ど
の

損
傷
が
生
じ
て
お
り
、
緊

急
に
復

旧
が

必
要

な
状

態
で
あ
っ
た
。
更
に
そ
の
後

の
波
浪

等
に

よ
っ
て
鋼

材
露
出
等
の
損

傷
範

囲
の

拡
大

が
確

認
さ
れ

て
い
た
。
そ
こ
で
、
損
傷
し
た
被

覆
防

食
の
復
旧
を
行
っ
た
。
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【
揚

油
バ

ー
ス
】
　
「
進

入
路

復
旧

工
」

撮
影
2
0
1
1
.0
3
.3
0
緊
急
調
査

被
災

状
況

現
況

 
揚
油
バ
ー
ス
の
「
連

絡
橋

進
入

路
」
は

液
状

化
等

の
影

響
に
よ
っ
て
沈
下
し
て
お
り
、
擁
壁

ご

と
大
き
く
沈
下
し
て
擁
壁

間
の

大
き
な
高

低
差

や
土

砂
の

流
出
な
ど
が
生
じ
て
い
た
。
こ
れ
に
対

し
て
沈

下
し
た
擁
壁
部
に
お
い
て
は

嵩
上

げ
を
行

う
と
と
も
に
連

絡
橋
進

入
路
の

全
面
的
な
復

旧
を
行
っ
た
。
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【
ｵ
ｲ
ﾙ
ﾌ
ｪﾝ

ｽ
巻

取
り
機

他
】
　
「
ｵ
ｲ
ﾙ
ﾌ
ｪﾝ

ｽ
巻

取
機

復
旧

工
」

撮
影
2
0
1
1
.0
9
.2
8

撮
影
2
0
1
1
.0
3
.3
0
緊
急
調
査

被
災

状
況

現
況

 
5
号
埠
頭

B
護
岸
際
に
位

置
す
る
「
オ
イ
ル

フ
ェ
ン
ス
巻

取
り
機
」
は
震

災
に
よ
る
津

波
で
損
壊

し
た
が

、
そ
の
基
礎
コ
ン
ク
リ
ー
ト
に
つ
い
て
も
基

礎
地

盤
の

液
状
化

に
よ
っ
て
大

き
く
不

同
沈

下
し
て
い
た
。
そ
こ
で
、
残
存

す
る
基

礎
コ
ン
ク
リ
ー
ト
等

の
解

体
撤
去

処
分
を
行
う
と
と
も
に
、

基
礎
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
新

規
製

作
を
行

っ
た
。

 
揚

炭
バ

ー
ス
B
L
2
3
に
位
置
す
る
「
オ
イ
ル
フ
ェ
ン

ス
巻
取

り
機
」
は
震
災
に
よ
る
津

波
で
流

失
し
た
。
残

存
す
る
基
礎

コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
有
効
利

用
す
る
た
め
に
は
、
ア
ン
カ
ー
ボ
ル

ト
の

再
設

置
が

必
要

で
あ
っ
た
た
め
、
コ
ア
ド
リ
リ
ン
グ
に
よ
る

既
設
の
除
去
を
含
め
て
基

礎
の

復
旧

を
行

っ
た
。
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【
ｵ
ｲ
ﾙ
ﾌ
ｪﾝ

ｽ
巻

取
り
機

他
】
　
「
電

動
ｷ
ｬ
ﾌ
ﾟｽ
ﾀ
ﾝ
復

旧
工

」

撮
影
2
0
1
1
.0
3
.3
0
緊
急
調
査

被
災

状
況

現
況

 
揚
炭
バ
ー
ス
の
「
電

動
キ
ャ
プ
ス
タ
ン
」
は

震
災

時
の

津
波

に
よ
っ
て
海
水
に
よ
る
水
没
や
外

力
の
干
渉
で
損
傷
し
て
い
た
め
、
交

換
が

必
要

で
あ
っ
た
。
そ
こ
で
既

設
を
撤

去
し
、
新
規

製
品

の
設
置
を
ア
ン
カ
ー
ボ
ル
ト
固

定
に
よ
っ
て
行

っ
た
。
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【
ｵ
ｲ
ﾙ
ﾌ
ｪﾝ

ｽ
巻

取
り
機

他
】
　
「
ｸ
ｲ
ｯ
ｸ
ﾘ
ﾘ
ｰ
ｽ
ﾌ
ｯ
ｸ
点

検
工

」

撮
影
2
0
1
1
.0
6
.0
2

被
災

状
況

現
況

 
揚
炭
バ
ー
ス
の
「
ク
イ
ッ
ク
リ
リ
ー
ス
フ
ッ
ク
」
は

震
災

時
の

津
波
に
よ
る
影

響
で
大
き
な
外
力

を
受
け
て
い
る
と
み
ら
れ
、
さ
ら
に
は

海
水

で
水

没
し
た
こ
と
も
あ
り
、
健
全
に
作
動
し
な
い
可
能

性
が
あ
っ
た
。
そ
こ
で
、
継

続
使

用
の

可
否

を
判

断
す
る
た
め
、
詳
細
な
点
検
を
行
っ
た
。
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【
既

設
護

岸
】
　
「
既

設
護

岸
補

強
工

」

撮
影
2
0
1
1
.0
3
.3
0
緊
急
調
査

被
災

状
況

現
況

 
既
設
護
岸
の
鋼
管
矢
板

は
地

震
力

あ
る
い
は

津
波

の
引

き
波

に
よ
る
大
き
な
水
圧
の

作
用

な
ど
が

原
因
と
し
て
考
え
ら
れ

る
前

面
へ

の
大

き
な
変

位
が
生
じ
て
い
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、
「
グ

ラ
ウ
ン
ド
ア
ン
カ
ー
に
よ
る
補

強
」
お
よ
び
「
捨

石
に
よ
る
根

固
め
補

強
」
を
施
工
し
て
護
岸
機

能

を
回
復

し
た
。
更
に
既
設

護
岸

の
グ
ラ
ウ
ン
ド
ア
ン
カ
ー
工

の
施
工

完
了
後

に
、
ア
ン
カ
ー
体

頭

部
に
防
護
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
施

工
し
た
。
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■
５
号
埠
頭
周
囲
復
旧
工
事
 

 

設
備
名
称
 

被
災
状
況
 

現
況
 

備
考
 

     

岸
壁

端
部

～
2
-
4

      

 
 

 

     

(
1-

28
～

1-
37
) 
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■
合
流
槽
手
摺
 

 

設
備
名
称
 

被
災
状
況
 

現
況
 

備
考
 

     

合
流
槽
 

      

 
 

 

     

合
流
槽
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■
合
流
槽
手
摺
 

 

設
備
名
称
 

被
災
状
況
 

現
況
 

備
考
 

     

合
流
槽
 

      

 
 

 

     

合
流
槽
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■
土
木
Ｂ
工
事
 

 

設
備
名
称
 

被
災
状
況
 

現
況
 

備
考
 

   

敷
砂
利
復
旧
工
事

 

1
号
タ
ー
ビ
ン
 

北
側
 

     

 
 

 

   

構
内
道
路
復
旧
 

工
事
 

 

南
門
北
道
路
 

(
煙
突
通
り

)
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【
管

理
用

道
路

】
　
「
連

絡
橋

進
入

路
復

旧
工

」

e
x)
　
№

2
連

絡
橋

進
入

路

E
P
S
路

体
部

分
の

破
壊

が
生

じ
て
い
た

e
x)
　
№

3
連

絡
橋

進
入
路

撮
影
2
0
1
1
.0
3
.3
0
緊
急
調
査

被
災

状
況

現
況

 
護
岸
際
に
位
置
す
る
揚
炭

バ
ー
ス
管

理
用

道
路

は
液

状
化
等
の

影
響

に
よ
っ
て
沈
下
し
て

お
り
、
「
連

絡
橋

進
入

路
部

」
に
お
い
て
は

擁
壁

ご
と
大

き
く
沈
下
し
て
連
絡
橋
と
の
大
き
な
高

低
差
や
土
砂
の
流
出
な
ど
が

生
じ
て
い
た
。
こ
れ

ら
に
対

し
て
進
入

路
の
擁

壁
に
お
い
て
は

プ
レ
キ
ャ
ス
ト
部
材
に
よ
る
嵩

上
げ
、
お
よ
び
軽

量
盛

土
を
施

工
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
全
面
的

に
連
絡
橋
進
入
路
の
復
旧

を
行

っ
た
。
（
現

況
は

下
層

路
盤

ま
で
）
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【
管

理
用

道
路

】
　
「
管

理
用

道
路

復
旧

工
」

e
x)
　
№

1
～

№
2
連

絡
橋

進
入

路

e
x)
　
№

2
～

№
3
連

絡
橋
進
入
路

撮
影
2
0
1
1
.0
3
.3
0
緊
急
調
査

被
災

状
況

現
況

 
護
岸
際
に
位
置
す
る
「
揚

炭
バ

ー
ス
管

理
用

道
路

」
は

液
状
化
等
の
影
響
に
よ
っ
て
沈
下
し

て
お
り
、
舗
装
や
用
排
水

工
が

破
壊

さ
れ

て
土

砂
の

流
出

な
ど
が
生
じ
て
い
た
。
こ
れ
ら
に
対
し

て
全
面

的
な
復
旧
を
行
っ
て
い
る
。
（
現

況
：
下

層
路

盤
施

工
中
）
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【
管

理
用

道
路

】
　
「
油

水
分

離
槽

復
旧

工
」

撮
影
2
0
1
1
.0
3
.3
0
緊
急
調
査

被
災

状
況

現
況

 
「
油

水
分

離
槽

」
は
震
災

に
よ
る
液

状
化

等
に
よ
っ
て
大

き
く
沈
下
し
た
。
震
災
直
後
に
は
損

傷
し
た
横
断
暗
渠
か
ら
の
土

砂
流

出
に
よ
り
陥

没
が

確
認

さ
れ
て
い
る
が
、
他
業
種

施
工
の

作
業
都
合
に
よ
り
、
復
旧
措
置

の
な
い
ま
ま
埋

め
戻

さ
れ

て
い
る
状
態
で
あ
っ
た
。

 
 
そ
こ
で
、
試
掘
に
よ
り
、
暗

渠
構

造
（
異

材
質

接
続

部
、
2
箇

所
）
の

確
認
を
行
い
、
暗
渠

延
長

を
設
計
し
た
上
で
施
工
を
行

っ
た
。
沈

下
し
た
分

離
槽

に
つ
い
て
は
天

端
を
周

辺
地
盤

以
上

（
+
2
0
0
m
m
）
と
な
る
よ
う
に
嵩

上
げ
を
行

い
、
手

摺
の

復
旧

を
行
っ
た
。
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【
管

理
用

道
路

】
　
「
空

隙
充

填
工

」

e
x)
　
№

1
連

絡
橋

橋
台

部

e
x)
　
重
油
受
入
監
視
室

撮
影
2
0
1
1
.0
3
.3
0
緊
急
調
査

被
災

状
況

現
況

 
5
号
埠
頭
の
埋
め
立
て
地

盤
は

震
災

に
よ
る
液

状
化

等
の
影
響

に
よ
っ
て
沈

下
し
て
お
り
、
連

絡
橋
や
鋼
管
矢
板
護
岸

な
ど
の

杭
構

造
物

と
大

き
な
高

低
差
が

生
じ
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
杭

構
造
物
の
下
部
を
始
め
と
し
て
構

造
物

と
地

盤
と
の

間
に
空

洞
が
多
く
生
じ
て
い
た
。
ま
た
、
杭

構
造
物
同
士
が
接
す
る
部
分

に
つ
い
て
も
揺

れ
に
よ
る
相

互
の
干

渉
に
よ
る
も
の
と
考
え
ら
れ

る
隙
間
が
生
じ
て
い
た
。

 
 
そ
こ
で
当
工
事
で
は
連
絡

橋
橋

台
部

分
等

の
対

策
措

置
と
し
て
エ
ア
モ
ル
タ
ル

に
よ
る
「
空

隙
充

填
」
を
行
っ
た
。

 

相
馬
新
地
-
2
9
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管
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「
先
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護

岸
復

旧
工

」

撮
影
2
0
1
1
.0
3
.3
0
緊
急
調
査

被
災

状
況

現
況

 
震
災
時
の
沖
合
防
波
堤

の
崩

落
や

地
殻

変
動

に
よ
る
沈

下
の

影
響

に
よ
っ
て
、
揚

油
バ
ー

ス
背
面
側
に
位
置
す
る
先
端

護
岸

は
高

潮
・
波

浪
時

の
越

波
が
大
き
く
増
し
て
い
る
。
後

背
に

存
在
す
る
重
油
受
入
監
視

室
は

電
子

機
器

を
配

す
る
重

要
施

設
で
あ
り
浸
水

を
許
容
で
き
な

い
た
め
、
防
波
堤
の
復
旧
ま
で
の

期
間

の
対

策
が

必
要

で
あ
る
。
そ
こ
で
、
仮

設
の
波

返
し
と
し

て
擁
壁
を
設
置
を
行
う
（
現
況

：
未

施
工

）
。
併

せ
て
、
侵

食
さ
れ
た
当
該
部

の
舗
装

を
復
旧
（
施

工
済
み

）
し
て
「
先

端
護

岸
復

旧
」
を
行

う
。
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■
構
内
道
路
 

 

設
備
名
称
 

被
災
状
況
 

現
況
 

備
考
 

     

今
神
橋
 
右
岸
 

      

 
 

 

      

１
号
 
西
側
 

     

 
 

 

」
 相
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常磐勿来－1 

 常磐共同火力 勿来火力発電所  

■事業者名 

  常磐共同火力株式会社 

■発電所名 

  勿来発電所 

■設備概要 

 ・全体仕様 

   ６号機  １７．５万ｋＷ（重油）         １９６６年１１月運開 

   ７号機  ２５．０万ｋＷ（石炭・炭化燃料）    １９７０年１０月運開 

   ８号機  ６０．０万ｋＷ（石炭）         １９８３年 ９月運開 

   ９号機  ６０．０万ｋＷ（石炭・重油・炭化燃料） １９８３年１２月運開 
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常磐勿来－2 

・配置図 
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常磐勿来－3 

 

■地盤情報 

  ・地盤レベル： ＴＰ＋２４５７ 

   地下水位レベル： ＴＰ＋１０００ 

  ・全般的な土層構成 

    新第三期多賀層の砂岩シルト，洪積層 

    基盤（Ｎ値５０）までの深さ：約５ｍ～３５ｍ ⇒ 鮫川側へ傾斜 

  ・地盤改良 

    地盤改良箇所：なし 

    工法：－ 

    仕様：－ 

 

■地震観測記録 

  ・最大加速度、最大速度 

    平成 23 年 3 月 11 日 14：46 ⇒ 470.9 ガル（震度６弱） 

    平成 23 年 4 月 11 日 17：16 ⇒ 256.79 ガル（震度６弱） 

    平成 23 年 4 月 12 日 14：07 ⇒ 314.0 ガル（震度６弱） 

  ・計器設置場所 

    ８・９号タービン架台２階  ＴＰ＋７２５７ 

 

■津波観測記録 

  ・浸水高、浸水深、遡上高 

    小名浜：３.３３ｍ 

    構内の浸水高 地盤レベル＋約１・８ｍ（ＴＰ＋４２５７） 

    防潮堤越波高さ ＴＰ＋４・５ｍ以上（※ＴＰ＋６・２ｍ未満） 

  ・浸水の概略範囲(発電所配置図等への記載) 

    別添付図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■主要土木設備の仕様・被害状況・復旧状況・課題 

  ○港湾設備 

    仕様 

     公共の小名浜港を利用 

    被害 

     甚大 

    復旧状況 

     現在 国・県で復旧中 

 

  ○防潮堤 

    仕様 

     公共の防潮堤 

     ・コンクリートによる湾曲壁型（公共の防潮堤） 

     ・発電所北側以降⇒ＴＰ＋４・５ｍ 

     ・発電所南側以降⇒ＴＰ＋６・２ｍ 

    被害状況 

     ・発電所北側以降⇒津波の越波により殆ど破壊された。 

     ・発電所南側以降⇒津波は越波せず。構造体のズレや沈下あり。 

    復旧状況 

     ・トンパック土嚢をＴＰ＋４・５ｍ積み仮防潮堤としている。 

    今後の計画 

     ・県の計画ではＴＰ＋７・２ｍの防潮堤を再構築する予定。 

 

  ○復水器冷却水路設備 

   □第１取水路（復水器冷却水路設備-6.7 号機用） 

    仕様 

     ・取水量：２４ｔ/ｓ 

     ・取水口（バースクリーン方式） 断面積＝21.114 ㎡ 

     ・取水路（トンネル） 断面積＝13.515 ㎡ Ｌ＝205.719ｍ 

     ・第１ポンプ場（沈砂池+ヘッドタンク） 水平面積＝3,980 ㎡ Ｌ＝99ｍ 

     ・送水路（トンネル＋ボックスカルバート） 断面積＝12.414 ㎡ Ｌ＝2,082.026ｍ 

     ・分水池 水平面積＝398.628 ㎡ Ｌ＝23.232ｍ 

     上記延長 Ｌ＝2,409.977ｍ 

     ・６・７号給水路，２次循環水ポンプ場，余水路 

     ・放水路（ボックスカルバート） 断面積＝6.78 ㎡ Ｌ＝394.552ｍ 

    被害状況 

     ・送水路のボックスカルバートの伸縮目地にズレ（上下に５ｃｍ程度）が生じた箇所あり。 

     ・６・７号給水路，２次循環水ポンプ場，余水路に，ひび割れ・伸縮目地間の離れ 

      （１０ｃｍ程度）が生じた箇所あり。 
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常磐勿来－4 

    復旧状況 

     ・ボックスカルバートの伸縮目地にズレは漏水が殆どないため今回は処置せず 

     ・ひび割れは導水処理の上で防水モルタルで修理。また伸縮目地間の離れは伸縮目地再構築 

      を行う。 

    今後の課題 

     ・余震が続く中でドライアアップしての詳細調査が部分的に出来なかったため，全線を完全 

      ドライアップして詳細調査を行い，水路の補修を実施すること。 

 

   □第２取水路（復水器冷却水路設備-8.9 号機用） 

    仕様 

     ・取水量：４０ｔ/ｓ×２ 

     ・取水口（バースクリーン方式） 断面積＝38.4 ㎡×２ 

     ・取水路（トンネル） 断面積＝17.756 ㎡ Ｌ＝835.1ｍ（平均）×２ 

     ・第２ポンプ場（沈砂池+ヘッドタンク） 水平面積＝7,868.607 ㎡ Ｌ＝151.3ｍ×２ 

     ・送水路（トンネル＋ボックスカルバート） 断面積＝17.757 ㎡ Ｌ＝1,659.06ｍ×２ 

     ・分水池 水平面積＝711.617 ㎡ Ｌ＝25.3ｍ×２ 

     ・分水路（ボックスカルバート） 断面積＝15.03 ㎡ Ｌ＝483.165ｍ（平均）×２ 

     ・２次循環水ポンプ場，余水路 

     ・放水路（ボックスカルバート） 断面積＝13.883 ㎡ Ｌ＝371.639ｍ（平均） 

     延長 Ｌ＝3,598.038ｍ（平均） 

    被害状況 

     ・取水口側崖が崩落 

     ・放水路のボックスカルバートの伸縮目地にズレ（上下に 5～10ｃｍ程度）が生じた箇所 

      あり。 

     ・分水路・放水路の目地が損傷・，ひび割れあり。また放水路の伸縮目地間の離れ 

      （１０ｃｍ程度）が生じた箇所あり。 

    復旧状況 

     ・取水口側崖の崩落土砂撤去 

     ・ボックスカルバートの伸縮目地にズレは漏水が殆どないため今回は処置せず 

     ・ひび割れは導水処理の上で防水モルタルで修理。また伸縮目地間の離れは伸縮目地再構築 

      を行う。 

    今後の課題 

     ・余震が続く中でドライアアップしての詳細調査が殆ど出来なかったため，全線を完全ドラ 

      イアップして詳細調査を行い，水路の補修を実施すること。 

 

  ○燃料輸送用洞道 

    仕様 

     ・燃料輸送用洞道（トンネル＋ボックスカルバート） 断面積＝14.64 ㎡ Ｌ＝4,205ｍ 

    被害状況 

     ・排水ポンプが停止し水没 

     ・ボックスカルバートの伸縮目地にズレ（上下に 5ｃｍ程度）が生じた箇所あり。 

    復旧状況 

     ・導水処理の上で防水モルタルで修理。 

 

  ○OF ケーブル洞道 

    仕様 

     ・OF ケーブル洞道（ボックスカルバート）  

    被害状況 

     ・排水ポンプが停止し水没 

     ・ボックスカルバートの伸縮目地にズレ（上下に 5ｃｍ程度）が生じた箇所あり。 

    復旧状況 

     ・導水処理の上で防水モルタルで修理。 

 

  ○各種基礎 

    仕様：直接基礎 

     ・重軽油配管基礎-２基 

     ・アンモニア配管基礎-１基 

     ・８・９号海水ブースターポンプ基礎-４基 

     ・ベルトコンベア基礎-１基 

     ・蒸留水タンク基礎-２基 

     ・その他の基礎 

    被害状況 

     ・液状化による２０～５０ｃｍ程度沈下 

    復旧状況 

     ・上記５箇所は場所打ち杭を設置し，基礎を再構築 

     ・その他の基礎はペデスタル等を，モルタルで修理 

 

  ○橋形クレーン軌条基礎 

    仕様：直接基礎 

     ・６・７号２次循環水ポンプ場軌条基礎 Ｌ＝24.3ｍ 

     ・加圧・灰流しＰ槽軌条基礎 Ｌ＝23.1ｍ 

    被害状況 

     ・液状化による３０～７０ｃｍ程度沈下 

    復旧状況 

     ・軌条下部の地盤改良（一部場所打杭）を行い，基礎を再構築 
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常磐勿来－5 

  ○構内道路 

    仕様 

     ・アスファルト舗装及び一部コンクリート舗装 

     ・現場打側溝及び既成 U型側溝 

    被害状況 

     ・液状化による２０～１５０ｃｍ程度沈下 

     ・道路のひび割れ・陥没あり 

     ・側溝の沈下・破損あり 

    復旧状況 

     ・舗装の打替え及びオバーレイ 

     ・側溝の入替え及び笠上げ 

    今後の課題 

     ・完全には復旧出来ていないため順次修理する予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真位置図 
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常磐勿来－6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     P09-01（灰流水調整池［海側］の北側の緑地）               P10-01（サービスビル前に押し寄せる津波）               P11-01（第１分水池南側付近 写真右側が海） 

     地震による地割れ発生 液状化も発生している               手前に見える建物の屋根がサービスビルの凸部           防潮堤背面道路の路面陥没と防潮堤倒壊、 

                                                                              防潮堤下部は基礎の手当が不十分であった模様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       P13-08（９号タービン前の道路陥没変形）                    P15-01（６号煙突脚部座屈） 

       正面が９号タービン建屋                            ３脚のうちの１脚 

参考資料５－65



常磐勿来－7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        P18-03-01（第１分水池南側）                       P18-03-02（第１分水池南側）                     P20-05（勿来弟２開閉所の脇） 

   パイプライン配管部破断（構内平面図の紫色の線が配管）          パイプライン配管部破断（構内平面図の紫色の線が配管）              防潮堤倒壊 

                                                                       （写真中、遠方に見える赤白煙突のうち右側が６号、左側が７号） 
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鹿島共火－1 

 鹿島共同火力 鹿島共同火力発電所  

 

■事業者名 

  鹿島共同火力株式会社 

■発電所名 

  鹿島共同発電所 

■設備概要 

 ・全体仕様 

    １号 ３５万ｋＷ（高炉ガス・コークス炉ガス・重油） 昭和４８年７月 

２号 ３５万ｋＷ（高炉ガス・コークス炉ガス・重油） 昭和４８年１２月 

３号 ３５万ｋＷ（高炉ガス・コークス炉ガス・重油） 昭和５７年２月 

４号 ３５万ｋＷ（高炉ガス・コークス炉ガス・重油） 昭和５７年３月 

＊ ２号は長期計画停止中 

 

 ・発電所配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・主要土木設備仕様 

 ○復水器冷却水路設備 

   取水口     ：形式、取水量など 

      形式：取水塔式 

      取水量：５５．５ｍ３／ｓ（１／２号 ２５ｍ３／ｓ ； ３／４号 ３０．５ｍ３／ｓ） 

   取水路、取水槽 ：内空寸法など 

      １／２取水路断面積：３．１５ｍ×３．１５ｍ×２連 

      ３／４取水路断面積：３．３０ｍ×３．３０ｍ×２連 

   放水槽、放水路 ：内空寸法など 

      １／２放水路断面積：３．８０ｍ×３．８０ｍ×１連 

      ３／４放水路断面積：４．００ｍ×４．００ｍ×１連 

   放水口     ：形式、放水量など 

      形式：開渠式 

      １／２号放水量 ２５．０ｍ３／ｓ 

      ３／４号放水量 ３０．５ｍ３／ｓ 

 

 ○燃料設備 

      タンク ：燃料種別、形式、容量など 

      重油タンク：２万ｋｌ×２基 

３万ｋｌ×２基 

 

 ○その他  特記すべき設備があれば 
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鹿島共火－2 

 

■地盤情報 

  ・地盤レベル、地下水レベル 

   地盤レベル：ＹＰ+5.000 

   地下水レベル：ＹＰ+4.800 

  ・地盤構成   ：全般的な土層構成 

   第四紀砂質土層 

  ・地盤改良   ：地盤改良箇所、工法、仕様 

   地盤改良箇所：なし 

   工法：－ 

   仕様：－ 

 

■地震観測記録 

  ・最大加速度、最大速度 

   最大加速度：３５９ｃｍ／ｓ／ｓ 

   最大速度：  不明  ｃｍ／ｓ 

  ・計器設置場所 

   計器設置場所：タービン架台２F ＧＬ＋４．４５ｍ 

 

■津波観測記録 

  ・浸水高、浸水深、遡上高 

   ― 津波被害無し 

  ・浸水の概略範囲(発電所配置図等への記載) 

   － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■被害状況（地震による被害） 

  ・土木構造物被害（クラック、変位、沈下、移動量など） 

   取水路内土砂流入、燃料タンク防油堤傾斜,水路等点検口の破断、水槽関係浮き上がり、 

埋設排水管断裂、道路陥没 他 

  ・液状化の有無 

   構内各所で液状化発生 

  ・地盤沈下状況 

   構内各所で地盤沈下発生 

 

■被害状況（津波による被害） 

津波被害無し 

・土木構造物被害（クラック、変位、沈下、移動量など） 

   － 

  ・設備被害 ※土木構造物との関連で特記すべきもの 

   － 

  ・環境被害 

   － 

 

■復旧状況 

  ・復旧の考え方 

   発電設備については応急復旧後，原形復旧。 

   排水設備・道路についても応急復旧後、原形復旧。 

  ・復旧設備、復旧方法、時期 

－ 

  ・発電所の稼働状況（あるいは運転開始時期予想） 

   全号機復旧完了 

 

■今後への展開 

  （今回の地震の教訓として、今後の発電所計画に活かすことができる、あるいは、活かすべきと 

   お考えの意見、課題、知見等） 

   ・土木設備重要度区分の設定 

・液状化未対策部分への簡易対策方法の検討 

・地下埋設物の浮き上がり防止 

 

 

 

参考資料５－68



鹿島共火－3 

 

被害および復旧の状況 

 

設備名称 被害時の状況 復旧後の状況 備考 

 

第１排水 

処理装置 

（凝集・混合層） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（状況） 

液状化による傾斜極大 

 

（復旧） 

鋼製水槽構築 

 

１号起動変圧器 

防油堤 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

（状況） 

液状化・陥没に伴う堤損壊 

 

（復旧） 

防油堤再構築 
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鹿島共火－4 

 

被害および復旧の状況 

 

設備名称 被害時の状況 復旧後の状況 備考 

 

№１，２重油 

タンク防油堤 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

（状況） 

液状化による転倒，目地開き 

油分離槽向けバルブ損壊 

 

（復旧） 

防油堤・油分離槽再構築 

関連機器再設置 

 

№１，２重油 

タンク防油堤 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

（状況） 

液状化による転倒，目地開き 

 

（復旧） 

防油堤再構築 
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参考資料 6-1 

 

 

【八汐ダム調整池】 

１．被災直後  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．補修状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全件 

 

 

 

３．補修後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【沼原ダム調整池】 

１．被災前 ２．被災直後 

 

◆沼原ダム全景 

 

◆被災直後の調整池全景（H23 年 3 月 12 日） 

３．被災状況 

 

◆クラック発生状況（補修前） 

 

◆クラック詳細（補修前） 

４．補修方法 

 

◆クラック頭部のはつり状況 

 

 

 

 

◆開削部ゴム化アスファルト充填 

 

 

 

参考資料６ 水力発電所 参考写真 

◆八汐ダム右岸ひび割れ状況 ◆八汐ダム左岸ひび割れ状況 

◆舗設施工状況全景 ◆舗設施工状況 

◆表面保護層施工状況全景 ◆表面保護層施工状況 

左岸側 施工完了状況 右岸側 施工完了状況
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◆クラック防止シートの設置 

 

◆アスファルト舗設（人力転圧） 

 

◆表面保護層塗布 

 

◆アスファルト舗設準備 

 

◆オーバーレイ完了 

 

◆表面保護層塗布後 

５．補修後 

 

◆補修完了 

 

【沼の倉発電所開水路】 

１．被災後状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．補修状況 

 

開水路側壁を固定するためのロックボルトを打設し、平成23年6月26日運転再開

開水路背面の盛土の沈下、土圧の作

用により、開水路側壁が水路内側や

外側へ倒れ込み、側壁中段部に圧縮

性・引張性のひび割れが発生 

開水路断面図 

ひび割れ箇所

◆側壁が水路内側へ倒れ込んだことにより発生し
た圧縮ひび割れ 

◆側壁が水路外側へ倒れ込んだことにより発生した
曲げ引っ張りひび割れ（幅２ｃｍ） 
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【東京発電㈱ 石岡第一発電所被害状況】 

出展：第 94 回 中小水力発電技術に関する実務研修会 平成 24 年 2 月 

財団法人新エネルギー財団水力本部 

 

 

 

石岡第一発電所水槽付近被害状況図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

石岡第一発電所水槽付近崩壊状況 

 

③水槽石積崩壊 ④サイフォン管盛土地割れ 

⑤水圧管路敷亀裂 ⑥山林土砂崩落 

○ 被害状況撮影位置 

⑤水圧鉄管敷亀裂は欄外 

⑥ 

① 

② 

③ 

④ 

①水槽状況（上流より） ②水槽状況（下流より） 
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【東京発電㈱ 花貫川第二発電所被害状況】 

出展：第 94 回 中小水力発電技術に関する実務研修会 平成 24 年 2 月 

財団法人新エネルギー財団水力本部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

花貫川第二発電所サージタンク付近崩壊位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

花貫川第二発電所 被害状況写真 

③上記サージタンクの既存ヘアクラックが地震 
 により開口し（推定）、通水時に漏水が発生 

④地震時の水路管の破損 ⑤左記水路管試掘後ハツった状況 

②水路管側から見たサージタンク 
手前の水路管が破損し流出水が地山土
砂を押し流した 

①水圧管路側から見たサージタンク 

図－３－２－３ 花貫川第二発電所周辺の地質 
図－３－２－４ 花貫川第二発電所サージタンク付近崩壊位置図 

② 

①

水路管亀裂 

水路管破損

ｻｰｼﾞﾀﾝｸ亀裂 

③ 

④⑤
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◎仙台市ガス局（取水路被災状況） 

 

 

 

 

参考資料７ ガス施設 被害状況写真 
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アスファルト表面遮水壁におけるひび割れ発生について 

 

 
 ダムは所要の耐震性能を保有しなくてはならず，地震時においても貯水機能が維持され制御で

きない貯水の流出を生じさせてはならない。アスファルト表面遮水壁型フィルダムは遮水層によ

って貯水機能が維持され，遮水層ひび割れ等からの漏水は遮水層背面の排水層によって堤体内監

査廊へ導水される構造となっている。監査廊へ導水された漏水は，その後，堤体外部へ安全に排

水される設計である。 

 
今回、東北地方太平洋沖地震によってアスファルト表面遮水壁型ダムについては、八汐ダム、

沼原ダムにおいて、表面遮水壁にひび割れ（クラック）が生じ、遮水壁からの漏水量が増加した

が、ダムの残留変位は小さく、堤体の安定性に問題はなかったものと評価されている。また同時

に、八汐地点，沼原地点ともに，表面遮水壁にひび割れが発生しても，漏水は設計どおり排水層

を経由して堤体外へ排水されており，堤体本体への漏水の影響はなかった。さらに、遮水壁は調

査から補修工事まで含めて約３ヶ月と、ごく短期間で補修が行えた。このことから、損傷箇所の

特定や補修が表面で容易に行うことができるという同型式ダムの利点が最大限に発揮されたも

のと言える。 

 
東北地方太平洋沖地震によって生じた遮水壁ひび割れ発生に対する考察等は以下の通り。 

 

（１）沼原地点： 

別添 1 「平成 23 年 3 月 11 日東北地方太平洋沖地震による沼原ダムへの影響およびその後の

対策について」 参照 

○解析結果概要 
 東北地方太平洋沖地震における同ダムの地震時挙動の解析を実施した結果，解析に

よる最大主ひずみの発生位置・方向と実際のひび割れ（クラック）の発生位置・方

向が概ね整合した。解析結果の最大ひずみ量は 0.8～0.9×10－3オーダー程度であり，

アスファルト混合物の破壊ひずみ量（0.7～1.0×10－3オーダー：九電大瀬内地点で

の材料試験結果（曲げ試験；－15℃～＋10℃）のうち－10℃データ※）と同等もし

くは超えるレベルであったことが判った。 
※（補足） 
アスファルト混合物は温度依存性が高いことに留意する必要がある。例えば、こ

こで照査に用いた破壊ひずみについては、沼原地点当日の気温－10℃相当の数値

を採用しているが、これが仮に 0℃相当となると値は 2～5 倍程度に大きくなり、

逆に－15℃相当とすれば 2/3 程度に小さくなるなど、温度により数値が大きく変

動する。 
 実際に観測されたひび割れ発生位置については，切土・盛土境界部分近傍と上部工

目地付近となっている。なお，切土・盛土境界部分近傍で発生したひび割れと，上

部工目地付近で発生したひび割れが一部連結している。 
 解析によるひずみが破壊ひずみを超えた部分（切土・盛土境界部分）で，ひび割れ

が発生していることを確認できた一方，破壊ひずみを超えていない部分（上部工目
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地付近）にも，ひび割れは発生しており，八汐地点の検討結果と併せて考えると，

上部工の目地部分等、応力が集中する箇所については、ひび割れ発生の始点となる

可能性が示唆された。 
○排水機能と補修効果について 
 地震発生直後の，ダム湖貯水の中間排水層からの透水量の観測によれば，中間排水

層が充分機能していることが伺える。また，ひび割れ補修後の観測では，この透水

量がほとんどゼロになっていることから，補修により表面遮水壁の遮水機能は従前

と同程度まで回復し、それを維持できているものと考えられる。 
○その他特記事項 
 アスファルト表面遮水壁型ダムについては、（ジョイント部を加熱・締固め等によ

り処理することにより）構造上遮水壁は連続体挙動となることから、特に寒冷時に

は大きな温度応力（引張）を受けていることが確認された。これは換言すればクラ

ック等の損傷により遮水壁の力学的連続性が失われた場合には、温度条件次第では

かなりの開口が生じ、結果として多量の漏水に繋がる可能性があり、安全な排水機

能の確保が極めて重要であることを示唆する。 
 沼原ダム南側断面に設置された観測記録を用いて求めた上下流方向の伝達関数（天

端／監査廊）では、1.5～1.8Hz（周期 0.55～0.66 秒）付近にいくつかのピークが

認められ、これが１次固有振動数に相当するものと考えられる。仮に、沼原ダムの

１次固有周期を 0.55 秒として加速度応答スペクトルの 0.55 秒以上の周期帯を見る

と、国交省指針案で示されている照査用下限加速度応答スペクトルを下回っており、

東北地方太平洋沖地震の際、沼原ダムでは特筆すべき長周期成分は観測されていな

いと評価できる。 
 

 

（２）八汐地点： 

別添 2 「アスファルト表面遮水壁型フィルダムの地震時挙動ならびに補強工」 参照 

○表面遮水壁ひび割れ・対策概要 
 東北地方太平洋沖地震における同ダム地震時挙動の解析を実施している。解析によ

る遮水壁最大ひずみ（引張）は約 1.8×10-4 であり，降伏ひずみ（2.3×10-3）と比

較すると十分に小さい値であるが，実際には遮水壁にひび割れが発生した。 
 遮水壁に発生したひび割れは，堤体天端付近より下方へ伸展する性状であり，天端

コンクリートブロックのジョイント開口に伴うひずみ集中がひび割れ発生のきっ

かけと推察される。 
 地震後，排水層を経由する漏水を検知したことによって，ひび割れの早期発見が可

能であった。地震後，ひび割れは，アスファルト含浸不織布シート貼り付けやアス

ファルト遮水壁の切削、オーバーレイによって補修されている。 
 
（３）参考 （他地点計画）： 

別添 3 「アスファルト表面遮水壁の諸元および力学性状等の比較」 参照 

 八汐地点以降に建設されたアスファルト遮水壁型フィルダム（大瀬内地点，京極地

点）では，設計段階の解析によって遮水壁最大ひずみを算定し，発生ひずみが試験

等から定まる破壊ひずみもしくは降伏ひずみを超えないことを確認している。 
 設計段階の解析入力地震動は地点特性を踏まえ 170～220gal 程度で設定されてお
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り，その他水位条件，堤体構造を考慮してひずみを算定している。設計時解析によ

る最大ひずみは，概ね 0.3～0.8×10－3オーダーとされている。破壊もしくは降伏ひ

ずみは，温度とひずみ速度により異なるが，概ね 0.6～1.0×10－3 オーダーであり，

各地点とも，解析最大ひずみが破壊もしくは降伏ひずみを超えないことを確認して

いる。 
 

（４）まとめ 

 天端部等ひずみが集中する箇所が存在する場合は，同様にひび割れが生じる可能性

があると考えられるものの，八汐地点，沼原地点ともに，表面遮水壁にひび割れが

発生しても，漏水は設計どおり排水層を経由して堤体外へ排水されており，堤体本

体への影響はなかった。 
 ダム管理計測項目の一つである漏水量の増加を確認することによって，早期に遮水

壁ひび割れを検知することができた。 
 表面遮水壁にひび割れが発生しても，表面から補修しやすいという構造的な特徴，

アスファルト材の材料的な補修の容易さ等のアスファルト遮水壁型フィルダムの

利点が発揮され，短期間で補修が可能であった。 
 上記を総合的に勘案すれば、今回の地震時に、各ダムにおいて貯水機能は維持され

制御できていたと評価することができる。 
 なお、ここで観測されたひび割れについては、ハード対策（応力集中部の縁切りや、

変形追従性に富んだ材料を使用することによりひび割れ伝播の回避など）によるひび割

れの事前回避、あるいはソフト対策（検知された漏水量による貯水池水位低下手順等の

事前確認）による初期漏水への適切な対応等を、地点特性を踏まえ必要に応じ措置す

ることにより対応可能と考えられる。 
 

以 上 
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2.　八汐ダムについて

　八汐ダムは高さ90.5mのアスファルト表面遮水壁型
フィルダムであり，東京電力㈱塩原発電所の上部調整池
用のダムとして建設された。ダムの標準断面，アスファ
ルト表面遮水壁の構造は，それぞれ，図─１，図─２に
示すとおりである。八汐ダムの表面遮水壁は上部遮水層
（厚さ50㎜ ×３層），中間排水層（厚さ80㎜ ），下部遮水
層（厚さ60㎜ ），レベリング・マカダム層（厚さ各40㎜ ）
の７層構造となっており，上部遮水層に損傷が生じた場
合は中間排水層によって，浸透水を安全に監査廊へ導く
構造となっている。

1.　は じ め に

　平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震で
は，アスファルト表面遮水壁型フィルダムである八汐ダ
ムにおいて基盤で最大約50gal，天端で最大約250galの
加速度が観測された。観測された地震加速度は設計段階
で考慮していたレベルよりかなり小さな値であったもの
の，同地震の影響によってアスファルト表面遮水壁にひ
び割れが生じた。
　本稿では，加速度記録の分析や三次元動的解析等に
よって地震時のダム挙動，ひび割れの発生メカニズムを
考察した結果，ならびに損傷した表面遮水壁の補修，ひ
び割れ発生メカニズムを考慮して行った補強工の概要を
報告する。

表面遮水壁 

リップラップ 

監査廊 
カットオフ 

上部遮水層（50mm×3）密粒度アスファルトコンクリート

中間排水層（80mm）開粒度アスファルトコンクリート

下部遮水層（60mm）密粒度アスファルトコンクリート

レベリング層（40mm）粗粒度アスファルトコンクリート

マカダム層（40mm）粗粒度アスファルトコンクリート

図─1　八汐ダム標準断面図

図─2　表面遮水壁構造図

　＊ 1　東京電力㈱ 松本電力所 土木建築グループマネージャー
　＊2　東京電力㈱ 原子力・立地本部土木建築設備グループ 専任スタッフ
　＊3　東京電力㈱ 建設部 土木・建築技術センター ダム技術グループ
　＊4　元 東京電力㈱ 建設部 土木・建築技術センター スペシャリスト
　＊5　東京電力㈱ 建設部 土木・建築技術センター ダム技術グループ ダムチームリーダー

ICOLD第81回年次例会 口頭発表論文

アスファルト表面遮水壁型フィルダムの地震時挙動ならびに補強工
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ための調査を行った。目視による調査には限界があるた
め，特に幅の狭いひび割れ先端部ではカッターにて V

カットして切り出すなどの方法も併用し，詳細に調査し
た。ひび割れの天端付近においては，φ500㎜ のボーリ
ングコアを採取した（図─４，５）。このボーリングコア
より，天端付近のひび割れはレベリング・マカダム層ま
で連続していることを確認した。
　ひび割れの最下端部付近ではひび割れは表面のみで確
認され，上部標高へ行くに従ってひび割れは深くなって
いることが確認された。これらの調査結果より，ひび割
れは天端付近から斜面下方へ，断面的には表面から深部
へ進展した可能性が高いと推定した。

4.　設計段階における耐震性検討

（1）遮水壁材料の配合・力学特性
　八汐ダムの表面遮水壁の上部および下部遮水層に用い
た密粒度アスファルトコンクリートの示方配合について
は，設計段階において変形追従性，斜面安定性を考慮し
ながら既往地点の実績も参考にして表─２に示すとおり
定めた。また，密粒度アスファルトコンクリートの曲げ
試験による降伏ひずみと温度，ひずみ速度との関係は図
─６に示すとおりであり，温度が低いほど，また，ひず
み速度が大きいほど応力緩和が小さくなり，降伏ひずみ

3.　東北地方太平洋沖地震時における観測

（1）観測加速度
　東北地方太平洋沖地震の震源から八汐ダムまでの距離
は約300kmであり，ダム近傍の気象庁観測地点では最大
震度５強の強い揺れが観測された（那須塩原市蟇沼：ダ
ムから約５kmに位置する）。
　八汐ダムではダム基礎や堤体内外，右岸地山の計13箇
所に３成分の加速度計を配置している。基盤ではダム軸
方向に最大加速度53gal（上下流方向最大43gal，鉛直方向
最大45gal），天端では上下流方向に最大加速度253gal（ダ
ム軸方向最大185gal，鉛直方向最大175gal）であった。
堤体各部の最大加速度と計器の設置位置は表─１，図─
３に示すとおりである。

（2）表面遮水壁のひび割れ損傷
　平成23年３月11日の東北地方太平洋沖地震直後から，
八汐ダムではそれまで認められなかった中間排水層ド
レーン流量の増加が確認された。その後，表面の目視や
潜水士，水中カメラによる調査の結果，アスファルト表
面遮水壁の左岸側に66.5m，右岸側に78.2mの長さのひ
び割れを確認した（図─４）。
　遮水壁補修時には，ひび割れの範囲，性状を確認する

表─1　八汐ダム　最大加速度（H23.3.11）

計　　器
最大加速度（gal）

上下流 ダム軸 鉛直

基礎 EA-2 43 53 45

天端

EA-10 174 157 105

EA-11 253 185 175

EA-12 252 104 156

EA-13 66 66 43

コア採取位置 コア採取位置 

地震発生時の貯水位 

ひび割れ （l=66.5m） 

ひび割れ （l=78.2m） 

左岸 右岸

上部遮水層
（5cm×3層）

中間排水層

下部遮水層

レベリング層，
マカダム層

（断面図）

図─4　表面遮水壁のひび割れ位置

図─5　左岸採取コア写真
（正面図）

図─3　加速度計設置位置図
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（2）模型実験による確認
　設計段階における検討・実験で使用した三次元模型は
図─７に示すとおり。実験では上下流方向，ダム軸方向
にそれぞれ加振した。上下流方向加振時の高速写真撮影
による表面変位の分布，表面に施された特殊塗装（石膏
１：硅藻土１：水１（重量比））による亀裂発生分布，
別途実施した二次元 FEM動的解析結果による表面ひず
み分布は，類似していることが確認できた（図─８（3））2）。
　図─８（1）は上下流方向加振時に表面に生じたひび割
れの分布を示したものであり，ひび割れはダム軸とほぼ
平行な方向となっている。最初にひび割れが生じたのは
天端より斜面長の1/5～1/4下がった位置であった。
　ダム軸方向加振時にはダム軸とほぼ直角の方向（今回
生じたひび割れと同様）に左右岸アバットから堤頂長の
1/8程度中央寄りの位置にひび割れが生じることが確認
されている（図─８（2））。なお，ダム軸方向加振時に最
初のひび割れが生じる加速度は，上下流方向加振時にひ
び割れが生じる加速度より大きかった。
　模型振動実験では上下流方向，ダム軸方向ともに模型
の固有周期の正弦波を，加速度振幅はターゲット撮影時
には実物換算で300gal一定，亀裂観察時には最大500gal

まで徐々に増加させた。
　既往の模型実験結果を参照すると，東北地方太平洋沖
地震によって発生したアスファルト表面遮水壁のひび割
れは，ダム軸方向の変形によって発生した可能性が高い

が小さく変形追従性が小さくなる性質を示す2）,3）。この
ことから，冬期における地震による変形が最も厳しい条
件となる。湛水過程，地震時を想定した曲げ引張，せん
断，圧縮降伏ひずみは表─３に示すとおりである。〔ⅰ）
湛水過程：水中部５℃，ひずみ速度は試験機の最低速度
0.005㎜ /分，ⅱ）地震時：水中部５℃と地点最低気温
－15℃，ひずみ速度はおおむね10－2 1/sec〕
　八汐ダムは建設後約20ヶ年経過しており，今回，天端
付近で採取した試料よりアスファルトコンクリートの曲
げ引張降伏ひずみを測定した。気温－５℃，ひずみ速度
１×10－2 1/secの条件で平均値2.3×10－3を確認した。こ
の値は配合設計時の試験値2.9×10－3（図─６）に対して
やや小さいが，表層が2.1～2.5×10－3，２層目が2.0～2.5
×10－3，３層目2.3～2.4×10－3となっており，紫外線等
による表層部の劣化傾向は顕著でない。

表─2　密粒度アスファルトコンクリートの配合

最大
骨材
寸法
（㎜ ）

単位量（kg/t）

ア
ス
フ
ァ
ル
ト

骨材（㎜ ）
フィラー

砕石 砕砂 細砂

13～5 5～2.5 2.5～0 2.5～0 石粉 添加物

13 85 166 267 276 83 115 8

表─3　密粒度アスファルトコンクリートの降伏ひずみ

試験温度
地震時 湛水時

降伏ひずみ
（×10－3）

ひずみ速度
（1/sec）

降伏ひずみ
（×10－3）

ひずみ速度
（1/sec）

５℃

圧 縮 21.0 8.0×10－3  70.0 8.0×10－5

引 張 10.0 1.0×10－2  50.0 5.0×10－5

せん断  8.8 2.0×10－2 130.0 2.0×10－4

－15℃

圧 縮 12.0 8.0×10－3

引 張  2.3 1.0×10－2

せん断 28.0 2.0×10－2

ひずみ速度（1/sec）

曲
げ
降
伏
ひ
ず
み
（

%
）

図─6　密粒度アスファルトコンクリートの降伏ひずみ 図─7　三次元模型の概要
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デル化し，基礎岩盤は側方を堤体敷長さの３倍程度の領
域とし，深さは基盤での観測記録を直接入力するため基
礎中央加速度計設置標高（EL.950m）より上部をモデル
化した。なお，遮水壁はダム堤体と一体として挙動する
としてモデル化していない。
②　物性値
　岩盤物性値は既往の試験値，堤体材料の非線形性は
Hardin-Drnevich（H-D）モデルによって既往の試験結果，
沢田の速度分布から設定した（表─３）2）,3）。
　既往の微小地震観測記録より天端中央（EA-11）と基
礎中央（EA-2）のフーリエスペクトルから伝達関数を
求め，卓越周波数が合致することを確認して初期せん断
剛性については既往の試験結果をそのまま適用した。な
お，東北地方太平洋沖地震時の観測加速度に対して，解
析結果の加速度が過大となったため，減衰特性について
は試験値の hmax＝20％に対して hmax＝30％へと変更した。
初期応力は Duncan-Changモデルによる築堤・湛水解析
を行い算定した。
③　解析結果
　地震時応答解析は，主要動の前後80秒間を対象とした。
天端各部の加速度時刻歴を確認すると，解析値は実測に
対してやや大きめの値となっているものの，概ね整合性
は良いと判断した。全時刻における加速度最大値の分布
は図─10に示すとおりである。併せて，同図の右には堤
体表面要素に発生するひずみの最大値の分布を示してい
る。表面遮水壁が位置する堤体上流面要素では，天端中

と考えられるが，今回の地震によるダムの応答はダム軸
方向が卓越したものではなかった。従って，ひび割れ発
生メカニズムについては，詳細な検討が必要と判断した。

5.　東北地方太平洋沖地震時のダム挙動の検討

（1）三次元 FEM解析モデルによる評価
　八汐ダムで観測された加速度記録に基づき，ダムの挙
動を三次元FEM動的解析によって検証することとした。
解析プログラムは等価線形化法による汎用ソフト「ISCEF」
を使用した。
①　解析モデル
　解析モデルは図─９に示すように周辺地山を含めてモ

境界条件：
 側方：フリー
 底盤：変位固定（加速度入力）

モデル範囲は計器EA-2標高（EL950m）以上

ゾーンC 

ゾーンA 
ゾーンB 

地盤下流盛土

上流側 下流側

図─8（1）　びび割れ発生状況

（上下流方向加振時の模型実験の結果：最大500gal）

図─8（2）　びび割れ発生状況

（ダム軸加振時の模型実験の結果：最大500gal）

図─8（3）　模型実験と2次元 FEM解析の比較

（上下流方向加振） 図─9　三次元解析モデル図
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生した70～80mの１条ずつのひび割れの他，天端付近に
は左右３箇所ずつ長さ0.3～1.8mの短いひび割れも確認
されている。いずれのひび割れも天端コンクリートのブ
ロックジョイントから充填したサンドマスチック，遮水
壁へと連続していた。地震後，八汐ダム天端コンクリー
トのジョイント幅を測定したところ，ひび割れ箇所のブ
ロックジョイントは相対的に開いていた。
　天端コンクリートブロック付近でのひび割れの状況
や，他ダムでの損傷事例より，コンクリートブロックの
ジョイント開口に伴うひずみ集中がひび割れ発生のきっ
かけとなった可能性があると推察した。
　このことから，まず，天端の加速度計記録より求まる
加速度計位置の変位を用いて，計器間の相対変位につい
て調べてみた。ダム天端中央には加速度計 EA-11，ダム
中央からダム左右岸端の中間位置に加速度計 EA-10，
EA-12を配置しており，右岸地山のリムトンネル内には
加速度計 EA-13が配置されている。これら加速度記録を
積分して基礎中央 EA-2との相対変位，それぞれの加速
度計間の相対距離の変化量を算定した。各区間の相対距
離変化の最大値とこれが各区間内のコンクリートブロッ
クジョイントへ均等に集中させた場合の伸び量とひずみ
の算定結果は表─５に示すとおりであり，そのひずみ値
は今回現地から採取したサンドマスチックの引張降伏ひ

央から1/5程度下部で引張，圧縮，せん断の各ひずみが
ともに最大値を示した。その値は引張が1.78×10－4，圧
縮が1.81×10－4，せん断が2.97×10－4であり，いずれも
降伏ひずみに対して引張で1/10程度，圧縮で1/60程度，
せん断で1/100程度に相当する十分に小さいレベルであ
る。（降伏ひずみは次のとおり。曲げ引張：2.3×10－3，
圧縮：1.2×10－2，せん断：2.8×10－2，ひずみ速度はそ
れぞれ１×10－2，8×10－3，２×10－2 1/sec，いずれも
－15℃）
　また，前述の現地採取コア供試体を用いた曲げ試験結
果である引張ひずみ2.3×10－3（地震時の気温－５℃，ひ
ずみ速度１×10－2 1/sec）と比較しても，解析による最
大ひずみは大きく下回っている4）。
　この三次元 FEM解析モデルによる評価では，降伏ひ
ずみを超過するひずみの発生や，ひび割れ発生位置と最
大ひずみの発生位置の整合性を確認することができな
かったため，詳細な検討を実施してひび割れ発生メカニ
ズムを推定することとした。

（2）加速度観測計観測記録に基づく評価
　八汐ダムの天端周辺構造は図─11に示すとおり，コン
クリートブロックと遮水壁の間はサンドマスチックを充
填する構造となっている。表面遮水壁の左右岸付近に発

表─4　堤体材料の動的物性値
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ずみ2.5×10－2（－5℃，ひずみ速度１×10－2 1/sec）を超
過し，中央付近の EA-10～11や EA-11～12よりも右岸側
でひび割れの生じた位置を含む EA12～13間のひずみが
相対的に大きくなっていることを確認した。

（3）　推定ひび割れメカニズム
　（2）に示したように，天端コンクリートブロックのジョ
イント開口に伴うひずみ集中が，ひび割れ発生のきっか
けとなった可能性が考えられたため，前述した三次元動

最大加速度 最大ひずみ

（上下流方向）

（ダム軸方向）

（鉛直方向）

（引張ひずみ）

（圧縮ひずみ）

（せん断ひずみ）

9m

表─5　コンクリートブロックジョイント開口変位
（加速度計記録積分による推定）

区間 相対変位
（最大値）

ジョイ
ント数

ジョイント部
開口 備考

変位 ひずみ

EA-10～11 3.9㎜ 6 0.7㎜ 0.054
サンドマスチッ
クの降伏ひずみ
：0.025

EA-11～12 4.4㎜ 9 0.5㎜ 0.041

EA-12～13 5.7㎜ 6 1.0㎜ 0.079

※区間位置については図─3を参照

図─10　三次元解析結果，最大応答値分布

図─11　八汐ダム天端構造図
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所を中心に上部遮水層３層のうち２層目までを切削除去
し，３層目ひび割れ部を10cm程度の幅でカットした。
３層目にアスファルトマスチックを充填し，その上部に
アスファルト含浸不織布シートを布設後，上層２層につ
いてはアスファルトコンクリートを再舗設した。なお，
３層目の充填アスファルトマスチックには施工中の流動
性を抑制するため有機繊維を混入した。アスファルトコ
ンクリート再舗設に伴う切削範囲は，建設時の継目配置
の考え方を踏襲して既設の遮水層と新設の遮水層の継目
が上下層で50cm以上離れるように配置した。
　再舗設に引き続き，表面遮水壁の天端コンクリートブ
ロックのジョイント周辺については，図─15のとおり補
強した。補強工の設計にあたっては，強震時にコンクリー
トブロックのジョイントが開口変位する場合であって
も，これに伴うひずみが表面遮水壁へ伝達されないよう
に，変形追従性に富んだ材料を使用するとともに，縁切
り構造を採用した。補強部で採用した改質アスファルト
マスチックの引張降伏ひずみは50％以上であり，従来採
用していたサンドマスチックの降伏ひずみ約2.5％に比
較すると格段に改善されている。更に，改質アスファル
トマスチック層の底部には鋼板を設置し，ジョイント開
口ひずみを上層に伝えにくくする構造とした。

7.　結　　　論

　平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震で
は，アスファルト表面遮水壁型フィルダムである八汐ダ
ムにおいて基盤で最大約50gal，天端で最大約250galの
加速度が観測された。観測された地震加速度は設計段階
で考慮していたレベルよりかなり小さな値であったもの
の，同地震の影響によってアスファルト表面遮水壁にひ

的解析の結果を用いて詳細にひび割れ発生のメカニズム
を考察した。
　三次元動的解析結果から天端部要素変位の時刻歴を抽
出し，各々の変位量をコンクリートブロックのジョイン
ト位置に集中させた場合のひずみの時刻歴を確認した。
すべてのジョイント位置でサンドマスチックの引張降伏
ひずみを超過する結果となったが，左右岸のひび割れ発
生位置付近で早い時刻に超過することが確認された。そ
れ以降の時刻では，更に大きなひずみがひび割れ位置よ
り堤体中央側で発生しているが，先に発生したひび割れ
によって応力開放の影響を受けて大きなひび割れが生じ
なかったものと推察される。

6.　補修・補強工事

　アスファルト表面遮水壁の補修については，震災後の
電力需給に備えるための早期の応急復旧と夏季のピーク
対応のための恒久対策を行うこととした。第１段階とし
て短期間で施工可能な工法による補修を実施した。水面
より上部のひび割れについては，図─13に示すとおりア
スファルトマスチックをひび割れに塗布した上にアス
ファルト含浸不織布シートを布設する工法を採用した。
なお，アスファルトマスチック塗布材の選定にあたって
は，寒冷期の夜間気温低下によって生じるひび割れ幅の
変動にも追従できるように，低温での変形性能の改善を
目的として開発された低弾性アスファルトを使用したア
スファルトマスチックを採用した。なお，水中部のひび
割れについては，気中部より温度が高く温度変化が小さ
いことから水中施工が可能なエポキシ樹脂材塗布による
補修を行った。
　恒久対策は図─14に示すとおり実施した。ひび割れ箇

0.0%

5.0%

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50
時刻 (s)

ひ
ず
み

No.4 ジョイント
No.3 ジョイント　（ひび割れ箇所）

0.0%

5.0%

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50
時刻 (s)

ひ
ず
み

No.23 ジョイント
No.24 ジョイント　（ひびわれ箇所）

ひび割れ ひび割れ 

No.3 No.4 No.23    No.24
（ジョイント番号） （ジョイント番号）
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び割れが生じた。
　補修・補強工事については，早期完了，耐久性，強震
時におけるひび割れ再発防止の観点から実施された。損
傷が目視で確認でき，表面から補修を行えるというアス
ファルト表面遮水壁型フィルダムの利点が活かされ，早
期の対応が可能であった。
　東北地方太平洋沖地震に伴い生じた表面遮水壁のひび
割れは，天端コンクリートブロックのジョイント開口に
伴うひずみ集中が要因と推察されたため，ブロックジョ
イント周辺構造については，変形追従性に富んだ材料を
使用するとともに，縁切り構造を採用した。
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 1） 塚田智之，内田善久，渡部　浩，山本浩志：東北地方太
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ム　No.219：51-57，第44回ダムの技術講演討論会発表報告，

2012
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 3） 伊藤金通，川島文治，塚田智之：八汐ダムの設計と施工，
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図─13　早期補修工標準断面

図─14　アスファルト再舗設（恒久対策）

図─15　補強工標準断面
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水
位

時
,露

出
部

切
盛

境
界

水
位

時
,水

中
部

8
6
0
×

1
0

3
 m

3
　

、
　

3
9
0
×

1
0

3
 m

3

1
：
2
.5

9
0
.5

 m

2
6
3
 m

2
,1

0
9
×

1
0

3
 m

3

塩
原

し
お

ば
ら

発
電

所
（
9
0
万

kW
、

運
開

1
9
9
4
年

）

八
汐

ダ
ム

1
9
9
2
年

栃
木

県
那

須
塩

原
市

宮
崎

県
児

湯
郡

プ
ー

ル
式

1
8
0
,0

0
0
 m

2

1
1
0
,0

0
0
 m

2

1
：
2
.0

水
工

ﾌ
ｫ
ｰ

ﾑ
ﾄﾞ

ｱ
ｽ

ﾌ
ｧ
ﾙ

ﾄ混
合

物

1
7
8
,0

0
0
 m

2

【
東

日
本

大
震

災
に

よ
る

事
後

評
価

】

【
東

日
本

大
震

災
に

よ
る

事
後

評
価

】

【
設

計
段

階
時

評
価

】
【
設

計
段

階
時

評
価

】
【
設

計
段

階
時

評
価

】

大
瀬

内
ダ

ム
(主

ダ
ム

)、
か

な
す

み
ダ

ム
(副

ダ
ム

)

遮 水 層 の 標 準 配 合 と 低 温 地 震 時 の 変 形 追 従 性 ( 耐 震 評 価 ) ※

・
破

壊
ひ

ず
み

は
曲

げ
試

験
に

よ
る

。
曲

げ
試

験
は

過
大

評
価

を
避

け
る

た
め

、
ひ

ず
み

ゲ
ー

ジ
を

用
い

た
方

法
を

採
用

。
・
解

析
ひ

ず
み

は
①

3
次

元
動

的
解

析
に

よ
る

ひ
ず

み
分

布
に

基
づ

く
最

大
ひ

ず
み

断
面

に
お

け
る

②
2
次

元
動

的
解

析
に

よ
る

。
入

力
地

震
最

大
加

速
度

は
、

①
2
5
0
ga

l、
②

上
部

遮
水

層
が

破
壊

し
な

い
限

界
を

使
用

限
界

と
し

、
ﾚ
ﾍ

ﾞﾙ
1
地

震
動

1
2
0
ga

l、
下

部
遮

水
層

が
破

壊
し

な
い

限
界

を
終

局
限

界
と

し
、

ﾚ
ﾍ

ﾞﾙ
2
地

震
動

1
7
0
ga

l。

(出
典

：
ダ

ム
工

学
V

o
l.1

1
,N

o
.1

(2
0
0
1
)「

ｱ
ｽ

ﾌ
ｧ
ﾙ

ﾄ全
面

表
面

遮
水

壁
型

調
整

池
の

耐
震

性
評

価
」
、

電
力

土
木

N
o
.3

1
5
(2

0
0
5
.1

)「
水

工
ｱ

ｽ
ﾌ
ｧ
ﾙ

ﾄ
混

合
物

の
曲

げ
引

張
特

性
に

関
す

る
実

験
的

検
討

」
他

)

・
上

記
遮

水
壁

は
斜

面
部

の
構

造
。

底
面

部
は

厚
層

舗
設

に
よ

る
3
層

構
造

(上
部

遮
水

層
1
0
0
m

m
×

1
層

、
中

間
排

水
層

8
0
m

m
×

1
層

、
下

部
遮

水
層

8
0
m

m
×

1
層

)。

使
用

限
界

状
態

,上
部

遮
水

層

終
局

限
界

状
態

,下
部

遮
水

層

標 準 配 合

(出
典

：
(2

0
1
3
.9

)「
電

源
開

発
沼

原
発

電
所

沼
原

ダ
ム

ｱ
ｽ

ﾌ
ｧ
ﾙ

ﾄ表
面

遮
水

壁
ｸ
ﾗ
ｯ
ｸ
の

発
生

ﾒ
ｶ
ﾆ
ｽ

ﾞﾑ
の

検
討

」
H

2
5
第

1
回

新
技

術
・
ｴ
ﾈ

ﾙ
ｷ

ﾞｰ
小

委
員

会
資

料
)

・
降

伏
ひ

ず
み

は
曲

げ
試

験
に

よ
る

。
・
解

析
ひ

ず
み

は
2
次

元
動

的
解

析
に

よ
る

。
動

的
解

析
結

果
は

ｼ
ﾘ
ｺ
ﾝ
ｺ
ﾞﾑ

製
3
次

元
模

型
振

動
実

験
に

よ
り

検
証

。

(出
典

：
電

力
土

木
N

o
.2

5
5
(1

9
9
5
.1

)「
八

汐
ダ

ム
の

設
計

と
施

工
」
)

耐 震 評 価

破
壊

ひ
ず

み
0
.9

5
×

1
0

-
3

～
0
.7

×
1
0

-
3

参
考

値
(小

丸
川

発
電

所
　

大
瀬

内
地

点
デ

ー
タ

参
照

)

ひ
ず

み
速

度
(1

/
s)

1
×

1
0

-
4

～
1
×

1
0

-
3

解
析

結
果

よ
り

6
,2

0
0
×

1
0

3
 m

3

3
7
,7

0
0
 m

2

1
6
6
 m

　
、

　
1
4
0
 m

ﾄﾗ
ﾝ
ｼ
ﾞｼ

ｮﾝ

ﾏ
ｶ
ﾀ
ﾞﾑ

層
ﾚ
ﾍ

ﾞﾘ
ﾝ
ｸ
ﾞ層

下
層

遮
水

層
中

間
排

水
層

上
部

遮
水

層
上

部
遮

水
層

表
面

保
護

層

ﾄﾗ
ﾝ
ｼ
ﾞｼ

ｮﾝ

ﾏ
ｶ
ﾀ
ﾞﾑ

層
ﾚ
ﾍ

ﾞﾘ
ﾝ
ｸ
ﾞ層

下
層

遮
水

層
中

間
排

水
層

上
部

遮
水

層
上

部
遮

水
層

上
部

遮
水

層
表

面
保

護
層

ﾄﾗ
ﾝ
ｼ
ﾞｼ

ｮﾝ

ﾚ
ﾍ

ﾞﾘ
ﾝ
ｸ
ﾞ・

ﾏ
ｶ
ﾀ
ﾞﾑ

層

下
層

遮
水

層
中

間
排

水
層

上
部

遮
水

層
上

部
遮

水
層

表
面

保
護

層

ﾄﾗ
ﾝ
ｼ
ﾞｼ

ｮﾝ

施
工

基
盤

層

下
層

遮
水

層
中

間
排

水
層

上
部

遮
水

層
表

面
保

護
層

参考資料８－22

den10392
長方形



【
火

力
発

電
所

】

掲
載

書
類

名
文

献
名

著
者

電
力

土
木

　
2
0
1
2
年

7
月

号
N

o
.3

6
0

東
日

本
大

震
災

に
よ

る
火

力
発

電
所

土
木

構
造

物
の

被
害

と
対

策
東

北
電

力
（
株

）
　

斉
藤

知
秀

・
森

吉
之

・
内

海
博

電
力

土
木

　
2
0
1
2
年

9
月

号
N

o
.3

6
1

東
日

本
大

震
災

後
の

緊
急

電
源

工
事

の
概

要
と

工
期

短
縮

対
策

東
北

電
力

（
株

）
　

立
花

祐
治

・
佐

藤
智

・
内

海
博

電
力

土
木

　
2
0
1
2
年

1
1
月

号
N

o
.3

6
2

東
北

地
方

太
平

洋
沖

地
震

に
対

す
る

火
力

発
電

所
地

中
構

造
物

の
耐

震
評

価
東

北
電

力
（
株

）
　

坂
本

克
洋

・
後

藤
浩

・
斉

藤
知

秀

電
力

土
木

　
2
0
1
2
年

1
1
月

号
N

o
.3

6
2

女
川

原
子

力
発

電
所

に
お

け
る

津
波

の
評

価
お

よ
び

対
策

東
北

電
力

（
株

）
／

日
本

原
燃

（
株

）
　

菅
野

剛
・
大

内
一

男
・
平

田
一

穂

電
力

土
木

　
2
0
1
2
年

1
1
月

号
N

o
.3

6
2

東
京

電
力

の
火

力
発

電
所

が
東

日
本

大
震

災
に

よ
る

津
波

・
液

状
化

で
受

け
た

影
響

と
土

木
設

備
の

状
況

～
液

状
化

の
影

響
を

強
く
受

け
た

常
陸

那
珂

火
力

発
電

所
の

地
中

土
木

設
備

を
中

心
と

し
て

～
東

京
電

力
（
株

）
　

石
川

哲
哉

・
高

井
力

・
佐

藤
一

也

電
力

土
木

　
2
0
1
3
年

1
月

号
N

o
.3

6
3

浜
岡

原
子

力
発

電
所

に
お

け
る

津
波

対
策

工
事

の
概

要
中

部
電

力
（
株

）
　

藤
井

誠
・
清

水
重

彦
・
秋

山
康

之

電
力

土
木

　
2
0
1
3
年

3
月

号
N

o
.3

6
4

千
葉

火
力

3
号

系
列

コ
ン

バ
イ

ン
ド

サ
イ

ク
ル

発
電

設
備

化
に

伴
う

主
要

土
木

工
事

の
設

計
な

ら
び

に
施

工
の

概
要

東
京

電
力

（
株

）
　

加
村

晃
良

・
山

本
義

昭
・
赤

村
重

紀

電
力

土
木

　
2
0
1
3
年

3
月

号
N

o
.3

6
4

東
北

地
方

太
平

洋
沖

地
震

に
よ

る
女

川
原

子
力

発
電

所
土

木
構

造
物

へ
の

影
響

東
北

電
力

（
株

）
　

伊
藤

悟
郎

・
肥

田
幸

賢
・
大

宮
宏

之

電
力

土
木

　
2
0
1
3
年

3
月

号
N

o
.3

6
4

防
波

壁
に

作
用

す
る

津
波

流
体

力
に

関
す

る
水

理
模

型
実

験
中

部
電

力
（
株

）
　

仲
村

治
朗

・
田

中
良

仁
・
内

野
大

介

電
力

土
木

　
2
0
1
3
年

5
月

号
N

o
.3

6
5

原
子

力
発

電
所

屋
外

重
要

土
木

構
造

物
に

関
わ

る
耐

震
技

術
の

変
遷

と
今

後
の

展
望

（
一

財
）
電

力
中

央
研

究
所

　
大

友
敬

三

電
力

土
木

　
2
0
1
3
年

5
月

号
N

o
.3

6
5

防
鹿

島
火

力
発

電
所

7
号

系
列

増
設

工
事

に
伴

う
土

木
工

事
の

設
計

・
施

工
の

概
要

～
緊

急
設

置
電

源
と

し
て

の
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
設

置
工

事
～

東
京

電
力

（
株

）
　

川
村

哲
也

・
古

川
園

健
朗

・
中

島
崇

電
力

土
木

　
2
0
1
3
年

5
月

号
N

o
.3

6
5

遠
心

模
型

実
験

に
よ

る
防

波
壁

の
地

震
時

挙
動

の
検

討
中

部
電

力
（
株

）
　

仲
村

治
朗

・
田

中
良

仁
・
和

仁
雅

明

電
力

土
木

　
2
0
1
3
年

5
月

号
N

o
.3

6
5

陸
上

構
造

物
前

面
の

浸
水

深
と

流
速

を
用

い
た

津
波

波
庄

の
算

定
方

法
関

西
電

力
（
株

）
／

名
古

屋
大

学
　

有
光

剛
・
大

江
一

也
・
川

崎
浩

司

電
力

土
木

　
2
0
1
3
年

7
月

号
N

o
.3

6
6

鹿
島

火
力

発
電

所
7
号

系
列

増
設

工
事

に
伴

う
土

木
工

事
の

設
計

・
施

工
の

概
要

～
コ

ン
パ

イ
ン

ド
サ

イ
ク

ル
工

事
に

お
け

る
土

木
工

事
設

計
概

要
編

～
東

京
電

力
（
株

）
　

古
川

園
健

朗
・
佐

藤
孝

二
・
中

島
崇

電
力

土
木

　
2
0
1
3
年

9
月

号
N

o
.3

6
7

原
町

火
力

発
電

所
荷

役
岸

壁
の

東
日

本
大

震
災

か
ら

の
復

旧
工

事
概

要
東

北
電

力
（
株

）
　

森
吉

之
・
須

田
広

樹

電
力

土
木

　
2
0
1
3
年

9
月

号
N

o
.3

6
7

3
. 
1
1
東

日
本

大
震

災
の

津
波

に
伴

う
油

付
着

土
壌

の
バ

イ
オ

処
理

東
北

電
力

（
株

）
　

南
場

浩
二

・
森

吉
之

電
力

土
木

　
2
0
1
3
年

9
月

号
N

o
.3

6
7

鹿
島

火
力

発
電

所
7
号

系
列

増
設

工
事

に
伴

う
土

木
工

事
の

設
計

・
施

工
の

概
要

～
コ

ン
バ

イ
ン

ド
サ

イ
ク

ル
工

事
に

お
け

る
土

木
工

事
施

工
概

要
編

～
東

京
電

力
（
株

）
　

中
島

崇
・
佐

藤
孝

二
・
鬼

束
俊

一

電
力

土
木

　
2
0
1
3
年

9
月

号
N

o
.3

6
7

鹿
島

火
力

発
電

所
7
号

系
列

増
設

工
事

に
伴

う
土

木
工

事
の

設
計

・
施

工
の

概
要

～
埋

戻
し

材
料

を
工

夫
し

た
取

放
水

管
工

事
の

設
計

概
要

編
～

東
京

電
力

（
株

）
　

安
田

浩
二

・
古

川
園

健
朗

・
鬼

束
俊

一

電
力

土
木

　
2
0
1
3
年

9
月

号
N

o
.3

6
7

島
根

原
子

力
発

電
所

津
波

防
波

壁
の

設
計

と
施

工
中

国
電

力
（
株

）
河

原
和

文
・
広

兼
修

治
・
吉

次
真

一
・
清

重
直

也
・
大

久
保

佳
美

電
力

土
木

　
2
0
1
3
年

1
1
月

号
N

o
.3

6
8

鹿
島

火
力

発
電

所
7

号
系

列
増

設
工

事
に

伴
う

土
木

工
事

の
設

計
・
施

工
の

概
要

～
既

設
設

備
防

護
を

主
体

と
し

た
大

物
搬

入
路

工
事

の
設

計
お

よ
び

施
工

概
要

～
東

京
電

力
（
株

）
／

大
成

建
設

（
株

）
木

下
良

介
、

古
川

園
健

朗
、

近
藤

浩
二

郎

参
考

資
料

９
　

関
連

文
献

リ
ス

ト
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掲
載

書
類

名
文

献
名

著
者

電
力

土
木

　
2
0
1
3
年

1
1
月

号
N

o
.3

6
8

地
震

時
に

不
安

定
化

が
懸

念
さ

れ
る

急
傾

斜
地

で
の

鉄
塔

基
礎

の
補

強
設

計
東

京
電

力
（
株

）
　

山
本

祐
美

加
、

松
尾
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